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令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省総合政策局環境政策課） 

項 目 名 
より環境負荷の小さい輸送手段への転換及び公共交通機関の利用者利
便の増進に資する事業に係る特例措置の延長 

税 目 地球温暖化対策のための税 

要

望

の

内

容 

 
【制度の概要】 
 地球温暖化対策を適正に推進するため、モーダルシフトの推進及び公共交通
機関の利用者利便の増進に資する事業の用に供される以下の燃料に係る地球温
暖化対策のための税が還付される。 
 ①内航海運、一般旅客定期航路事業（遊覧除く）の用に供した軽油又は重油 
②第一種鉄道事業及び第二種鉄道事業の用に供した軽油 
③国内定期航空運送事業の用に供した航空機燃料 

 
【要望の内容】 
現行の還付措置を３年間（令和５年度～令和７年度）延長する。 
 
【関係条文】 
租税特別措置法 第 90 条の３の２、第 90 条の３の４、第 90 条の７（第３項を
除く。） 
租税特別措置法施行令 第 48 条の７ 
租税特別措置法施行規則 第 39 条の４、第 39 条の５ 
 

 

 平年度の減収見込額  ―  百万円 

(制度自体の減収額) 
 (▲4,000 百万円

 の内数) 

(改 正 増 減 収 額) (   ―  百円) 
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新
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延
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す
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⑴  政策目的 

「地球温暖化対策計画」（令和３年 10 月閣議決定）においては、2030 年度
における運輸部門のエネルギー起源二酸化炭素の排出量を、2013 年度比で約
35%減の水準にすることとされている。 

 運輸部門は、我が国の二酸化炭素排出量の約２割を占めることから、運輸部
門の低炭素化が我が国の温室効果ガス削減に果たす役割は大きい。そのため、
「地球温暖化対策計画」（令和３年 10 月閣議決定）においては、地球温暖化対
策・施策として、「物流体系全体のグリーン化を推進するため、自動車輸送か
ら二酸化炭素排出量の少ない内航海運又は鉄道による輸送への転換を促進す
る」こと（モーダルシフトの推進）や、「公共交通機関の利用促進」が位置づ
けられているところである。 

 このような状況の中、引き続きモーダルシフトを推進し、公共交通機関の利
用を促進するよう、当該事業の用に供される燃料に係る地球温暖化対策のため
の税の還付措置を延長し、我が国の地球温暖化対策を促進する。 

 

⑵ 施策の必要性 

運輸部門は、我が国の二酸化炭素排出量の約２割を占めることから、運輸部
門の低炭素化が我が国の温室効果ガス削減に果たす役割は大きい。還付措置
は、地球温暖化対策のための税が地球温暖化対策として位置づけられているモ
ーダルシフトの推進及び公共交通機関の利用促進に逆行する負の経済的インセ
ンティブとなることを回避し、温室効果ガスの排出削減を図るものであり、こ
れらの事業の用に供される燃料については還付措置が必要である。 

 

 

 

 

 

今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

○政策目標３ 地球環境の保全 
  施策目標９ 地球温暖化防止等の環境の保全を行う 
 
○政策目標８ 都市・地域交通等の快適性、利便性の向上 

施設目標 27 地域公共交通の維持・活性化を推進する 
 

政 策 の 

達成目標 

 
 
温室効果ガスの排出量の削減に寄与する。 
 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
 
３年間（令和５年度～令和７年度） 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
 
温室効果ガスの排出量の削減に寄与する。 
 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
 
温室効果ガスの排出量の削減に寄与している。 
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有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
405 業者（海運 347 業者、鉄道 39 業者、航空 19 業者） 
 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 

地球温暖化対策のための税がモーダルシフトの推進及び公共

交通機関の利用者利便の増進に逆行する負のインセンティブと

なることを回避し、温室効果ガスの排出量の削減に寄与する。 
 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

 
 

― 
 
 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
 
 

― 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
 
 

― 
 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 
本措置は、地球温暖化対策のための税に係る還付措置の延長

を求めるものであり、当該税がモーダルシフトの推進及び公共
交通機関の利用者利便の増進に逆行する負の経済的インセンテ
ィブとなることを回避することによって温室効果ガスの排出削
減を図る適正な方法である。また、補助金等による補填等に比
べて最も効果的かつ効率的な措置である。 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果

に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
平成 30 年度  
406 業者（海運 345 業者、鉄道 41 業者、航空 20 業者） 
▲5,276 百万円 
 
令和元年度  
406 業者（海運 346 業者、鉄道 40 業者、航空 20 業者） 
▲5,334 百万円 
 
令和２年度  
405 業者（海運 347 業者、鉄道 39 業者、航空 19 業者） 
▲3,717 百万円 
（令和２年度要望時の減収見込額 ▲5,260 百万円） 
 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
 
 

― 
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租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
 
 
温室効果ガスの排出量の削減に寄与している。 
 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
 
 
温室効果ガスの排出量の削減に寄与する。 
 
 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
 
 
温室効果ガスの排出量の削減に寄与している。 
 
 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
平成 22 年度 新設要望 
平成 24 年度 創設 
平成 26 年度 延長 
平成 29 年度 延長 
令和 2 年度  延長 
 

 



令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省 国土政策局 広域地方政策課） 

項 目 名 
三大都市圏の政策区域における特定の事業用資産の買換えの特例措置
の延長 

税 目 所得税、法人税 

要

望

の

内

容 

【制度の概要】 

個人または事業者が、既成市街地等*1内にある事業用資産を譲渡し、特定の

地域内にそれに代わる資産を取得して事業の用に供した場合の買換え特例。 

 

【要望の内容】 

個人または事業者が、既成市街地等*1内にある事業用資産を譲渡し、特定の 

地域内にそれに代わる資産を取得して事業の用に供した場合、その譲渡益 80％

の課税を繰り延べることができる現行措置について、適用期限を３年間（所得

税は令和８年 12 月 31 日まで、法人税は令和８年３月 31 日まで）延長する。 

 

譲渡対象：既成市街地等*1の区域内で工場、作業場、研究所、営業所、倉庫そ

の他これらに類する施設（福利厚生施設を除く。）として使用され

ている建物又は土地等*2で所有期間が 10 年を超えるもの。 

買換対象：土地等*2、建物、構築物又は機械及び装置のうち、近郊整備地帯等*3 

及び政令指定都市の市街化区域又は都市開発区域の市街化調整区域

以外の区域にあるもの（農林業は市街化区域以外）。 

ただし、立地適正化計画を作成した市町村の都市機能誘導区域以外

の地域内にある誘導施設に係るものを除く。 

 

＊１…首都圏の既成市街地、近畿圏の既成都市区域及び名古屋市の一部 

＊２…土地又は土地の上に存する権利 

＊３…首都圏の近郊整備地帯、近畿圏の近郊整備区域及び中部圏の都市整備区 

域（名古屋市の一部を除く） 

 

【関係条文】 

（所得税）租税特別措置法第 37 条第１項柱書及び表第１号並びに第６項 

（法人税）租税特別措置法第 65 条の７第１項柱書及び表第１号並びに第５項 
 

 

 平年度の減収見込額  ―  百万円 

(制度自体の減収額) 
(▲110,300 百万円

 の内数) 

(改 正 増 減 収 額) (   ―  百万円) 
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新
設
・
拡
充
又
は
延
長
を
必
要
と
す
る
理
由 

 

⑴  政策目的 

三大都市圏の既成市街地等への産業及び人口の過度な集中を抑制することに

より、外部不経済の解消と都市の持続可能性を高め、大都市圏の秩序ある発展

を目指す。 

 

⑵  施策の必要性 

三大都市圏の既成市街地等においては、産業及び人口の過度な集中により、

騒音や大気汚染等の公害が発生してきたところである。これらの外部不経済を

解消し、三大都市圏の秩序ある発展を図るためには、既成市街地等に存する工

場等を近郊整備地帯等の郊外に転出させることが必要である。本特例は、企業

の工場移転等に伴う税負担を軽減し、円滑な移転を促進するために不可欠な制

度である。 

 

今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 
合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 
政策目標：10 国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関す

る情報の整備 

施策目標：37 総合的な国土形成を推進する 
 

政 策 の 

達成目標 

 
本特例措置の政策目標としては、既成市街地や近郊整備地帯等

の政策区域を有する都府県における典型７公害＊１の公害苦情件

数について、過去 10 年の低減のペースを踏まえ、令和７年度に

おいて 24,000 件まで低減することとする。 
 
目標値：24,000 件（令和７年度） 

初期値：26,796 件（令和元年度） 
＊１…環境基本法第２条第３項に規定される以下の７つの公害 

  「大気汚染、水質汚染、土壌汚染、騒音、震動、地盤沈下、悪臭」 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
３年間 

（所得税）令和５年 12 月 31 日⇒令和８年 12 月 31 日 

（法人税）令和５年 ３月 31 日⇒令和８年 ３月 31 日 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 

既成市街地や近郊整備地帯等の政策区域を有する都府県におけ

る典型７公害の公害苦情件数について、令和７年度において

24,000 件まで低減することとする。 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
表のとおり、既成市街地や近郊整備地帯等の政策区域を有する

都府県における典型７公害の公害苦情件数について、平成 22 年

以降、平均 407 件/年のペースで低減してきているところ。令和

２年度には新型感染症の影響により、在宅勤務等が増加したこ

となどから、件数の増加が見られるが、本特例措置を活用し、

工場等の移転をさらに促進することで、国土形成計画や首都圏

整備計画の期間中（令和７年度まで）の目標達成が可能と考え

ている。 
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表 公害苦情件数（件）の推移 

年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

既成市街地等

の政策区域を

有する都府県

における公害

苦情件数 

30,365 29,958 29,551 29,144 28,737 28,330 

H28 H29 H30 R1 R2  

27,923 27,516 27,109 26,702 33,169  

 
出典：公害苦情調査結果報告書 

（総務省公害等調整委員会事務局） 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
令和３年度 57 件（所得税 15 件、法人税 42 件） 

令和４年度 59 件（所得税 16 件、法人税 43 件） 

令和５年度 59 件（所得税 16 件、法人税 43 件） 

令和６年度 59 件（所得税 16 件、法人税 43 件） 

令和７年度 59 件（所得税 16 件、法人税 43 件） 

※直近２年間の適用件数を平均して算出 

 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
本特例措置は民間事業者に対し、既成市街地等における過度な

集中により外部不経済をもたらす工場等を移転する際の税制上

のインセンティブを提供することで、効率的かつ持続可能な都

市圏構造への円滑な再編へ寄与すると考えられる。 

 

相 

当 

性 
当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

 
 
 
― 
 
 
 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
 
 
― 
 
 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
 
 
― 
 
 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 
事業用資産の買換えについては、その税負担が重要な判断要素

の一つとなっており、要件に該当する資産の買換えによる設備

投資等を確実に支援するためには、税制上の特例措置により対

応することが相当である。 
 

02-3



こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
（所得税） 

(単位：(適用件数)件、(適用額、減収額)百万円) 

年度 適用件数 適用額 減収額 

平成 30 年度 19 

(63) 

416 

(6,262) 

62 

(939) 

令和 元年度 14 

(60) 

225 

(5,964) 

34 

(895) 

令和 ２年度 16 

(63) 

455 

(6,262) 

68 

(939) 

 

（法人税） 

(単位：(適用件数)件、(適用額、減収額)百万円) 

年度 適用件数 適用額 減収額 

平成 30 年度 53 

(72) 

10,061 

(7,157) 

2,334 

(1,660) 

令和 元年度 40 

(63) 

5,563 

(6,262) 

1,291 

(1,453) 

令和 ２年度 44 

(66) 

10,836 

(6,560) 

2,514 

(1,522) 

※「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」、対

象自治体の「証明書発行件数」及び「経済センサス-活動調

査」をもとに算出。 

（前回要望との乖離の理由） 

○適用件数 

 見込み件数は、前回要望時の「証明書発行件数」と法人税の

適用実態調査結果を基に推計しているが、「証明書発行件数」

と活用実績に乖離があったことに起因している。 

 また、所得税については、今回要望にあたって適用件数の算

出方法を実態に即したものへと大幅に見直したため、前回要望

時と大きな乖離が生じている。 

○減収額 

 前回要望時において、適用額の単価推計に用いた実績単価が

低めの数値であったことに起因している。 

今回要望にあたっては、単価推計の方法を見直して算出。 

また、所得税については、今回要望にあたって単価推計の方

法を実態に即したものへと大幅に見直したため、前回要望時と

大きな乖離が生じている。 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

【法人税】 

① 根拠条文：第 65 条の７ 

② 適用件数 

平成 30 年度：53 件 

令和 元年度：40 件 

令和 ２年度：44 件 

③  適用総額 

平成 30 年度：10,061 百万円 

令和 元年度： 5,563 百万円 

令和 ２年度：10,836 百万円 
※法人税のみ 
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租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
課税の繰延べ措置を講ずることにより、資産の買換えに伴う税

負担が軽減され、効果的に資産の買換えによる設備投資等が行

われることが期待されるため、施策実現に向けて有効な手段で

ある。 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
前回要望時の本特例措置の政策目標は、市街化区域内等の公害

発生密度としており、東京特別区、大阪市、名古屋市における

公害発生密度の平均値を、令和７年度までに、現行の三大都市

圏制度が措置された平成 18 年度の近郊整備地帯等を有する都府

県の平均値（4.0 件/年・km2）まで低減することとしていた。 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
東京特別区、大阪市、名古屋市における公害発生密度は、令和

２年時点では 7.5 件/年・km2となっている。 

これは、目標年度まで一定の漸減率と仮定した場合の数値より

高く、新型感染症の影響に伴い、在宅勤務等が増加したことで

公害苦情件数が増加したことが要因と考えられる。 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
昭和44年度 創設 

昭和50年度 ５年延長 

昭和55年度 ５年延長 

昭和60年度 ５年延長 

平成２年度 １年延長 

平成３年度 ５年延長（条件変更） 

平成６年度 条件変更 

平成７年度 条件変更 

平成８年度 ５年延長 

平成10年度 条件変更 

平成13年度 ５年延長（条件変更） 

平成18年度 ５年延長 

平成23年度 ３年延長（条件変更） 

平成26年度 ３年延長 

（条件変更：４号廃止、５号を縮減し１号に統合） 

平成29年度 ３年延長（条件変更） 

令和２年度 ３年延長（条件変更） 
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令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省 国土政策局 広域地方政策課） 

項 目 名 
関西文化学術研究都市建設促進法に基づいて整備される文化学術研究
施設に係る特別償却制度の延長 

税 目 法人税 

要

望

の

内

容 

 
【制度の概要及び要望の内容】 

関西文化学術研究都市建設促進法(昭和 62 年法律第 72 号。以下「促進法」と

いう。)に基づいて整備される文化学術研究施設のうち研究所用施設に係る建物

及び附属設備並びに機械及び装置で一定の規模以上の償却資産については、普

通償却に加え、初年度の特別償却を認めているところであるが、この特別償却

制度に係る現行措置について、適用期限を２年間（令和７年３月 31 日まで）延

長する。 
 
・建物及び附属設備 取得価額 3.5 億円以上 ６/100 

・機械及び装置   取得価額 400 万円以上 12/100 

※対象資産を新設又は増設したものに限定 
 
【関係条文】 

・促進法     第 10 条 

・租税特別措置法 第 44 条 

・同法施行令   第 28 条の４ 
 

 

 平年度の減収見込額 －   百万円 

(制度自体の減収額) ( ▲５ 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (  ― 百万円) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 
関西文化学術研究都市（以下「学研都市」という。）の建設は、促進法に基

づき、文化学術及び研究の拠点となる都市づくりを目指すものであり、我が国

及び世界の文化等の発展並びに国民経済の発達に資することを目的としてい

る。 

また、平成 28 年３月には、国（国土交通省、内閣府、総務省、文部科学省、

経済産業省）、地元地方公共団体、大学、立地企業、経済団体等の参画によ

り、今後おおむね 10 年の都市の方向性を示した『新たな都市創造プラン』を策

定し、「世界の知と産業を牽引する都市」「持続的にイノベーションを生み出

す都市」「科学・生活・文化・自然環境が融合する持続可能都市」を目指す都

市の姿とし、多様な主体がプラン実現に取り組んできた。令和３年６月には、

前半５年間の取組を踏まえ、本プランを改訂し、世界トップレベルの研究開発

型オープンイノベーション拠点を目指して取り組んでいるところである。 

本特例措置は、研究施設を新設又は増設する企業に立地のインセンティブを

与えることによって、研究施設の集積を誘導し、研究機関相互の交流や共同研

究等を推進し、我が国のみならず世界を代表する文化・学術・研究の拠点を形

成し、新産業の創出等国民経済の活性化を図ることを目的とする。 

 

⑵ 施策の必要性 

促進法第 10 条において、学研都市の建設に必要な税制上の措置を講ずるもの

と規定されている。また、促進法に基づく基本方針では「高度な文化拠点とし

ての機能、新たな文化・学術・研究の推進、及び新たな産業の創出を牽引する

機能の整備を図る」など、今後も学研都市の建設を促進していくこととされて

おり、さらに都市建設に当たっては、学術・産業・行政及び市民がそれぞれの

役割を果たしながら、かつ連携を強化して建設を進めることとされており、文

化学術研究施設等の整備、誘導は国の果たすべき役割の一つである。 

平成 27 年８月に閣議決定された第二次国土形成計画（全国計画）では、人口

減少や国際競争が厳しさを増す中で、我が国の成長力を高めていくためには、

持続的なイノベーション創出のための取組を推進することが必要であるとされ

ており、学研都市について、我が国全体の発展のために活用することとされて

いる。さらに、筑波研究学園都市とともにリニア中央新幹線の整備による知的

対流（ナレッジ・リンク）、スーパー・メガリージョンの形成による高度な価

値創造及び集積する大学、研究機関等の重要な知的・人的資源の活用等、学研

都市が果たす役割について明記されているところである。第二次国土形成計画

（全国計画）を受けて平成 28 年３月に策定された関西広域地方計画において

も、「イノベーションを支える知の拠点」、「高度な知的人材集積」の拠点と

して事業を推進していくこととしているように、我が国の発展にとって重要な

位置づけがされている。 

また「第６期科学技術・イノベーション基本計画」（令和３年３月 閣議決

定）においては、企業、大学、公的研究機関などの多様な主体による連携・共

創の舞台となるオープンイノベーションの拠点として学研都市が明記されるな

ど、今後とも整備の促進が求められているところである。 

国家プロジェクトである学研都市の「文化学術研究施設」は、本都市の文

化・学術・研究機能の中心的な役割を担う施設であり、その集積により、大学

や他研究機関との共同研究・交流や産学官連携、シーズとニーズの融合がなさ

れ、研究開発の進展、研究成果を活かした新技術の創造と新事業の創出、地域

及び我が国経済の活性化といった効果が得られることから、高い公益性が認め

られ、地方による支援のみならず国としてその集積整備を引き続き推進してい

く必要がある。 
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今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

促進法第 10 条（税制上の措置） 

政策目標７  都市再生・地域再生の推進 

施策目標 25 都市再生・地域再生を推進する 
参考指標 124 関西文化学術研究都市における立地施設数 

政 策 の 

達成目標 

本都市にふさわしい文化学術研究施設の立地を促進し集積度

を高め学研都市としての総合的な集積メリットが発揮されるこ

とによって我が国のみならず世界を代表する文化・学術・研究

の拠点を形成し、新産業創出等国民経済の活性化に寄与するこ

とを目標とする。 

政策評価における参考指標として、拠点形成、集積メリット

の発揮のためには一定の施設が必要なことから、施設立地数を

目標（令和７年度末で 165 施設※）としている。 

なお、最終的には学研都市の集積メリットを発揮するため、

施設整備率を都市全体でおおむね 60％以上とすることを目標と

する。 
※令和４年度までの政策評価チェックアップ指標では 171 施設となってい

たところ、令和５年度政策評価チェックアップ指標設定に当たって 165

施設へと改定 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
２年間（令和５年４月１日～令和７年３月 31 日） 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
令和６年度までの目標については施設立地目標を 162 施設と

することを目標とする。 
 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
文化・学術・研究の拠点形成に向けて着実に整備が進んでお

り、令和４年４月時点で 152 の研究所用施設等が立地してい

る。 

 施設整備率については、令和４年４月時点で都市全体で

54.1％となっている。 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
適用が見込まれる企業は、令和５年度に４社、令和６年度に

２社ある。 
 
 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 

本特例措置により、税収は減少するものの、地域の雇用創出

などの経済効果が見込まれることに加え、研究所用施設の集積

による共同研究の実施等により研究開発の進展、研究成果を活

かした新技術の創造と新事業の創出・育成等の効果が期待され

る。 
 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の措置 

 
促進法第 11 条（地方税の不均一課税に伴う措置） 
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予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
― 
 
 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
― 
 
 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 
本特例により立地を促進している「文化学術研究施設」は、

国家プロジェクトである本都市の文化・学術・研究機能の中心

的な役割を担う施設である。その集積により、研究開発の進

展、新技術の創造と新事業の創出、地域及び我が国経済の活性

化といった高い公益性を持つ効果が得られるものであり、国と

して集積・整備を推進する必要がある。 

しかしながら、研究施設は、一般的に収益性が低く、初期投

資も大きくなるため、集積・整備の推進には初期負担を軽減す

るインセンティブが必要である。本特例措置は、特別償却によ

り初期負担の軽減が図られることから、立地誘導する上で有効

に機能しており手段として的確である。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
過去の適用実績 

 適用件数 

（件） 

適用額 

（百万円） 

減収額 

（百万円） 

平成 30 年度 ２(２)件 39.6(39.6) 9.2(9.1) 

令和元年度 ２(１)件 53.6(18.5) 12.4(4.3) 

令和 2年度 １(10)件 20.1(253.4) 4.7(58.8) 
出典：適用件数及び適用額は「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する

報告書」（財務省）より記載、減収額は適用額×法人税率（0.232）に
より算出。 

※前回要望時の適用件数及び減収額は（）内のとおり。 
 
前回の推計値と乖離している原因は、立地後、税制の対象とな

る研究部分の投資額を精査した結果、本特例措置の取得価額要

件を満たさなかったものがあること等が考えられる。 
 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
① 租税特別措置法の条項： 

第 44 条 

②適用件数： 

 平成 30 年度：２件 

 令和元年度：２件 

 令和２年度：１件 

③適用額： 

 平成 30 年度：39.6 百万円 

 令和元年度：53.6 百万円 

 令和２年度：20.1 百万円 
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租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

本特例措置は初期負担の軽減が図られることから、高額な研

究開発設備等の設置が必要とされる研究施設の立地に当たって

は、事業者の投資促進という面で極めて有効に機能している。 

本特例措置を活用した企業（活用見込み含む）に対するアンケ

ート結果では、「初期投資が大きいので会社運営は非常に助か

った」といった意見もあり、企業の立地判断の一つとして活用

されている。また、本特例措置を活用した企業はこれまでに 44

社あり、立地誘導に相当の効果があると評価でき、達成目標の

実現に寄与しているといえる。 

前回要望時 

の達成目標 

 
本都市にふさわしい文化学術研究施設の立地を促進し集積度

を高め学研都市としての総合的な集積メリットが発揮されるこ

とによって我が国のみならず世界を代表する文化・学術・研究

の拠点を形成し、新産業創出等国民経済の活性化に寄与するこ

とを目標とする。 

政策評価における業績指標として、拠点形成、集積メリット

の発揮のためには一定の施設が必要なことから、施設立地数を

目標（令和４年度末で 165 施設）としている。 

なお、最終的には学研都市の集積メリットを発揮するため、

施設整備率を都市全体でおおむね 60％以上とすることを目標と

する。 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
令和４年４月１日時点の立地施設数は 152 施設である。これ

は立地予定施設の立地時期が延期になったこと、閉鎖された施

設があったこと等によるものである。また、施設整備率は

54.1％で前回要望時の数値より下回っているが、これは令和４

年４月の京都府域の建設計画の変更において一部地区の区域が

変更されたことによるものである。 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 

・昭和 62 年度：創設 

・平成元～25 年度：2年間延長、特別償却率の縮減等 

・平成 27 年度：延長(対象資産を新設又は増設したものに限定) 

・平成 29 年度：延長（取得価額要件の引上げ） 

・平成 31(令和元)年度：延長（取得価額要件の引上げ） 

・令和３年度：延長（取得価額要件の引上げ） 

 

 

03-5



令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省不動産・建設経済局不動産市場整備課） 

項 目 名 
低未利用地の適切な利用・管理を促進するための特例措置の拡充及び
延長 

税 目 所得税 

要

望

の

内

容 

 
 個人が、譲渡価額が 500 万円以下であって、都市計画区域内にある一定の低
未利用地（※）を譲渡した場合に、長期譲渡所得から 100 万円を控除する特例
措置を３年間（令和７年 12 月 31 日まで）延長する。また、譲渡価額の要件に
つき、上限を 800 万円に引上げる。 
 
（※）譲渡前に低未利用であること及び譲渡後に買主により利用されているこ

とについて市区町村が確認したものに限る。 
 
【関係条文】 
租税特別措置法第 35 条の３ 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 平年度の減収見込額   ▲329 百万円 

(制度自体の減収額) (   - 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (   - 百万円) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

 低未利用地について、当該土地に新たな価値を見出す者による土地の適切な
利用・管理を確保することで、土地の有効活用を通じた投資の促進、地域活性
化を実現するとともに、更なる所有者不明土地の発生を予防する。 

 

⑵ 施策の必要性 

 平成 30 年の土地基本調査によれば、平成 15 年からの 15 年間で世帯が保有す
る空き地等の面積は約 1.7 倍に増加するなど、地方部を中心に低未利用地の面
積は近年急激な増加傾向にあり、人口減少及び世帯数の減少に伴い、今後もよ
り一層増加することが懸念される。 

こうした低未利用地が増加し、所有者による利用・管理が期待できない土地
は、適切な利用・管理がなされないことで、治安、衛生、景観等の悪化により
地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼすだけでなく、地域活力の低下、周辺
地価の下落誘発等、経済面でも負の影響を及ぼすこととなる。また、こうした
土地は、今後の高齢化の進展に伴い将来的に所有者不明土地となる可能性が高
い。このため、低未利用地の利活用の促進、低未利用地の将来的な増加の抑制
を図ることが喫緊の課題となっている。 

「経済財政運営と改革の基本方針 2022」（令和４年６月７日閣議決定）にお
いても、「空き家等の利活用や基本方針等に基づく所有者不明土地等対策を進
める。」とされているところ。 

低未利用地の適切な利用・管理のためには、土地利用ニーズをもつ新しい主
体に土地が譲り渡されることにより、新たな所有者による適切な利用・管理を
図ることが重要であり、土地利用ニーズが低下している場合においては、手放
したいニーズと利用したいニーズのマッチングを行うことの重要性が増してい
く。しかし、このように土地利用ニーズが低下している場合に、より買主を見
つけやすくするために、売主は売却希望価格を下げていくこととなり、その結
果、売却のための測量費や解体費等の負担が相対的に重くなる一方で、譲渡者
の手元に残る金額は少額となることから、売却するインセンティブが少なくな
り、利活用していない土地を売却せずに所有し続けることとなってしまう。 

今後、高齢化の進展に伴い所有者自身が土地を利用・管理する意向のない土
地が増加し、所有者不明土地が発生しやすい状況となることが予想される中
で、このような土地の所有者が、当該土地を適切に利用・管理を行う意欲のあ
る者に譲渡することへのインセンティブを付与し、適切な土地の利用・管理を
確保し、土地の有効利用を通じた投資の促進、地域活性化を図るとともに、所
有者不明土地の更なる発生を予防することが必要である。 

また、今後、人口減少や世帯数減少等の影響によりさらに多くの低未利用地
が発生する可能性があることから、譲渡価額要件の上限の引上げによって、譲
渡価額 800 万円までの低未利用地を市場で流通させることにより、更なる低未
利用地の適正な利用・管理を図っていく必要がある。 
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今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 
 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

政策目標１ 少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及
び向上の促進 

施策目標１ 居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良質な
住宅ストックの形成を図る 

 
政策目標９ 市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益 

の保護 
施策目標 31 不動産市場の整備や適正な土地利用のための条件 

整備を推進する 

政 策 の 

達成目標 

・法人及び世帯が所有する宅地などに係る低・未利用地（空き
地等）の面積（平成 30 年：18.9 万 ha→令和５年：20.6 万
ha、令和 10 年：22.3 万 ha） 

・土地取引件数（平成 27 年：129 万件→令和７年：139 万件） 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
 
３年間（令和５年１月１日～令和７年 12 月 31 日） 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

・法人及び世帯が所有する宅地などに係る低・未利用地（空き
地等）の面積（平成 30 年：18.9 万 ha→令和５年：20.6 万
ha、令和７年：21.3 万 ha） 

・土地取引件数（平成 27 年：129 万件→令和７年：139 万件 

政策目標の

達 成 状 況 

・低未利用地の面積は、５年に１度の統計を元に目標を定めて
いるため、平成 30 年（18.9 万 ha）の数値が最新のデータと
なるが、本特例措置をはじめとした各種施策の効果により、
個人売主による都市計画区域内の 500 万円以下の土地取引件
数は、本特例措置の施行前１年半（56,298 件）と比べて施行
後１年半（61,190 件）の方が増加しており、また、本特例措
置により約 130ha の低未利用地が新たな活用主体に譲渡され
た。 

・売買による土地取引件数は、いわゆるリーマンショックを景
気とする平成 20 年後半以来の景気後退の影響により、114 万
件（平成 23 年）まで落ち込んだところ、本特例措置をはじめ
とした各種施策の効果により、下げ止まりが見られ、令和３
年には 133 万件となっている。 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
令和５年：4,764 件 
令和６年：4,764 件 
令和７年：4,764 件 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

低未利用地の適切な利用・管理の確保のためには、土地譲渡
益に係る税負担を軽減することにより、当該土地の所有者が、
当該土地に新たな価値を見出す者へ土地を譲渡するインセンテ
ィブを与えることが効果的である。 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の措置 

 
 
-    

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
 
- 
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上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
 
- 
 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

  
低未利用地の適切な利用・管理の確保、有効活用の促進とい

う目的を、重点的・効果的に実現するため、対象となる土地の
限定（更地等）、対象取引の限定（取引額の上限設定）を行う
ことで、政策目的に沿った必要最小限の措置となっている。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
令和２年度（7 月～12 月の 6 か月間） 
 確認書交付件数 2,605 件（6,605 件） 
 減収額     4.7 億円（9.9 億円） 
令和３年度 
 確認書交付件数 2,545 件（6,605 件） 
 減収額     4.6 億円（9.9 億） 
 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
 
- 
 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
低未利用地の適切な利用・管理の確保のためには、土地譲渡

益に係る税負担を軽減することにより、当該土地の所有者が、
当該土地に新たな価値を見出す者へ土地を譲渡するインセンテ
ィブを与えることが効果的である。 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
・法人及び世帯が所有する宅地などに係る低・未利用地（空き
地等）の面積（平成 25 年：15.5 万 ha→13.1 万 ha） 

・土地取引件数（平成 27 年：129 万件→令和７年：139 万件） 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
・低未利用地の面積は、５年に１度の統計を元に目標を定めて
いるため、平成 30 年（18.9 万 ha）の数値が最新のデータと
なるが、本特例措置をはじめとした各種施策の効果により、
個人売主による都市計画区域内の 500 万円以下の土地取引件
数は、本特例の施行前１年半（56,298 件）と比べて施行後１
年半（61,190 件）の方が増加しており、また、本特例により
約 130ha の低未利用地が新たな活用主体に譲渡された。 

・売買による土地取引件数は、いわゆるリーマンショックを景
気とする平成 20 年後半以来の景気後退の影響により、114 万
件（平成 23 年）まで落ち込んだところ、本特例措置をはじめ
とした各種施策の効果により、下げ止まりが見られ、令和３
年には 133 万件となっている。 

 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
 
令和２年度 創設 
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令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省不動産・建設経済局不動産市場整備課） 

項 目 名 土地等の譲渡益に対する追加課税制度（重課）の停止期限の延長 

税 目 所得税、法人税 

要

望

の

内

容 

個人が、 棚卸資産である土地等又は雑所得の基因となる土地等を譲渡した場
合において、所有期間５年以下の土地等の譲渡による事業所得又は雑所得につ
いては、他の所得と分離して、重課（税率は住民税を含め 52/100 等）される本
制度（令和５年３月 31 日まで課税停止中）を３年間（令和８年３月 31 日ま
で）課税停止する。 
【関係条文】 
 租税特別措置法第 28 条の４ 
 
法人の土地譲渡益に対して、通常の法人税のほか、追加課税として特別税率

（長期所有（５年超）５/100、短期所有（５年以下）10/100）が課される重課
制度（令和５年３月 31 日まで課税停止中）を３年間（令和８年３年 31 日ま
で）課税停止する。 
【関係条文】 
 租税特別措置法第 62 条の３、第 63 条 
 
 
 
 
 
 

 

 平年度の減収見込額  -   百万円 

(制度自体の減収額) (   - 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) 
(   -  百万

円) 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

⑴ 政策目的 

 土地取引の活性化を通じた土地の有効利用の促進 

 

⑵ 施策の必要性 

本重課措置は、地価の高騰を背景として、昭和 48 年に法人等による土地投機
の抑制を図る目的で創設されたものである。 

我が国における地価は、バブル崩壊以降ほぼ一貫して長期的な下落傾向にあ
り、いわゆる土地神話崩壊後、土地の資産としての有利性は縮小しているとこ
ろ、バブル崩壊以前と異なり収益性・利便性を重視した実需中心の土地取引が
定着し、投機的土地取引は起こりにくい状況になっている。また、平成９年２
月 10 日に閣議決定された「新総合土地政策推進要綱」においては、土地政策の
目標を、地価の抑制から土地の有効利用へと転換する方針が示された。このよ
うな背景の中、土地税制については、平成 10 年度より、地価税や重課制度など
の停止措置が講じられ、土地取引の活性化・有効利用を目的とする措置が講じ
られてきたところである。 

しかしながら、重課停止措置を講じた当時と比較しても、現下の土地を取り
巻く経済情勢は必ずしも良くなく、重課停止措置を解除すれば、企業等の保有
する土地を市場に供給することに対してのディスインセンティブとして働き、
不動産市場への影響は甚大である。また、「経済財政運営と改革の基本方針
2022」（令和４年６月７日閣議決定）においては、「コロナ禍からの経済社会
活動の回復を確かなもの」とし、「新陳代謝と多様性に満ちた裾野の広い経済
成長（略）を実現する」と掲げられており、重課停止措置を継続することは今
日的にも政府の方針に沿うものであるといえる。 

このため、本重課措置の目的である土地投機の抑制という観点、及び、土地
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取引の活性化・有効利用を促進する観点から、現在、重課措置を復活させる合
理的な理由はなく、停止措置を延長する必要がある。 

 

 

 

今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 
性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

政策目標９ 市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益 
の保護 

施策目標 31 不動産市場の整備や適正な土地利用のための条件 
整備を推進する 

政 策 の 

達成目標 

 
土地取引を活性化させ、土地を有効利用しようとする者への

移転を促進する。 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
 
３年間（令和５年４月１日～令和８年３月 31 日） 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
土地取引を活性化させ、土地を有効利用しようとする者への移
転を促進する。 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
 
重課が措置されていない現在、土地等の譲渡益に対して追加

分離課税されることがないため、重課が企業等の保有する土地
を市場に供給することに対するディスインセンティブとして働
いていない。 
 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
 
- 
 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

重課は、企業等の保有する土地を市場に供給することに対し
てのディスインセンティブとして働くこととなるところ、課税
停止措置により、土地取引の活性化・有効利用の促進につなが
る。 
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相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の措置 

 
 
土地等の譲渡益に対する追加課税制度（重課）の課税停止措置 
（個人住民税・法人住民税） 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
 
- 
 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
 
- 
 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

土地の有利性が縮小し、土地の投機的取引が起こりにくい状
況にある現在、土地取引の活性化・有効利用の促進のため、企
業等の保有する土地を市場に供給することに対してのディスイ
ンセンティブとして働く本特例措置の停止期限を延長すること
は、必要最低限の措置である。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

＜参考：土地の売買による所有権の移転件数＞ 
平成 23 年度 114 万件 
平成 24 年度 120 万件 
平成 25 年度 128 万件 
平成 26 年度 126 万件 
平成 27 年度 129 万件 
平成 28 年度 129 万件 
平成 29 年度 132 万件 
平成 30 年度 131 万件 

 令和元年度  131 万件 
 令和２年度  128 万件 
 令和３年度  133 万件 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
 
- 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
重課は、企業等の保有する土地を市場に供給することに対して
のディスインセンティブとして働くこととなるところ、課税停
止措置により土地取引の活性化・有効利用の促進につながって
いる。 

前回要望時 

の達成目標 

 
土地取引を活性化させ、土地を有効利用しようとする者への

移転を促進する。 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

地価については、三大都市圏では、平成 17～20 年頃にかけて
回復傾向が見られたが、平成 21 年以降再び下落傾向が続き、地
方圏では長期的に下落傾向が続いていた。直近の地価公示にお
いては、新型コロナウイルス感染症の影響をうけつつも、全国
的に緩やかな回復傾向が見られている。 
また、売買による土地取引件数は、平成 20 年秋のリーマンシ

ョック後に大幅に減少したものの、その後徐々に持ち直しつつ
あり、課税停止措置以前の下落傾向が緩和された状態で推移し
ている。 
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このことから、重課制度の停止期限の延長は地価の上昇、土
地取引の増加に一定の効果を示していると考えられる。 

これまでの 

要 望 経 緯 

平成 10 年度 課税停止 
平成 16 年度 延長 
平成 21 年度 延長 
平成 26 年度 延長 
平成 29 年度 延長 
令和２年度  延長 
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令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省 都市局 まちづくり推進課） 

項 目 名 都市再生緊急整備地域に係る課税の特例措置の拡充及び延長 

税 目 所得税、法人税 

要

望

の

内

容 

 

【制度の概要】 

都市再生特別措置法に基づき、都市再生緊急整備地域において国土交通大臣

の認定を受けた民間都市再生事業計画に係る以下の特例措置を講じる。 

 

○所得税・法人税の割増償却 

（認定事業により整備される建築物について、２割５分増償却（５年間）） 

○本特例措置の適用期限：令和５年３月 31 日 

 

【適用要件】 

・令和５年３月 31 日までに取得し、供用すること 

・地上階数 10 以上又は延べ面積 75,000 ㎡以上の耐火建築物が整備され、

かつ、１）、２）のいずれかに該当 

１）事業区域内において整備される公共施設用地面積が 30%以上 

２）居住者等利便施設整備費が 10 億円以上 

 

【要望の内容】 

○事業区域面積要件を原則１ha から 0.5ha へ緩和する。 

○上記の特例措置の適用期限を令和７年３月 31 日まで２年間延長する。 

 

【関係条文】 

 所得税 ：租税特別措置法第 14 条 

租税特別措置法施行令第７条 

租税特別措置法施行規則第６条 

 法人税 ：租税特別措置法第 47 条 

租税特別措置法施行令第 29 条の５ 

租税特別措置法施行規則第 20 条の 21 

 

 

 平年度の減収見込額  ▲39 百万円 

(制度自体の減収額) 
(▲990 百万円の内
数) 

(改 正 増 減 収 額) (     ― 百万円) 

06-1



新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 
我が国の活力の源泉である都市について、都市機能の高度化及び居住環境の

向上（＝都市再生）による都市の更なる魅力の向上を図る。また、新たな資本

主義やデジタル田園都市国家構想等の実現のため、地方都市のイノベーション

力強化と、それを支える大都市の国際競争力強化に資する都市再生を推進す

る。 

 

⑵ 施策の必要性 
都市再生については、その拠点となる都市再生緊急整備地域において、民間

の資金、ノウハウ等を集中的に振り向けることを国家戦略として取り組んで  

きているところである。 

我が国においては、人口減少・少子高齢化、経済の低迷等の課題が引き続き

山積する中、必要とされる居住環境、商業機能、産業機能、文化的機能、防災

機能等の諸機能をレベルアップするとともに、住環境や市街地の環境等生活の

場としての都市の環境全般を向上させる都市再生の取り組みが引き続き必要で

ある。 

直近では、「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画フォローアッ

プ」において、地方都市のイノベーション力の強化や大都市の国際競争力強化

に向け、デジタル技術等を活用する優良な民間都市開発事業への支援等を通じ

た都市再生を進めることとしており、「経済財政運営と改革の基本方針 2022」

では、建築・都市の DX 等を活用しつつ、都市再生を促進していくことが盛り込

まれている。また、「デジタル田園都市国家構想基本方針」においても、民間

投資の喚起や都市再生の質の向上に向け、都市再生緊急整備地域における都市

計画等の特例や優良な民間都市開発への金融・税制等による支援等を行うこと

としている。(いずれの政府方針も令和４年６月７日閣議決定。) 

 引き続き、我が国の活力の源泉である都市について、都市再生により都市の

更なる魅力の向上・地域経済の活性化を図り、新たな時代の潮流や都市の課題

に対応するため、認定事業者を対象とした税制上の特例措置や民間都市開発推

進機構による金融支援を戦略的・重点的に講ずることにより、引き続き優良な

民間都市開発事業を促進すべく、本特例措置の適用期限を延長する必要があ

る。 

特に地方都市においてイノベーションや新たな産業の創出に資するまちづく

りや、個性的で魅力的なまちづくりを促進すべきところ、地方都市の実情とし

て人口・経済規模等の要因により、大都市と比較して床需要が少なく、ポテン

シャルにあった事業規模への支援が強く求められている。そのため、事業区域

面積要件を現行の原則１ha から 0.5ha へ緩和する必要がある。 

なお、民間都市再生事業計画は、令和４年８月末現在 151 計画が認定され、

都市再生に向けた民間都市開発事業の促進が着実に図られているところであ

る。 
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今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 
政策目標 ７ 都市再生・地域再生の推進 
施策目標 25 都市再生・地域再生を推進する 

政 策 の 

達成目標 

 

①民間都市再生事業が実施された都市再生緊急整備地域（特定

都市再生緊急整備地域を含む。以下本項において同じ。）の

地価上昇率が、その都市再生緊急整備地域の存する市区町村

の地価上昇率を上回っている割合 

・令和７年時点（2025 年時点） 

 目標値：80％以上 

 （※地価上昇率は 2020 年を基準値として計測） 

 

②都市再生緊急整備地域における都市開発事業の建設投資累計

額 

・令和２年度～令和 12 年度（2020～2030 年度） 

   目標値：７兆円～10 兆円 

（※中間目標値：3.5 兆円～５兆円 令和６年度まで） 

 

③都市再生緊急整備地域内の都市開発事業が行われた区域面積

割合 

・令和２年度～令和 12 年度（2020～2030 年度） 

目標値：16.5％～19.5％（初期値 9.1％※平成 30 年度） 

（※中間目標値：12.0％～12.5％ 令和６年度まで) 

 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
 
２年間（令和５年４月１日～令和７年３月 31 日） 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
・都市再生緊急整備地域(特定都市再生緊急整備地域を含む)に

おける都市開発事業の令和６年度までの建設投資累計額 

 目標値：3.5 兆円～５兆円 

 

・都市再生緊急整備地域（特定都市再生緊急整備地域を含む）

内の都市開発事業が行われた令和６年度までの区域面積割合 

目標値：12.0％～12.5％ 
 

政策目標の

達 成 状 況 

①民間都市再生事業が実施された都市再生緊急整備地域（特定

都市再生緊急整備地域を含む。以下本項において同じ。）の

地価上昇率が、その都市再生緊急整備地域の存する市区町村

の地価上昇率を上回っている割合 

→令和３年 12 月末時点で上回っている割合：80.8% 

※令和７年時点の目標値：80％以上 

 

②都市再生緊急整備地域における都市開発事業の建設投資累計

額 

→令和２年度～令和６年度の建設投資額：約 5.3 兆円（見込） 

※令和６年度までの中間目標値    ：3.5 兆円～５兆円  
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③都市再生緊急整備地域内の都市開発事業が行われた区域面積

割合 

→令和６年度までの区域面積割合：約 12.1%（見込） 

※令和６年度までの中間目標値  ：12.0%～12.5% 

 

各政策目標の達成に向けて、いずれも順調に進捗していると

ころだが、建設工事費の上昇等の影響を受けて、都市開発事業

の見通しは未だ不透明であり、目標達成に向け、引き続き支援

が必要である。 
 

有 
効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 

（適用件数） 

所得税 

令和５年度：１計画 

 令和６年度：１計画 

 

法人税 

令和５年度：２計画 

 令和６年度：２計画 

 

（適用事業者の範囲） 

 国土交通大臣の認定を受けた民間都市再生事業を施行する者 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 

本特例措置を戦略的・重点的に講ずることにより、優良な都

市開発事業が促進され、具体的な効果として、令和３年 12 月末

時点では、民間都市再生事業が実施された都市再生緊急整備地

域（特定都市再生緊急整備地域を含む。以下本項において同

じ。）の地価上昇率について、その都市再生緊急整備地域の存

する市区町村の地価上昇率を上回っている割合が 80.8%となって

おり、令和７年時点で 80％以上という目標に向けて順調に推移

している。 

また、都市再生緊急整備地域における都市開発事業の令和２

年度から令和６年度までの建設投資額についても、現時点では

約 5.3 兆円が見込まれ、令和６年度までの中間目標値（3.5～５

兆円）の達成に向けて順調に進捗しているところである。な

お、本特例措置により直接引き起こされる建設投資額は、上記

の建設投資額のうち、約 55％（約 2.9 兆円）を占めている。 
加えて、本特例措置により認定民間都市開発事業のみなら

ず、都市再生緊急整備地域内において民間都市開発を誘発し、
不動産活性化の呼び水とすることで、都市再生緊急整備地域内
において都市開発事業の行われた区域面積割合は、令和６年度
には、12.1％となる見込みであり、令和６年度までの中間目標
値（12.0％～12.5％）の達成に向けて順調に進捗している。な
お、本特例措置により直接引き起こされる認定事業の区域面積
割合は、上記の区域面積割合のうち、約 24％を占めている。 
※認定事業の建設投資額及び区域面積割合については、内閣

府「自治体に対する都市開発事業に係るアンケート調査」より
試算。 
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相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

 

国税 ：都市再生緊急整備地域に係る課税の特例措置 

    （登録免許税） 

地方税：都市再生緊急整備地域に係る課税の特例措置 
    （不動産取得税、固定資産税、都市計画税） 
 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
民間都市開発プロジェクトに対する金融支援 

（令和５年度予算概算要求額 

(政府保証債及び政府保証借入):45,000 百万円） 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 

金融支援は、民間金融機関からの調達が困難なミドルリスク

の部分を補充し、事業の立ち上げを支援するもの。 
 一方、本特例措置は、民間都市開発事業に必要な不動産取引
等に係るコストを低減することで当該事業の採算性を向上さ
せ、事業実施を決断するインセンティブを与えるものであり、
両者の役割分担は明確である。 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 

本特例措置は、民間投資を誘発し、優良な都市再生事業を推

進することを目的としている。民間事業者にとって、優良な都

市再生事業を実施するためには、毎年度の予算枠等により支援

範囲が左右される補助金よりも、要件を満たすことにより確実

に支援を受けることができる租税特別措置での支援の方が、よ

り確実にインセンティブとして機能するため、本特例措置を講

じることは妥当である。 

また、民間都市再生事業計画は、令和４年８月末現在で 151

計画が認定されており、民間都市再生事業の実施による成果が

着実に積み上がってきているところ、政策目標の達成のため

に、引き続き本特例措置を講じる必要がある。 
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こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
（適用件数） 
 所得税 
  令和元年度：０計画（０件） 
           (令和元年度要望時見込数：１計画) 

令和２年度 ：０計画（０件） 
      (令和元年度要望時見込数：２計画) 

令和３年度 ：０計画（０件） 
        (令和３年度要望時見込数：１計画) 

 法人税 
  令和元年度：１計画（１件） 

        (令和元年度要望時見込数：３計画) 
令和２年度 ：１計画（１件） 

          (令和元年度要望時見込数：４計画) 
令和３年度 ：１計画（１件） 

          (令和３年度要望時見込数：２計画) 
 
（減収額） 
 所得税 

令和元年度：０百万円 
       （令和元年度要望時見込数：86 百万円） 

  令和２年度 ：０百万円 
         （令和元年度要望時見込数：172 百万円） 

令和３年度 ：０百万円 
         （令和３年度要望時見込数：71 百万円） 
 
法人税 
令和元年度：90 百万円 
     （令和元年度要望時見込数：300 百万円） 
令和２年度 ：153 百万円 
     （令和元年度要望時見込数：399 百万円） 
令和３年度 ：153 百万円 

（令和３年度要望時見込数：165 百万円） 
※出典：国土交通省「認定民間都市再生事業計画における都市

再生促進税制の適用状況調査」（令和４年７月末時点） 
 
 
（過去要望時との乖離の理由） 
・減収額の算定に当たっては、過去の認定事業計画における平

均計画数及び平均建築物等取得価額を基に算出しているとこ

ろ、実際の適用実績との間で乖離が生じたため。 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 

① 条項：第 47 条、第 68 条の 35 

 

② 適用件数 

  平成 30 年度：13 件 

  令和元年度 ：11 件 

  令和２年度 ：９件 

 

③ 適用総額 

  平成 30 年度：2,631 百万円 

  令和元年度 ：5,482 百万円 

  令和２年度 ：3,742 百万円 

 

なお、本要望項目は上記の一部分である。 
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租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
民間都市再生事業計画は令和４年８月末現在 151 計画が認定さ
れており、本特例措置を戦略的・重点的に講ずることにより、
民間投資が誘発され、政策目標達成に向けた民間都市再生事業
の促進が着実に図られている。 

前回要望時 

の達成目標 

 

①都市再生緊急整備地域(特定都市再生緊急整備地域を含む)に 

おける都市開発事業の令和３年度から令和４年度までの建設

投資累計額 

 目標値：1.4 兆円～２兆円 

 

②都市再生緊急整備地域（特定都市再生緊急整備地域を含む）

内の都市開発事業が行われた令和４年度までの区域面積割合 

目標値：11.0％～11.4％ 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 

①都市再生緊急整備地域(特定都市再生緊急整備地域を含む)に 

おける都市開発事業の令和３年度から令和４年度までの建設

投資累計額 

→令和３年度～令和４年度の建設投資額：約 2.2 兆円（見込） 

※前回要望時の建設投資額の目標値    ：1.4 兆円～２兆円 

 

②都市再生緊急整備地域（特定都市再生緊急整備地域を含む）

内の都市開発事業が行われた令和４年度までの区域面積割合 

→令和４年度までの区域面積割合  ：約 11.1%（見込） 

※前回要望時の区域面積割合の目標値：11.0％～11.4％ 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 

平成15年度 創設 

平成17年度 適用期限の２年延長 

平成19年度 適用期限の２年延長 

平成21年度 適用期限の２年延長 

平成23年度 適用期限の２年延長 

平成25年度 適用期限の２年延長（割増償却５割→４割） 

平成27年度 適用期限の２年延長（割増償却４割→３割） 

平成29年度 適用期限の２年延長 

令和元年度 適用期限の２年延長（割増償却３割→2.5 割） 

令和３年度 適用期限の２年延長 
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令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省 都市局 まちづくり推進課） 

項 目 名 都市再生緊急整備地域に係る課税の特例措置の拡充及び延長 

税 目 登録免許税 

要

望

の

内

容 

 

【制度の概要】 

都市再生特別措置法に基づき、都市再生緊急整備地域において国土交通大臣

の認定を受けた民間都市再生事業計画に係る以下の特例措置を講じる。 

 

○登録免許税の軽減税率（本則建物 0.4％→0.35％） 

○本特例措置の適用期限：令和５年３月 31 日 

 

【適用要件】 

・令和５年３月 31 日までに認定を受けること 

 ※工事着手前に認定申請を行ったものに限る 

・認定後３年以内に建築すること 

・建築後１年以内に登記を受けること 

・地上階数 10 以上又は延べ面積 75,000 ㎡以上の耐火建築物が整備され、

かつ、１）、２）のいずれかに該当 

１）事業区域内において整備される公共施設用地面積が 30%以上 

２）居住者等利便施設整備費が 10 億円以上 

 

【要望の内容】 

○事業区域面積要件を原則１ha から 0.5ha へ緩和する。 

○上記の特例措置の適用期限を令和７年３月 31 日まで２年間延長する。 

 

【関係条文】 

登録免許税：租税特別措置法第 83 条 

租税特別措置法施行令第 43 条の２ 

租税特別措置法施行規則第 31 条の４ 

 

 

 平年度の減収見込額    ▲３ 百万円 

(制度自体の減収額) (      百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (      百万円) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 
我が国の活力の源泉である都市について、都市機能の高度化及び居住環境の

向上（＝都市再生）による都市の更なる魅力の向上を図る。 

また、新たな資本主義やデジタル田園都市国家構想等の実現のため、地方都

市のイノベーション力強化と、それを支える大都市の国際競争力強化に資する

都市再生を推進する。 

 

⑵ 施策の必要性 
都市再生については、その拠点となる都市再生緊急整備地域において、民間

の資金、ノウハウ等を集中的に振り向けることを国家戦略として取り組んで  

きているところである。 

我が国においては、人口減少・少子高齢化、経済の低迷等の課題が引き続き

山積する中、必要とされる居住環境、商業機能、産業機能、文化的機能、防災

機能等の諸機能をレベルアップするとともに、住環境や市街地の環境等生活の

場としての都市の環境全般を向上させる都市再生の取り組みが引き続き必要で

ある。 

直近では、「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画フォローアッ

プ」において、地方都市のイノベーション力の強化や大都市の国際競争力強化

に向け、デジタル技術等を活用する優良な民間都市開発事業への支援等を通じ

た都市再生を進めることとしており、「経済財政運営と改革の基本方針 2022」

では、建築・都市の DX 等を活用しつつ、都市再生を促進していくことが盛り込

まれている。また、「デジタル田園都市国家構想基本方針」においても、民間

投資の喚起や都市再生の質の向上に向け、都市再生緊急整備地域における都市

計画等の特例や優良な民間都市開発への金融・税制等による支援等を行うこと

としている。(いずれの政府方針も令和４年６月７日閣議決定。) 

 引き続き、我が国の活力の源泉である都市について、都市再生により都市の

更なる魅力の向上を図り、また、新たな時代の潮流や都市の課題に対応する 

ため、認定事業者を対象とした税制上の特例措置や民間都市開発推進機構に 

よる金融支援を戦略的・重点的に講ずることにより、引き続き優良な民間都市

開発事業を促進すべく、本特例措置の適用期限を延長する必要がある。 

 特に地方都市においてイノベーションや新たな産業の創出に資するまちづく

りや、個性的で魅力的なまちづくりを促進すべきところ、地方都市の実情とし

て人口・経済規模等の要因により、大都市と比較して床需要が少なく、ポテン

シャルにあった事業規模への支援が強く求められている。そのため、事業区域

面積要件を現行の原則１ha から 0.5ha へ緩和する必要がある。 

なお、民間都市再生事業計画は令和４年８月末現在 151 計画が認定され、都

市再生に向けた民間都市開発事業の促進が着実に図られているところである。 
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今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 
政策目標 ７ 都市再生・地域再生の推進 

施策目標 25 都市再生・地域再生を推進する 
 

政 策 の 

達成目標 

 

①民間都市再生事業が実施された都市再生緊急整備地域（特定

都市再生緊急整備地域を含む。以下本項において同じ。）の

地価上昇率が、その都市再生緊急整備地域の存する市区町村

の地価上昇率を上回っている割合 

・令和７年時点（2025 年時点） 

 目標値：80％以上 

 （※地価上昇率は 2020 年を基準値として計測） 

②都市再生緊急整備地域における都市開発事業の建設投資累計

額 

・令和２年度～令和 12 年度（2020～2030 年度） 

   目標値：７兆円～10 兆円 

（※中間目標値：3.5 兆円～５兆円 令和６年度まで） 

③都市再生緊急整備地域内の都市開発事業が行われた区域面積

割合 

・令和２年度～令和 12 年度（2020～2030 年度） 

目標値：16.5％～19.5％（初期値 9.1％※平成 30 年度） 
（※中間目標値：12.0％～12.5％ 令和６年度まで) 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
 
２年間（令和５年４月１日～令和７年３月 31 日） 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 

・都市再生緊急整備地域(特定都市再生緊急整備地域を含む)に

おける都市開発事業の令和６年度までの建設投資累計額 

 目標値：3.5 兆円～５兆円 

 

・都市再生緊急整備地域（特定都市再生緊急整備地域を含む）

内の都市開発事業が行われた令和６年度までの区域面積割合 

目標値：12.0％～12.5％ 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 

①民間都市再生事業が実施された都市再生緊急整備地域（特定

都市再生緊急整備地域を含む。以下本項において同じ。）の

地価上昇率が、その都市再生緊急整備地域の存する市区町村

の地価上昇率を上回っている割合 

→令和３年 12 月末時点で上回っている割合：80.8% 

※令和７年時点の目標値：80％以上 

 

②都市再生緊急整備地域における都市開発事業の建設投資累計

額 

→令和２年度～令和６年度の建設投資額：約 5.3 兆円（見込） 

※令和６年度までの中間目標値    ：3.5 兆円～５兆円  
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③都市再生緊急整備地域内の都市開発事業が行われた区域面積

割合 

→令和６年度までの区域面積割合：約 12.1%（見込） 

※令和６年度までの中間目標値  ：12.0%～12.5% 

 

各政策目標の達成に向けて、いずれも順調に進捗していると

ころだが、建設工事費の上昇等の影響を受けて、都市開発事業

の見通しは未だ不透明であり、目標達成に向け、引き続き支援

が必要である。 
 

有 

効 
性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 

（適用件数） 

令和５年度：１計画 

令和６年度：１計画 

（適用事業者の範囲） 

 国土交通大臣の認定を受けた民間都市再生事業を施行する者 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 

本特例措置を戦略的・重点的に講ずることにより、優良な都

市開発事業が促進され、具体的な効果として、令和３年 12 月末

時点では、民間都市再生事業が実施された都市再生緊急整備地

域（特定都市再生緊急整備地域を含む。以下本項において同

じ。）の地価上昇率について、その都市再生緊急整備地域の存

する市区町村の地価上昇率を上回っている割合が 80.8%となって

おり、令和７年時点で 80％以上という目標に向けて順調に推移

している。 

また、都市再生緊急整備地域における都市開発事業の令和２

年度から令和６年度までの建設投資額についても、現時点では

約 5.3 兆円が見込まれ、令和６年度までの中間目標値（3.5～５

兆円）の達成に向けて順調に進捗しているところである。な

お、本特例措置により直接引き起こされる建設投資額は、上記

の建設投資額のうち、約 55％（約 2.9 兆円）を占めている。 

加えて、本特例措置により認定民間都市開発事業のみなら

ず、都市再生緊急整備地域内において民間都市開発を誘発し、

不動産活性化の呼び水とすることで、都市再生緊急整備地域内

において都市開発事業の行われた区域面積割合は、令和６年度

には、12.1％となる見込みであり、令和６年度までの中間目標

値（12.0％～12.5％）の達成に向けて順調に進捗している。な

お、本特例措置により直接引き起こされる認定事業の区域面積

割合は、上記の区域面積割合のうち、約 24％を占めている。 

※認定事業の建設投資額及び区域面積割合については、内閣府

「自治体に対する都市開発事業に係るアンケート調査」より試

算。 
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相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

 

国税 ：都市再生緊急整備地域に係る課税の特例措置 

    （所得税、法人税） 

地方税：都市再生緊急整備地域に係る課税の特例措置 
    （不動産取得税、固定資産税、都市計画税） 
 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
民間都市開発プロジェクトに対する金融支援 
（令和５年度予算概算要求額 
(政府保証債及び政府保証借入): 45,000 百万円） 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 

金融支援は、民間金融機関からの調達が困難なミドルリスク

の部分を補充し、事業の立ち上げを支援するもの。 

 一方、本特例措置は、民間都市開発事業に必要な不動産取引

等に係るコストを低減することで当該事業の採算性を向上さ

せ、事業実施を決断するインセンティブを与えるものであり、

両者の役割分担は明確である。 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 

本特例措置は、民間投資を誘発し、優良な都市再生事業を推

進することを目的としている。民間事業者にとって、優良な都

市再生事業を実施するためには、毎年度の予算枠等により支援

範囲が左右される補助金よりも、要件を満たすことにより確実

に支援を受けることができる租税特別措置での支援の方が、よ

り確実にインセンティブとして機能するため、本特例措置を講

じることは妥当である。 

また、民間都市再生事業計画は、令和４年８月末現在で 151

計画が認定されており、民間都市再生事業の実施による成果が

着実に積み上がってきているところ、政策目標の達成のため

に、引き続き本特例措置を講じる必要がある。 
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こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

（適用件数） 

  令和元年度：１計画（１件） 

           (令和元年度要望時見込数：１計画) 

令和２年度：１計画（１件） 

      (令和元年度要望時見込数：２計画) 

令和３年度：２計画（４件） 

        (令和３年度要望時見込数：１計画) 

 

（減収額） 

令和元年度：２百万円 

       （令和元年度要望時見込数：６百万円） 

  令和２年度：１百万円 

         （令和元年度要望時見込数：６百万円） 

令和３年度：10 百万円 

         （令和３年度要望時見込数：６百万円） 

※出典：国土交通省「認定民間都市再生事業計画における都市再生促

進税制の適用状況調査」（令和４年７月末時点） 

 

（過去要望時との乖離の理由） 

・減収額の算定に当たっては、過去の認定事業計画における平

均計画数及び平均建築物等取得価額を基に算出しているとこ

ろ、実際の適用実績との間で乖離が生じたため。 
 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
 
－ 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
民間都市再生事業計画は令和４年８月末現在 151 計画が認定

されており、本特例措置を戦略的・重点的に講ずることによ
り、民間投資が誘発され、政策目標達成に向けた民間都市再生
事業の促進が着実に図られている。 
 

前回要望時 

の達成目標 

 

①都市再生緊急整備地域(特定都市再生緊急整備地域を含む)に 

おける都市開発事業の令和３年度から令和４年度までの建設

投資累計額 

 目標値：1.4 兆円～２兆円 

 

②都市再生緊急整備地域（特定都市再生緊急整備地域を含む）

内の都市開発事業が行われた令和４年度までの区域面積割合 

目標値：11.0％～11.4％ 
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前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
①都市再生緊急整備地域(特定都市再生緊急整備地域を含む)に 

おける都市開発事業の令和３年度から令和４年度までの建設

投資累計額 

→令和３年度～令和４年度の建設投資額：約 2.2 兆円（見込） 

※前回要望時の建設投資額の目標値    ：1.4 兆円～２兆円 
 
②都市再生緊急整備地域（特定都市再生緊急整備地域を含む）

内の都市開発事業が行われた令和４年度までの区域面積割合 

→令和４年度までの区域面積割合  ：約 11.1%（見込） 

※前回要望時の区域面積割合の目標値：11.0％～11.4％ 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 

平成 15 年度 創設 

平成 17 年度 適用期限の２年延長 

平成 19 年度 適用期限の２年延長 

平成 21 年度 適用期限の２年延長 

平成 23 年度 適用期限の２年延長 

平成 25 年度 適用期限の２年延長 

平成 27 年度 適用期限の２年延長(軽減税率 3/1000→3.5/1000) 

平成 29 年度 適用期限の２年延長 

令和元年度  適用期限の２年延長 

令和３年度  適用期限の２年延長 
 

 

07-7



令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省 都市局 まちづくり推進課） 

項 目 名 特定都市再生緊急整備地域に係る課税の特例措置の延長 

税 目 所得税、法人税 

要

望

の

内

容 

 

【制度の概要】 

都市再生特別措置法に基づき、特定都市再生緊急整備地域において国土交通

大臣の認定を受けた民間都市再生事業計画（同法第 19 条の 10 第２項により認

定があったものとみなされる場合を含む。）に係る以下の特例措置を講じる。 

 

〇所得税・法人税の割増償却 

（認定事業により整備される建築物について、５割増償却（５年間）） 

〇本特例措置の適用期限：令和５年３月 31 日 

 

【適用要件】 

・令和５年３月 31 日までに取得し、供用すること 

・地上階数 10 以上又は延べ面積 50,000 ㎡以上の耐火建築物が整備され、

かつ、１）、２）のいずれかに該当 

１）事業区域内において整備される公共施設用地面積が 30%以上 

２）居住者等利便施設整備費が 10 億円以上 

 

【要望の内容】 

上記の特例措置の適用期限を令和７年３月 31 日まで２年間延長する。 

 

【関係条文】 

 所得税 ：租税特別措置法第 14 条 

租税特別措置法施行令第７条 

租税特別措置法施行規則第６条 

 法人税 ：租税特別措置法第 47 条 

租税特別措置法施行令第 29 条の５ 

租税特別措置法規則第 20 条の 21 

 

 

 平年度の減収見込額   ― 百万円 

(制度自体の減収額) 
(▲990 百万円の内

数) 

(改 正 増 減 収 額) (    ― 百万円) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 
昨今の成長が著しいアジア諸国と比較し、我が国都市の国際競争力が相対的

に低下している中、我が国経済を牽引する大都市について、国際的なビジネス

環境・生活環境、大規模災害に対応するための環境を整備することにより、世

界中からヒト・モノ・カネ・情報を呼び込み、その国際競争力の更なる強化を

図る。 

また、新たな資本主義やデジタル田園都市国家構想等の実現のため、地方都

市のイノベーション力強化と、それを支える大都市の国際競争力強化に資する

都市再生を推進する。 

 

⑵ 施策の必要性 
上海やシンガポールなどのアジアの成長都市との都市間競争が激化し、我が国

の都市の国際競争力が相対的に低下している。 

こうした中、大都市の国際競争力強化の観点から、平成 23 年に都市再生特別

措置法の改正により特定都市再生緊急整備地域を創設し、令和３年度末時点で

15 地域の指定が行われてきた。更に、令和２年６月に同法を改正し、まちの魅

力・磁力・国際競争力の向上により、内外の多様な人材・関係人口を更に惹き

つける好循環が確立された都市の構築を目指しているところである。 

直近では、「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画フォローアッ

プ」において、地方都市のイノベーション力の強化や大都市の国際競争力強化

に向け、デジタル技術等を活用する優良な民間都市開発事業への支援等を通じ

た都市再生を進めることとしており、「経済財政運営と改革の基本方針 2022」

では、建築・都市の DX 等を活用しつつ、都市再生を促進していくことが盛り込

まれている。また、「デジタル田園都市国家構想基本方針」においても、民間

投資の喚起や都市再生の質の向上に向け、都市再生緊急整備地域における都市

計画等の特例や優良な民間都市開発への金融・税制等による支援等を行うこと

としている。(いずれの政府方針も令和４年６月７日閣議決定。) 

 引き続き、我が国の活力の源泉である都市について、更なる魅力向上・国際

競争力の強化を図り、また、新たな時代の潮流や都市の課題に対応するため、

認定事業者を対象とした税制上の特例措置や民間都市開発推進機構による金融

支援を戦略的・重点的に講ずることにより、引き続き優良な民間都市開発事業

を促進すべく、本特例措置の適用期限を延長する必要がある。 

 なお、民間都市再生事業計画は、令和４年８月末現在 151 計画が認定され、

都市再生に向けた民間都市開発事業の促進が着実に図られているところであ

る。 
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今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

政策目標 ７ 都市再生・地域再生の推進 
施策目標 25 都市再生・地域再生を推進する 

政 策 の 

達成目標 

①民間都市再生事業が実施された都市再生緊急整備地域（特定

都市再生緊急整備地域を含む。以下本項において同じ。）の

地価上昇率が、その都市再生緊急整備地域の存する市区町村

の地価上昇率を上回っている割合 

・令和７年時点（2025 年時点） 

 目標値：80％以上 

 （※地価上昇率は 2020 年を基準値として計測） 

 

②都市再生緊急整備地域における都市開発事業の建設投資累計

額 

・令和２年度～令和 12 年度（2020～2030 年度） 

   目標値：７兆円～10 兆円 

（※中間目標値：3.5 兆円～５兆円 令和６年度まで） 

 

③都市再生緊急整備地域内の都市開発事業が行われた区域面積

割合 

・令和２年度～令和 12 年度（2020～2030 年度） 

目標値：16.5％～19.5％（初期値 9.1％※平成 30 年度） 

（※中間目標値：12.0％～12.5％ 令和６年度まで) 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
２年間（令和５年４月１日～令和７年３月 31 日） 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 

・都市再生緊急整備地域(特定都市再生緊急整備地域を含む)に

おける都市開発事業の令和６年度までの建設投資累計額 

 目標値：3.5 兆円～５兆円 

 

・都市再生緊急整備地域（特定都市再生緊急整備地域を含む）

内の都市開発事業が行われた令和６年度までの区域面積割合 

目標値：12.0％～12.5％ 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 

①民間都市再生事業が実施された都市再生緊急整備地域（特定

都市再生緊急整備地域を含む。以下本項において同じ。）の

地価上昇率が、その都市再生緊急整備地域の存する市区町村

の地価上昇率を上回っている割合 

→令和３年 12 月末時点で上回っている割合：80.8% 

※令和７年時点の目標値：80％以上 

 

②都市再生緊急整備地域における都市開発事業の建設投資累計

額 

→令和２年度～令和６年度の建設投資額：約 5.3 兆円（見込） 

※令和６年度までの中間目標値    ：3.5 兆円～５兆円  
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③都市再生緊急整備地域内の都市開発事業が行われた区域面積

割合 

→令和６年度までの区域面積割合：約 12.1%（見込） 

※令和６年度までの中間目標値  ：12.0%～12.5% 

 

各政策目標の達成に向けて、いずれも順調に進捗していると

ころだが、建設工事費の上昇等の影響を受けて、都市開発事業

の見通しは未だ不透明であり、目標達成に向け、引き続き支援

が必要である。 
 

有 
効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 

（適用件数） 

所得税 

令和５年度：１計画 

 令和６年度：１計画 

 

法人税 

令和５年度：11 計画 

 令和６年度：11 計画 

 

（適用事業者の範囲） 

 国土交通大臣の認定を受けた民間都市再生事業を施行する者 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 

本特例措置を戦略的・重点的に講ずることにより、優良な都

市開発事業が促進され、具体的な効果として、令和３年 12 月末

時点では、民間都市再生事業が実施された都市再生緊急整備地

域（特定都市再生緊急整備地域を含む。以下本項において同

じ。）の地価上昇率について、その都市再生緊急整備地域の存

する市区町村の地価上昇率を上回っている割合が 80.8%となって

おり、令和７年時点で 80％以上という目標に向けて順調に推移

している。 

また、都市再生緊急整備地域における都市開発事業の令和２

年度から令和６年度までの建設投資額についても、現時点では

約 5.3 兆円が見込まれ、令和６年度までの中間目標値（3.5～５

兆円）の達成に向けて順調に進捗しているところである。な

お、本特例措置により直接引き起こされる建設投資額は、上記

の建設投資額のうち、約 55％（約 2.9 兆円）を占めている。 
加えて、本特例措置により認定民間都市開発事業のみなら

ず、都市再生緊急整備地域内において民間都市開発を誘発し、
不動産活性化の呼び水とすることで、都市再生緊急整備地域内
において都市開発事業の行われた区域面積割合は、令和６年度
には、12.1％となる見込みであり、令和６年度までの中間目標
値（12.0％～12.5％）の達成に向けて順調に進捗している。な
お、本特例措置により直接引き起こされる認定事業の区域面積
割合は、上記の区域面積割合のうち、約 24％を占めている。 
※認定事業の建設投資額及び区域面積割合については、内閣府
「自治体に対する都市開発事業に係るアンケート調査」より試
算。 

08-4



相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

 

国税 ：特定都市再生緊急整備地域に係る課税の特例措置 

    （登録免許税） 

地方税：特定都市再生緊急整備地域に係る課税の特例措置 
    （不動産取得税、固定資産税、都市計画税） 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
民間都市開発プロジェクトに対する金融支援 

（令和５年度予算概算要求額 

(政府保証債及び政府保証借入): 45,000 百万円） 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 

金融支援は、民間金融機関からの調達が困難なミドルリスク

の部分を補充し、事業の立ち上げを支援するもの。 

 一方、本特例措置は、民間都市開発事業に必要な不動産取引

等に係るコストを低減することで当該事業の採算性を向上さ

せ、事業実施を決断するインセンティブを与えるものであり、

両者の役割分担は明確である。 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 

本特例措置は、民間投資を誘発し、優良な都市再生事業を推

進することを目的としている。民間事業者にとって、優良な都

市再生事業を実施するためには、毎年度の予算枠等により支援

範囲が左右される補助金よりも、要件を満たすことにより確実

に支援を受けることができる租税特別措置での支援の方が、よ

り確実にインセンティブとして機能するため、本特例措置を講

じることは妥当である。 

また、民間都市再生事業計画は、令和４年８月末現在で 151

計画が認定されており、民間都市再生事業の実施による成果が

着実に積み上がってきているところ、政策目標の達成のため

に、引き続き本特例措置を講じる必要がある。 
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こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 

（適用件数） 

 所得税 

  令和元年度：０計画（０件） 

           (令和元年度要望時見込数：１計画) 

令和２年度：０計画（０件） 

      (令和元年度要望時見込数：２計画) 

令和３年度：０計画（０件） 

        (令和３年度要望時見込数：１計画) 

 法人税 

  令和元年度：８計画（14 件） 

        (令和元年度要望時見込数：６計画) 

令和２年度：10 計画（18 件） 

          (令和元年度要望時見込数：７計画) 

令和３年度：９計画（16 件） 

          (令和３年度要望時見込数：８計画) 

 

（減収額） 

 所得税 

令和元年度：０百万円 

       （令和元年度要望時見込数：296 百万円） 

  令和２年度：０百万円 

         （令和元年度要望時見込数：592 百万円） 

令和３年度：０百万円 

         （令和３年度要望時見込数：238 百万円） 

 

法人税 

令和元年度：1,573 百万円 

     （令和元年度要望時見込数：2,060 百万円） 

令和２年度：1,870 百万円 

     （令和元年度要望時見込数：2,403 百万円） 

令和３年度：1,685 百万円 

（令和３年度要望時見込数：2,204 百万円） 

※出典：国土交通省「認定民間都市再生事業計画における都市

再生促進税制の適用状況調査」（令和４年７月末時点） 

 

（過去要望時との乖離の理由）  

・減収額の算定に当たっては、過去の認定事業計画における平

均計画数及び平均建築物等取得価額を基に算出しているとこ

ろ、実際の適用実績との間で乖離が生じたため。 
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租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 

① 条項：第 47 条、第 68 条の 35 

 

② 適用件数 

  平成 30 年度：13 件 

  令和元年度 ：11 件 

  令和２年度 ：９件 

 

③ 適用総額 

  平成 30 年度：2,631 百万円 

  令和元年度 ：5,482 百万円 

  令和２年度 ：3,742 百万円 

 
なお、本要望項目は上記の一部分である。 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
民間都市再生事業計画は令和４年８月末現在 151 計画が認定さ
れており、本特例措置を戦略的・重点的に講ずることにより、
民間投資が誘発され、政策目標達成に向けた民間都市再生事業
の促進が着実に図られている。 

前回要望時 

の達成目標 

 

①都市再生緊急整備地域(特定都市再生緊急整備地域を含む)に 

おける都市開発事業の令和３年度から令和４年度までの建設

投資累計額 

 目標値：1.4 兆円～２兆円 

 

②都市再生緊急整備地域（特定都市再生緊急整備地域を含む）

内の都市開発事業が行われた令和４年度までの区域面積割合 

目標値：11.0％～11.4％ 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
①都市再生緊急整備地域(特定都市再生緊急整備地域を含む)に 

おける都市開発事業の令和３年度から令和４年度までの建設

投資累計額 

→令和３年度～令和４年度の建設投資額：約 2.2 兆円（見込） 

※前回要望時の建設投資額の目標値    ：1.4 兆円～２兆円 

 

②都市再生緊急整備地域（特定都市再生緊急整備地域を含む）

内の都市開発事業が行われた令和４年度までの区域面積割合 

→令和４年度までの区域面積割合  ：約 11.1%（見込） 

※前回要望時の区域面積割合の目標値：11.0％～11.4％ 
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これまでの 

要 望 経 緯 

 

平成 23 年度 創設 

平成 24 年度 拡充（都市再生特別措置法第 19 条の 10 第２項に

より認定があったものとみなされる場合を適用対

象に追加。） 

平成 25 年度 適用期限の２年延長 

平成 27 年度 適用期限の２年延長 

平成 29 年度 適用期限の２年延長 

令和元年度  適用期限の２年延長 

令和３年度  適用期限の２年延長 
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令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省 都市局 まちづくり推進課） 

項 目 名 特定都市再生緊急整備地域に係る課税の特例措置の延長 

税 目 登録免許税 

要

望

の

内

容 

 

【制度の概要】 

都市再生特別措置法に基づき、特定都市再生緊急整備地域において国土交通

大臣の認定を受けた民間都市再生事業計画（同法第 19 条の 10 第２項により認

定があったものとみなされる場合を含む。）に係る以下の特例措置を講じる。 

 

〇登録免許税の軽減税率（本則建物 0.4％→0.2％） 

〇本特例措置の適用期限：令和５年３月 31 日 

 

【適用要件】 

・令和５年３月 31 日までに認定を受けること 

 ※工事着手前に認定申請を行ったものに限る 

・認定後３年以内（一定の場合（※）は５年以内）に建築すること 

※地上階数 30 以上又は延べ面積 150,000 ㎡以上の耐火建築物を整備する 

場合 

・建築後１年以内に登記を受けること 

・地上階数 10 以上又は延べ面積 50,000 ㎡以上の耐火建築物が整備され、

かつ、１）、２）のいずれかに該当 

１）事業区域内において整備される公共施設用地面積が 30%以上 

２）居住者等利便施設整備費が 10 億円以上 

  ・都市の国際競争力の強化に資する建築物の整備を伴うものであること 

 

【要望の内容】 

 上記の特例措置の適用期限を令和７年３月 31 日まで２年間延長する。 

 

【関係条文】 

 登録免許税：租税特別措置法第 83 条 

租税特別措置法施行令第 43 条の２ 

租税特別措置法施行規則第 31 条の４ 

 

 

 平年度の減収見込額    ― 百万円 

(制度自体の減収額) (    ― 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (    ― 百万円) 

09-1



新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 
昨今の成長が著しいアジア諸国と比較し、我が国都市の国際競争力が低下 

している中、我が国経済を牽引する大都市について、国際的なビジネス環境・

生活環境、大規模災害に対応するための環境を整備することにより、世界中か

らヒト・モノ・カネ・情報を呼び込み、その国際競争力の更なる強化を図る。 

また、新たな資本主義やデジタル田園都市国家構想等の実現のため、地方都

市のイノベーション力強化と、それを支える大都市の国際競争力強化に資する

都市再生を推進する。 
 

⑵ 施策の必要性 
上海やシンガポールなどのアジアの成長都市との都市間競争が激化し、我が

国の都市の国際競争力が相対的に低下している。 

こうした中、大都市の国際競争力強化の観点から、平成 23 年に都市再生特別

措置法の改正により特定都市再生緊急整備地域を創設し、令和３年度末時点で

15 地域の指定が行われてきた。更に、令和２年６月に同法を改正し、まちの魅

力・磁力・国際競争力の向上により、内外の多様な人材・関係人口を更に惹き

つける好循環が確立された都市の構築を目指しているところである。 

直近では、「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画フォローアッ

プ」において、地方都市のイノベーション力の強化や大都市の国際競争力強化

に向け、デジタル技術等を活用する優良な民間都市開発事業への支援等を通じ

た都市再生を進めることとしており、「経済財政運営と改革の基本方針 2022」

では、建築・都市の DX 等を活用しつつ、都市再生を促進していくことが盛り込

まれている。また、「デジタル田園都市国家構想基本方針」においても、民間

投資の喚起や都市再生の質の向上に向け、都市再生緊急整備地域における都市

計画等の特例や優良な民間都市開発への金融・税制等による支援等を行うこと

としている。(いずれの政府方針も令和４年６月７日閣議決定。) 

 引き続き、我が国の活力の源泉である都市について、更なる魅力向上・国際

競争力の強化を図り、また、新たな時代の潮流や都市の課題に対応するため、

認定事業者を対象とした税制上の特例措置や民間都市開発推進機構による金融

支援を戦略的・重点的に講ずることにより、引き続き優良な民間都市開発事業

を促進すべく、本特例措置の適用期限を延長する必要がある。 

 なお、民間都市再生事業計画は、令和４年８月末現在 151 計画が認定され、
都市再生に向けた民間都市開発事業の促進が着実に図られているところであ
る。 

 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 

政策目標 ７ 都市再生・地域再生の推進 

施策目標 25 都市再生・地域再生を推進する 
 

政 策 の 

達成目標 

 

①民間都市再生事業が実施された都市再生緊急整備地域（特定

都市再生緊急整備地域を含む。以下本項において同じ。）の

地価上昇率が、その都市再生緊急整備地域の存する市区町村

の地価上昇率を上回っている割合 

・令和７年時点（2025 年時点） 

 目標値：80％以上 
（※地価上昇率は 2020 年を基準値として計測） 
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②都市再生緊急整備地域における都市開発事業の建設投資累計

額 

・令和２年度～令和 12 年度（2020～2030 年度） 

   目標値：７兆円～10 兆円 

（※中間目標値：3.5 兆円～５兆円 令和６年度まで） 

 

③都市再生緊急整備地域内の都市開発事業が行われた区域面積

割合 

・令和２年度～令和 12 年度（2020～2030 年度） 

目標値：16.5％～19.5％（初期値 9.1％※平成 30 年度） 

（※中間目標値：12.0％～12.5％ 令和６年度まで) 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
 
２年間（令和５年４月１日～令和７年３月 31 日） 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 

・都市再生緊急整備地域(特定都市再生緊急整備地域を含む)に

おける都市開発事業の令和６年度までの建設投資累計額 

 目標値：3.5 兆円～５兆円 

 

・都市再生緊急整備地域（特定都市再生緊急整備地域を含む）

内の都市開発事業が行われた令和６年度までの区域面積割合 

目標値：12.0％～12.5％ 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
 

①民間都市再生事業が実施された都市再生緊急整備地域（特定

都市再生緊急整備地域を含む。以下本項において同じ。）の

地価上昇率が、その都市再生緊急整備地域の存する市区町村

の地価上昇率を上回っている割合 

→令和３年 12 月末時点で上回っている割合：80.8% 

※令和７年時点の目標値：80％以上 

 

②都市再生緊急整備地域における都市開発事業の建設投資累計

額 

→令和２年度～令和６年度の建設投資額：約 5.3 兆円（見込） 

※令和６年度までの中間目標値    ：3.5 兆円～５兆円  

 

③都市再生緊急整備地域内の都市開発事業が行われた区域面積

割合 

→令和６年度までの区域面積割合：約 12.1%（見込） 

※令和６年度までの中間目標値  ：12.0%～12.5% 

 

各政策目標の達成に向けて、いずれも順調に進捗していると

ころだが、建設工事費の上昇等の影響を受けて、都市開発事業

の見通しは未だ不透明であり、目標達成に向け、引き続き支援

が必要である。 
 

今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項
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有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
（適用件数） 
令和５年度：４計画 
令和６年度：４計画 
 
（適用事業者の範囲） 
 国土交通大臣の認定を受けた民間都市再生事業を施行する者 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 

本特例措置を戦略的・重点的に講ずることにより、優良な都

市開発事業が促進され、具体的な効果として、令和３年 12 月末

時点では、民間都市再生事業が実施された都市再生緊急整備地

域（特定都市再生緊急整備地域を含む。以下本項において同

じ。）の地価上昇率について、その都市再生緊急整備地域の存

する市区町村の地価上昇率を上回っている割合が 80.8%となって

おり、令和７年時点で 80％以上という目標に向けて順調に推移

している。 

また、都市再生緊急整備地域における都市開発事業の令和２

年度から令和６年度までの建設投資額についても、現時点では

約 5.3 兆円が見込まれ、令和６年度までの中間目標値（3.5～５

兆円）の達成に向けて順調に進捗しているところである。な

お、本特例措置により直接引き起こされる建設投資額は、上記

の建設投資額のうち、約 55％（約 2.9 兆円）を占めている。 
加えて、本特例措置により認定民間都市開発事業のみなら

ず、都市再生緊急整備地域内において民間都市開発を誘発し、
不動産活性化の呼び水とすることで、都市再生緊急整備地域内
において都市開発事業の行われた区域面積割合は、令和６年度
には、12.1％となる見込みであり、令和６年度までの中間目標
値（12.0％～12.5％）の達成に向けて順調に進捗している。な
お、本特例措置により直接引き起こされる認定事業の区域面積
割合は、上記の区域面積割合のうち、約 24％を占めている。 
※認定事業の建設投資額及び区域面積割合については、内閣

府「自治体に対する都市開発事業に係るアンケート調査」より
試算。 
 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

 

国税 ：特定都市再生緊急整備地域に係る課税の特例措置 

    （所得税、法人税） 

地方税：特定都市再生緊急整備地域に係る課税の特例措置 
    （不動産取得税、固定資産税、都市計画税） 
 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
民間都市開発プロジェクトに対する金融支援 

（令和５年度予算概算要求額 

(政府保証債及び政府保証借入):45,000 百万円） 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
 
金融支援は、民間金融機関からの調達が困難なミドルリスク

の部分を補充し、事業の立ち上げを支援するもの。 
 一方、本特例措置は、民間都市開発事業に必要な不動産取引
等に係るコストを低減することで当該事業の採算性を向上さ
せ、事業実施を決断するインセンティブを与えるものであり、
両者の役割分担は明確である。 
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要望の措置 

の 妥 当 性 

 

本特例措置は、民間投資を誘発し、優良な都市再生事業を推

進することを目的としている。民間事業者にとって、優良な都

市再生事業を実施するためには、毎年度の予算枠等により支援

範囲が左右される補助金よりも、要件を満たすことにより確実

に支援を受けることができる租税特別措置での支援の方が、よ

り確実にインセンティブとして機能するため、本特例措置を講

じることは妥当である。 

また、民間都市再生事業計画は、令和４年８月末現在で 151

計画が認定されており、民間都市再生事業の実施による成果が

着実に積み上がってきているところ、政策目標の達成のため

に、引き続き本特例措置を講じる必要がある。 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 

（適用件数） 

  令和元年度：５計画（７件） 

           (令和元年度要望時見込数：２計画) 

令和２年度：６計画（10 件） 

      (令和元年度要望時見込数：２計画) 

令和３年度：３計画（５件） 

        (令和３年度要望時見込数：２計画) 

 

（減収額） 

令和元年度：198 百万円 

       （令和元年度要望時見込数：125 百万円） 

  令和２年度：331 百万円 

         （令和元年度要望時見込数：125 百万円） 

令和３年度：77 百万円 

         （令和３年度要望時見込数：126 百万円） 

※出典：国土交通省「認定民間都市再生事業計画における都市再生促

進税制の適用状況調査」（令和４年７月末時点） 

 

（過去要望時との乖離の理由） 

・減収額の算定に当たっては、過去の認定事業計画における平

均計画数及び平均建築物等取得価額を基に算出しているとこ

ろ、実際の適用実績との間で乖離が生じたため。 

 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
 
― 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
民間都市再生事業計画は令和４年８月末現在 151 計画が認定さ
れており、本特例措置を戦略的・重点的に講ずることにより、
民間投資が誘発され、政策目標達成に向けた民間都市再生事業
の促進が着実に図られている。 
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前回要望時 

の達成目標 

 
①都市再生緊急整備地域(特定都市再生緊急整備地域を含む)に 

おける都市開発事業の令和３年度から令和４年度までの建設

投資累計額 

 目標値：1.4 兆円～２兆円 

 

②都市再生緊急整備地域（特定都市再生緊急整備地域を含む）

内の都市開発事業が行われた令和４年度までの区域面積割合 

目標値：11.0％～11.4％ 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
①都市再生緊急整備地域(特定都市再生緊急整備地域を含む)に 

おける都市開発事業の令和３年度から令和４年度までの建設

投資累計額 

→令和３年度～令和４年度の建設投資額：約 2.2 兆円（見込） 

※前回要望時の建設投資額の目標値    ：1.4 兆円～２兆円 

 

②都市再生緊急整備地域（特定都市再生緊急整備地域を含む）

内の都市開発事業が行われた令和４年度までの区域面積割合 

→令和４年度までの区域面積割合  ：約 11.1%（見込） 

※前回要望時の区域面積割合の目標値：11.0％～11.4％ 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 

平成23年度 創設 

平成24年度 拡充（都市再生特別措置法第 19 条の 10 第２項に

より認定があったものとみなされる場合を適用対

象に追加。） 

平成25年度 適用期限の２年延長 

平成27年度 適用期限の２年延長 

平成29年度 適用期限の２年延長 

令和元年度 適用期限の２年延長 
令和３年度 適用期限の２年延長 
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令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省都市局市街地整備課） 

項 目 名 
市街地再開発事業における特定の事業用資産の買換え等の特例措置の
延長 

税 目 所得税、法人税 

要

望

の

内

容 

【制度の概要】 
 所有する事業用資産を譲渡し、市街地再開発事業の保留床を取得し事業の用
に供した場合、譲渡益の一部に対する課税を将来に繰り延べる。 
 
【要望の内容】 
既成市街地等内の資産を譲渡して市街地再開発事業により整備された施設建

築物及びその敷地を取得した場合の事業用資産の買換特例（繰延割合 80％）の
適用期限を３年間延長する。 
 
【関係条文】 
〔所得税：租税特別措置法第 37 条第１項の表第３号〕 
〔法人税：租税特別措置法第 65 条の７第１項の表第３号、第 65 条の８、 

第 65 条の９〕 

 

 平年度の減収見込額  ― 百万円 

(制度自体の減収額) 
(▲110,300 百万円

の内数) 

(改 正 増 減 収 額) (  ―  百万円) 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

市街地再開発事業の推進により、地方都市のイノベーション力の強化や大都
市の国際競争力の強化に向けた都市機能の更新、安全なまちづくりに向けた密
集市街地の解消を図る。 

 

⑵ 施策の必要性 

地方都市のイノベーション力の強化や大都市の国際競争力の強化に向けた都
市機能の更新、安全なまちづくりに向けた密集市街地の解消を推進するにあた
って、老朽化した建築物等が一定割合を超える地区において細分化された敷地
の統合、施設建築物の建築及び公共施設の整備等を行うことで都市における土
地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図る市街地再開発事業は有
効な手段となっている。 

市街地再開発事業においては、施行に必要な事業費を保留床の処分金により
回収することが不可欠であり、保留床が円滑に処分されなければ事業は成立し
ない。 

そのため、本特例措置によって民間事業者による保留床の取得を促し、市街
地再開発事業の円滑な施行を確保することで、市街地再開発事業の推進を図る
必要がある。 
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今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

政策目標７  都市再生・地域再生の推進 
施策目標 25   都市再生・地域再生を推進する 
 
政策目標４   水害等災害による被害の軽減 
施策目標 11  住宅・市街地の防災性を向上する 
 

＜参考＞  

【都市機能の更新】 

○デジタル田園都市国家構想基本方針（令和４年６月７日閣議
決定） 

「地方都市のイノベーション力の強化や大都市の国際競争力
強化に向け、デジタル技術等を活用する優良な民間都市開発
事業への支援等を通じ、都市再生を推進する。」 

○フォローアップ（令和４年６月７日閣議決定） 
※新しい資本主義関連 

「地方都市のイノベーション力の強化や大都市の国際競争力
の強化に向け、デジタル技術等を活用する優良な民間都市開
発事業への支援等を通じた都市再生を進める。」 

 

【密集市街地の解消】 

○経済財政運営と改革の基本方針 2022（令和４年６月７日閣議
決定） 

「切迫する大規模地震災害、相次ぐ気象災害、火山災害、イ
ンフラ老朽化等の国家の危機に打ち勝ち、国民の生命・財
産・暮らしを守り、社会の重要な機能を維持するため、「国
土強靱化基本計画」に基づき、必要・十分な予算を確保し、
自助・共助・公助を適切に組み合わせ、ハード・ソフト一体
となった取組を強力に推進する。」 

○国土強靱化基本計画（平成 30 年 12 月 14 日閣議決定） 

「密集市街地の延焼防止等の大規模火災対策や住宅・建築
物・学校等の耐震化の目標が着実に達成されるよう、公園・
街路等の活用による避難地・避難路の整備、老朽化マンショ
ン等の建替え、建築物の耐震改修を進める（中略）。これら
の取組を推進するために、地方公共団体等への支援策や税制
の活用（中略）などにより、ハード対策とソフト対策を適切
に組み合わせて実施する。」 

○住生活基本計画（全国計画）（令和３年３月 19 日閣議決定） 
「地震時等に著しく危険な密集市街地の解消とそれにあわ

せた地域防災力の向上に資するソフト対策の強化、無電柱化
の推進。」 

 

政 策 の 

達成目標 

○都市機能更新率 
平成 30 年度 42.5％ → 令和 10 年度 47.0％ 
※都市機能更新率 

特に一体的かつ総合的に再開発を促進すべき地区（都市
再開発法第２条の３第１項第２号又は同条第２項に位置づ
けられた地区等）における宅地面積のうち４階建て以上の
建築物の宅地面積の割合 

 
○地震時等に著しく危険な密集市街地の面積 
 令和２年度 2,220ha → 令和 12 年度 概ね解消 
※地震時等に著しく危険な密集市街地の面積 

密集市街地のうち、延焼危険性又は避難困難性が高く、
地震時等における最低限の安全性が確保されていない、著
しく危険な密集市街地 
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租税特別措

置の適用又

は延長期間 

３年間 
（所得税：令和６年１月１日→令和８年 12 月 31 日 
 法人税：令和５年４月１日→令和８年 ３月 31 日） 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

○都市機能更新率 
 令和８年度 46.1％ 
 
○地震時等に著しく危険な密集市街地の面積 
  地震時等に著しく危険な密集市街地約 2,220 ヘクタールに
ついて、令和 12 年度までに概ね解消することを目標とし、令
和８年度までに当該目標が約５割の地域で達成されることを
目指す。 

政策目標の

達 成 状 況 

○都市機能更新率 
令和３年度末時点 44.0％ 

 
○地震時等に著しく危険な密集市街地の面積 
令和３年度末時点 1,989ha 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

本特例措置の延長要望期間中、８件/年（平成 30 年度～令和
２年度の平均適用件数）程度の適用が見込まれる。 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

本特例措置によって民間事業者による保留床の取得を促し、
市街地再開発事業の円滑な施行を確保することで、市街地再開
発事業の推進を図り、以下のとおり政策目的の達成に寄与する
ことが見込まれる。 
 
（都市機能の更新） 
平成 30 年度から令和３年度までに増加した、特に一体的かつ

総合的に再開発を促進すべき地区等における４階建て以上の建
築物の宅地面積のうち、市街地再開発事業により整備された４
階建て以上の建築物の宅地面積の割合は 3.1％ である。市街地
再開発事業の円滑な施行を図ることにより、延長要望期間中に
おいても同程度の効果が見込まれる。 
また、本特例措置は平均で年間８件の適用実績があるため、

過去の適用実績から１事業あたり３件の適用があると仮定する
と、毎年平均して約３事業について適用されていることとな
る。 
市街地再開発事業は平均で年間 16 件完了していることから、

本特例措置は市街地再開発事業の 18.8％の推進に貢献している
と考えられ、ひいては都市機能更新率の上昇に寄与することが
見込まれる。 
 
（密集市街地の解消） 
平成 30 年度から令和３年度の間に対象の密集市街地において

行われた市街地再開発事業は１地区であり、延長要望期間中に
おいても同程度の密集市街地の解消に寄与することが見込まれ
る。 
上記のように、本特例措置は市街地再開発事業の 18.8％の推

進に貢献していると考えられ、ひいては密集市街地の解消にも
寄与する見込みである。 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の措置 

― 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

社会資本整備総合交付金 
（令和５年度予算概算要求額約 6,900 億円の内数） 
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上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

市街地再開発事業には補助制度があるが、それらは従前権利
者の権利保護や公共公益施設の整備促進を主たる目的とするも
のである。一方で、本特例措置は事業資金の確実な確保という
観点から、保留床取得者を支援するものであり、他の政策手段
と明確な役割分担がなされている。 

要望の措置 

の 妥 当 性 

市街地再開発事業の保留床取得者を個別に捕捉して予算上補
助していくことは、行政の効率性の観点から非効率であり、税
制上の特例措置によることが相当である。また、本特例措置は
事業の用に供するために保留床を取得する者に対して一律に適
用されるものであるため、公平原則の観点から問題はない。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

【法人税】 
（単位：(適用件数)件、(適用額、減収額)百万円） 

 

年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

適用件数 
９ 

（５） 
２ 

（５） 
13 

（５） 

適用額 
20,750 

（5,674） 
12,875 

（5,674） 
154,248 

（5,674） 

減収額 
4,814 

（1,316） 
2,987 

（1,316） 
35,786 

（1,316） 
 

※適用件数及び適用額は、財務省「租税特別措置の適用実態調
査の結果に関する報告書（令和４年１月国会提出）」に基づ
き記載。減収額は、適用額に法人税の税率（23.2％）を乗じ
て算出。 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

【法人税】 
①租税特別措置法の条項  

65の７～65の９、68の78～68の80 

②適用件数  

平成30年度：９件  

令和元年度：２件  

令和２年度：13件  

③適用総額  

平成30年度：20,750百万円  

令和元年度：12,875百万円  
令和２年度：154,248 百万円 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

本特例措置によって民間事業者による保留床の取得を促し、
市街地再開発事業の円滑な施行を確保することで、市街地再開
発事業の推進を図り、以下のとおり政策目的の達成に寄与して
いる。 
 
（都市機能の更新） 
平成 30 年度から令和３年度までに増加した、特に一体的かつ

総合的に再開発を促進すべき地区等における４階建て以上の建
築物の宅地面積のうち、市街地再開発事業により整備された４
階建て以上の建築物の宅地面積の割合は 3.1％ である。 
また、本特例措置は平均で年間８件の適用実績があるため、

過去の適用実績から推計して１事業あたり３件の適用があると
仮定すると、毎年平均して約３事業について適用されているこ
ととなる。 
市街地再開発事業は平均で年間 16 件完了していることから、

本特例措置は市街地再開発事業の 18.8％の推進に貢献している
と考えられ、ひいては都市機能更新率の上昇に寄与しているも
のと考える。 
 
（密集市街地の解消） 
平成 30 年度から令和３年度の間に対象の密集市街地において
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行われた市街地再開発事業は１地区であり、密集市街地の解消
に寄与している。 
上記のように、本特例措置は市街地再開発事業の 18.8％の推

進に貢献していると考えられ、ひいては密集市街地の解消にも
寄与しているものと考える。 

前回要望時 

の達成目標 

○都市機能更新率 
令和５年度 44.5％ 
 

○地震時等に著しく危険な密集市街地の面積 
令和２年度までに概ね解消 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

○都市機能更新率 
目標期間が満了していないため現時点で目標達成の成否を

評価することは困難であるが、42.5％（平成 30 年度）から
44.0％（令和３年度）に上昇しているところであり、引き続
き本特例措置等により市街地再開発事業の施行の円滑化を促
進し、都市機能更新率の一層の上昇を図ることが必要であ
る。 
 

○地震時等に著しく危険な密集市街地の面積 
住生活基本計画（全国計画）（令和３年３月 19 日閣議決

定）において、地震時等に著しく危険な密集市街地の面積
（令和２年度末時点：約 2,220ha）を令和 12 年度までに概ね
解消することを目標とし、令和３年度末時点で 1,989ha まで
解消している。 
密集市街地では、権利関係の輻輳、未接道敷地の多さ、地

権者の高齢化等により、老朽建築物の建替えや道路整備に時
間を要することから目標に達していないが、本特例措置等に
より市街地再開発事業の施行の円滑化を促進し、密集市街地
の解消を図ることが必要である。 

これまでの 

要 望 経 緯 

昭和 44 年度 創設 
昭和 50、55、60、平成２、３、８、13、18、23、29、令和２年
度 適用期限の延長 
平成 10 年度 対象地域の拡大及び認定再開発事業の追加 
平成 23 年度 認定再開発事業を除外 
平成 26 年度 対象資産、施行区域面積の要件追加 
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令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省都市局都市安全課） 

項 目 名 災害ハザードエリアからの移転促進のための特例措置の延長 

税 目 登録免許税 

要

望

の

内

容 

 
【制度の概要】 

都市再生特別措置法においては、災害ハザードエリアから立地適正化計画
の居住誘導区域又は都市機能誘導区域への住宅又は施設の移転を促進するた
め、市町村が移転者の移転先等をコーディネートする居住誘導区域等権利設
定等促進計画（以下「防災移転支援計画」という。）を作成し、移転者等の
土地・建物の所有権等の取得について権利設定等を一括で行う制度を設けて
いる。 

 
【要望の内容】 
  上記土地・建物の所有権等の取得に係る登録免許税について、以下特例措
置の適用期限を２年間（令和７年３月 31 日まで）延長する。 

 
 ・所有権の移転登記（本則２％→１％） 
 ・地上権又は賃借権の設定登記（本則１％→0.5％） 
 
【関係条文】 
 ・租税特別措置法第 83 条の２の２ 
・租税特別措置法施行規則第 31 条の４の３ 

 

 

 平年度の減収見込額 ―  百万円 

(制度自体の減収額) (  ―  百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (  ―  百万円) 

新
設
・
拡
充
又
は
延
長
を
必
要
と
す
る
理
由 

⑴ 政策目的 

 

災害ハザードエリアから居住誘導区域内等への移転を促進することにより、

都市における居住の安全確保等を図り、水害等災害による被害の軽減ととも

に、持続可能な都市構造の実現に向けた都市の再生を推進する。 

 

⑵ 施策の必要性 

 

気候変動の影響により近年頻発・激甚化する自然災害に対応するためには、

水災害リスクを低減させるためのハード整備とともに、想定される災害リスク

を分析し、まちづくりにおいて総合的な防災・減災対策を講じていくことが重

要である。そこで、災害ハザードエリアにおける新規立地の抑制、移転の促

進、防災まちづくりの推進の観点から総合的な対策を盛り込んだ都市再生特別

措置法等の一部を改正する法律が令和２年９月に施行された。本法律で新たに

創設された防災移転支援計画制度を活用し、災害ハザードエリアからの移転を

促進していく必要がある。 

 

なお、本法律の附帯決議においても、多数の災害弱者が利用する病院、社会

福祉施設等の災害危険区域等からの移転が図られるよう一層の取組を行うこと

とされているところである。 
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今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

政策目標７  都市再生・地域再生の推進 

施策目標 25 都市再生・地域再生を推進する 
業績指標 81 立地適正化計画を作成した市町村数 

政 策 の 

達成目標 

 
立地適正化計画を作成する市町村数を令和６年度末までに 600

市町村とする。 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
２年間（令和５年４月１日～令和７年３月 31 日） 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
・ 立地適正化計画を作成する市町村数を令和６年度末までに

600 市町村とする。 

・ 防災移転支援計画を作成する市町村数を増加させる。 

（令和４年４月現在：０件） 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 

令和元年：310 市町村 

令和２年：383 市町村 

 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
令和５年度：１件 

令和６年度：26 件 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 

本特例措置により、災害ハザードエリアから居住誘導区域内

等への移転を促進することにより、都市における居住の安全確

保等を図り、災害による被害の軽減とともに、持続可能な都市

構造の実現に向けた都市の再生を推進する。 
 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の措置 

 
 
災害ハザードエリアからの移転促進のための課税標準に係る

特例措置（不動産取得税） 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
 
社会資本整備総合交付金 
（令和５年度予算概算要求額 6,900 億円の内数）等 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
予算措置は、コンパクト・プラス・ネットワークの実現に向

けて、誘導施設の整備促進等のための支援措置等を通じて、主
に市町村によるコンパクトなまちづくりの取組を促進しようと
するものである。一方、本特例措置は、災害ハザードエリアか
ら移転しようとする者に対して居住誘導区域等のより安全なエ
リアの土地・建物取引のインセンティブを与えることにより、
災害ハザードエリアに既に立地する住宅・施設等の自主的な移
転を促進しようとするものである。 
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要望の措置 

の 妥 当 性 

本特例措置は、防災移転支援計画に基づく土地・建物取引に

ついて、インセンティブを与えることにより、災害ハザードエ

リアから居住誘導区域等のより安全なエリアへの自主的な移転

促進を図ろうとするものであり、必要な措置である。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
令和３年度:適用実績：０件（４件） 

減収額 ：― （0.8 百万円） 
※括弧内は前回要望時の適用件数及び減収額 

 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
― 
 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
令和２年９月に防災移転支援計画制度を創設したところであ

り、現時点では特例措置の適用実績はないが、防災移転支援計
画の作成や当該計画に基づく防災移転の取組が推進される効果
がある。 

前回要望時 

の達成目標 

 

居住誘導区域等権利設定等促進計画を防災指針に位置付けた

市町村数を増加させる。 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 

居住誘導区域等権利設定等促進計画を防災指針に位置づけ、

公表している自治体は２市町村存在（令和４年４月現在）す

る。今後位置付ける意向のある市町村は、24 市町村存在してい

ることから、引き続き目標達成に向けて働きかけを行う。 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
令和３年度 創設 
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令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省住宅局住宅総合整備課） 

項 目 名 空き家の発生を抑制するための特例措置の拡充及び延長 

税 目 所得税 

要

望

の

内

容 

 
○特例措置の内容 
 相続時から３年を経過する年の 12 月 31 日までに、被相続人からその所有す
る居住用家屋及びその敷地の用に供されている土地（以下「居住用家屋等」
という。）を相続した相続人が、当該家屋（耐震性のない場合は耐震改修を
した家屋に限る。）又はその除却後の土地を譲渡した場合には、当該家屋又
は土地の譲渡益から 3,000 万円を特別控除する。 

 
○要望の内容 
・本特例措置を４年間（令和６年１月１日～令和９年 12 月 31 日まで）延長す
る。 

・譲渡後に家屋の耐震改修又は除却を行った場合を対象に加える。 
  
【関係条文】 
租税特別措置法第 35 条 
租税特別措置法施行令第 23 条 
租税特別措置法施行規則第 18 条の２ 
 

 

 平年度の減収見込額   ▲1,955 百万円 

(制度自体の減収額) (     －百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (     －百万円) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

空き家の発生抑制を図り、地域の適正な居住環境を確保する。 

 

⑵ 施策の必要性 

平成 30 年に実施した住宅・土地統計調査（総務省）によれば、賃貸・売却用
等以外のいわゆる「その他空き家」の数は約 349 万戸（平成 25 年約 318 万戸）
に達し、今後も地域における人口減少等により、そのような空き家の総数は増
加の一途を辿ることが懸念されている。 

このような空き家は、本来、その所有者又は管理者により適切な管理が行わ
れるべきものであるが、適切な管理が行われていない空き家が防災、衛生、景
観等の地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしている現状がある。 

平成 27 年５月 26 日に全面施行された「空家等対策の推進に関する特別措置
法」（以下「法」という。）においては、地域住民の生活環境に深刻な影響を
及ぼしている空き家（法第２条第２項の「特定空家等」）の除却等を促すため
の枠組みが整えられている。また、法施行後５年を経過したことを踏まえ、空
き家対策に係る地方公共団体からの要望を受け、令和３年６月 30 日に、法に基
づく基本指針及びガイドラインの改正や事例集の公表を行い、地方公共団体に
おける法に基づく措置をより行いやすくしたところ。 

一方、空き家対策を進めるためには、このような特定空家等となる以前の段
階から、所有者等によって適切に空き家の除却等がなされ、放置される空き家
の発生を抑制することが重要である。本特例措置は、空き家が放置され、周辺
の生活環境への悪影響を未然に防ぐ観点から、空き家発生の最大の要因である
「相続」に由来する空き家等（除却後の敷地を含む。）の有効活用を促進する
ため、平成 28 年度税制改正において創設された。 

空き家が増加している中、引き続き、相続により空き家を取得した相続人に
対し、空き家等の譲渡を促すインセンティブを与えることにより、周辺の生活
環境に悪影響を及ぼし得る空き家の発生を抑制するとともに、現状は特例措置
の対象が譲渡前の工事に限られており、工事の発注等に係る負担を理由として
売主が空き家を放置するケースに対応できていないため、譲渡後に買主が工事
を行う場合であっても特例の対象とする必要がある。 

こうした観点から本特例措置の延長及び現状に即した適用要件の拡充が必要
である。 

 

今
回
の
要
望
（
租
税
特
別
措
置
）
に
関
連
す
る
事
項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 
○住生活基本計画（全国計画）（令和３年３月 19 日閣議決定） 
 
目標７ 空き家の状況に応じた適切な管理・除却・利活用の一
体的推進 

 
（１）空き家の適切な管理の促進とともに、周辺の居住環境に

悪影響を及ぼす空き家の除却 
 
（基本的な施策） 
○地方公共団体と地域団体等が連携して空き家所有者のための
相談体制を強化し、空き家の発生抑制や空き家の荒廃化の未
然防止、除却等を推進 

 
（２）立地・管理状況の良好な空き家の多様な利活用の推進 
 
（基本的な施策） 
○空き家・空き地バンクを活用しつつ、地方公共団体と民間団
体等が連携して古民家等の空き家の改修・DIY 等を進め、セ
カンドハウスやシェア型住宅、一時滞在施設での居住、サブ
スクリプション型居住等、多様な二地域居住・多地域居住を
推進 

 
（成果指標） 
・市区町村の取組により除却等がなされた管理不全空き家数 
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・居住目的のない空き家数※ 
※住宅・土地統計調査（総務省）における賃貸・売却用等以
外の「その他」の空き家 

 
＜国土交通省政策評価体系における位置付け＞ 
政策目標 １ 少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保
及び向上の促進 
施策目標 １ 居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良質
な住宅ストックの形成を図る 
業績指標 ５ 居住目的のない空き家数 
 

政 策 の 

達成目標 
居住目的のない空き家数を 400 万戸程度におさえる（令和 12
年） 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
４年間（令和６年１月１日～令和９年 12 月 31 日） 
 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
政策の達成目標に同じ。 
 
 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
賃貸・売却用等以外の「その他空き家」数 
318 万戸（平成 25 調査） ⇒ 349 万戸（平成 30 年調査） 
 
当該指標は、住宅土地統計調査（調査頻度は５年に１度）を

用いて算出されるため、現時点では目標の達成度を把握するこ
とは困難であるが、本特例措置について相当数の適用件数があ
ることから、政策目標に向けて一定の進展はあるものと考えら
れる。 
 

有 

効 

性 
要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

令和６年 15,431 件 
令和７年 16,212 件 
令和８年 16,962 件 
令和９年 17,686 件 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
本要望の措置により、毎年新たに発生する空き家の一定程度

の抑制が図られることは、当該空き家が周辺の生活環境に悪影
響を及ぼす蓋然性の高い「特定空家等」となることを防ぐこと
につながり、住宅政策の重要な政策課題である地域の適正な居
住環境の整備の観点に大きく寄与する。このため、本要望の措
置は有効である。 
 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

 
－ 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
○空き家再生等推進事業 
・社会資本整備総合交付金（令和５年度概算要求額 689,983 百
万円）の内数 

・防災・安全交付金（令和５年度概算要求額 967,738 百万円）
の内数 

○空き家対策総合支援事業（令和５年度概算要求額 5,800 百万
円） 

○空き家対策のモデル事業（令和５年度概算要求額 450 百万
円） 
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上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
本要望の措置は、空き家発生の最大の要因である「相続」に

由来する空き家（除却後の敷地を含む。）の有効活用（流通）
を促進することで空き家の発生を抑制するものである。 
一方、上記予算措置は、相続由来であるか否かにかかわら

ず、地域のまちづくりとして空き家対策に取り組む地方公共団
体に対する支援として、法に基づく空家等対策計画を策定して
いる地方公共団体における空き家の活用・除却等について補助
を行うものであるほか、空き家に関する多様な相談に対応でき
る人材育成、多様な専門家等との連携による相談体制の構築、
地方公共団体と専門家等が連携して共通課題の解決を行うモデ
ル的な取組等について支援を行うものである。 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 
予算措置によって地域のまちづくりとして空き家対策に取り

組む地方公共団体に対する支援や人材育成・相談体制の整備、
モデル事業への重点的な支援を行う一方で、本要望の措置によ
って相続由来の空き家の流通により空き家の発生・放置を抑制
することにより、総合的な空き家対策の実施が可能となり、住
宅政策の重要な政策課題である地域の適正な居住環境の整備に
大きく寄与することとなるため、本要望の措置は妥当である。 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
（単位：（適用件数）件、（減収額）百万円） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【出典】：国土交通省から地方公共団体への調査による 
※前回要望時の適用見込み件数、減収見込み額については、括
弧内のとおりである。 

年度 適用件数 減収額（推計） 

令和元年度 
9,573 

(8,410) 
13,277 
(9,600) 

令和２年度 
9,713 

(8,410) 
13,471 
(9,600) 

令和３年度 
11,976 
(8,410) 

16,610 
(9,600) 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
－ 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
適用実績から、本特例措置は相続人が被相続人の居住用家屋

等を譲渡するインセンティブとして機能しており、空き家及び
その敷地の有効活用（流通）が図られ、空き家の発生の抑制に
貢献していることから、手段として有効である。 

前回要望時 

の達成目標 

 
賃貸・売却用等以外の「その他空き家」数 
318 万戸（平成 25 年）⇒400 万戸程度におさえる（平成 37 年） 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
前回要望時よりも本特例措置を受けるための確認書交付件数

は 1.5 倍程度に増加しており、空き家の発生を抑制するという
目的には寄与をしている。一方で、令和 12 年の居住目的のない
空き家数を抑制するという目標達成に向けて引き続き本特例措
置を含めた対応が必要である。 
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これまでの 

要 望 経 緯 

平成 28 年度 創設 
令和元年度 拡充・延長 
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令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省住宅局住宅経済・法制課） 

項 目 名 令和３年の地方からの提案等に関する対応方針を踏まえた住宅用家屋
に係る所有権の保存登記等に係る特例措置に関する所要の措置 

税 目 登録免許税 

要

望

の

内

容 

 
【制度の概要】 
 住宅用家屋の所有権の保存登記及び移転登記並びに住宅取得資金の貸付け等
に係る抵当権の設定登記についての登録免許税の税率を軽減する。 
 
  ・所有権の保存登記 本則 0.4％→軽減税率 0.15％ 
  ・所有権の移転登記 本則 2.0％→軽減税率 0.3％ 

  ・抵当権の設定登記 本則 0.4％→軽減税率 0.1％ 
 
【要望の内容】 
「令和３年の地方からの提案等に関する対応方針」（令和３年 12 月 21 日閣

議決定）において、「住宅用家屋の所有権の保存登記等の登録免許税の税率の
軽減措置（72 条の２等）における市区町村長の証明事務（施行令 41 条及び 42
条１項）については、申請者の利便性の向上及び市区町村の事務負担の軽減に
ついて早急に検討し、結論を得る。」とされていることを踏まえ、住宅用家屋
に係る所有権の保存登記等の特例措置に関し、所要の措置を講ずる。 
 
【関係条文】 
租税特別措置法第 72 条の２～第 75 条 

租税特別措置法施行令第 41 条～第 42 条の２の３ 

租税特別措置法施行規則第 25 条～第 27 条 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 平年度の減収見込額  ―  百万円 

(制度自体の減収額) (   ― 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (   ― 百万円) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

 

「令和３年の地方からの提案等に関する対応方針」（令和３年 12 月 21 日閣
議決定）において、「住宅用家屋の所有権の保存登記等の登録免許税の税率の
軽減措置（72 条の２等）における市区町村長の証明事務（施行令 41 条及び 42
条１項）については、申請者の利便性の向上及び市区町村の事務負担の軽減に
ついて早急に検討し、結論を得る。」とされている。 

 

⑵ 施策の必要性 

 

「令和３年の地方からの提案等に関する対応方針」（令和３年 12 月 21 日閣
議決定）において、「住宅用家屋の所有権の保存登記等の登録免許税の税率の
軽減措置（72 条の２等）における市区町村長の証明事務（施行令 41 条及び 42
条１項）については、申請者の利便性の向上及び市区町村の事務負担の軽減に
ついて早急に検討し、結論を得る。」とされていることを踏まえ、住宅用家屋
に係る所有権の保存登記等の特例措置に関し、所要の措置を講ずる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 
 
－ 
 
 

政 策 の 

達成目標 

 
－ 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
 
－ 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
 
－ 
 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
 
－ 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み  

 
 
－ 
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要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
 
－ 
 
 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の措置 

 
 
－ 
 
 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
 
－ 
 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
 
－ 
 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 
「令和３年の地方からの提案等に関する対応方針」（令和３

年 12 月 21 日閣議決定）において、「住宅用家屋の所有権の保
存登記等の登録免許税の税率の軽減措置（72 条の２等）におけ
る市区町村長の証明事務（施行令 41 条及び 42 条１項）につい
ては、申請者の利便性の向上及び市区町村の事務負担の軽減に
ついて早急に検討し、結論を得る。」とされている。 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
 
－ 
 
 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
 
－ 
 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
 
－ 
 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
 
 
－ 
 
 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
 
 
－ 
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これまでの 

要 望 経 緯 

 
 
－ 
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14-1 
 

令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省鉄道局参事官（機構監督・地域調整）室） 

項 目 名 

 
整備新幹線の開業に伴いＪＲ旅客会社から経営分離される並行在来線
の土地・建物の所有権の移転登記等に係る（非課税措置）の延長 
 

税 目 登録免許税 

要

望

の

内

容 

 
整備新幹線の開業に伴いＪＲ旅客会社から経営分離される並行在来線の土

地・建物の所有権の移転登記等に係る登録免許税の非課税措置を延長する。 
 
【関係条文】 
租税特別措置法第 84 条の２ 
租税特別措置法施行令第 44 条 
租税特別措置法施行規則第 31 条の７ 
地方税法附則第 10 条第２項、第 15 条第 10 項 
地方税法施行令附則第６条の 16、第 11 条第 11～13 項 

 

 平年度の減収見込額   ―    百万円  

(制度自体の減収額) (  ―    百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (  ―    百万円) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

 

⑴ 政策目的 

全国新幹線鉄道整備法に基づき整備計画が定められている整備新幹線は、国
土の骨格を形成する基幹的輸送機関であるとともに沿線地域の産業経済の進展
等地域の発展にも大きく寄与する国家プロジェクトであり、これまで累次の政
府・与党申合わせの基本スキームに基づいて整備を推進しているところであ
る。 

 整備新幹線の並行在来線の取り扱いについては、 

 平成２年 12 月の政府・与党申合わせにより、「（整備新幹線を）建設着工
する区間の並行在来線は、開業時にＪＲの経営から分離することを（工事
実施計画の）認可前に確認すること」とされ、 

 平成８年 12 月の政府与党合意においては、「ＪＲからの経営分離後の並行
在来線について安定的な鉄道輸送を確保するため、当該鉄道事業に係る固
定資産について税制上の所要の措置を講ずる」こととされ、 

 平成 27 年１月の政府・与党申合せにおいても、「本申合せに抵触しない事
項であって従来の整備新幹線に係る申合せに規定されている事項は、依然
として有効である」とされており、 

これらの申合せに基づいて、並行在来線を経営する鉄道会社（第三セクタ
ー）の経営安定化、地域の生活路線・鉄道貨物輸送の維持、整備新幹線の整備
の円滑な推進を図るものである。 

 

⑵ 施策の必要性 

整備新幹線の開業に伴いＪＲから新たに経営分離される並行在来線について
は、引き続き、地域の生活路線や鉄道貨物輸送を維持する観点から重要な役割
を担うこととなるものの、整備新幹線の開業により幹線旅客需要が在来線から
新幹線へ移ることとなるほか、人口減少やモータリゼーションの進展等によ
り、並行在来線を経営する第三セクター鉄道会社を取り巻く環境は、様々な増
収・経費削減努力や、沿線地方公共団体による財政支援をもってしても、極め
て厳しい状況にならざるを得ない。 

 このため、平成８年 12 月の政府与党合意においては、「ＪＲからの経営分離
後の並行在来線について安定的な鉄道輸送を確保するため、当該鉄道事業に係
る固定資産について税制上の所要の措置を講ずる」こととされ、この合意に基
づき、固定資産税等の税制上の措置を講ずることにより、並行在来線を経営し
ている第三セクター鉄道会社を支援し、地域の生活路線である並行在来線の輸
送を確保してきたところである。 

 整備新幹線については、今後、北陸新幹線等において新たな区間の開業が予
定されており、これに伴い並行在来線の経営を新たに引き継ぐ鉄道会社（第三
セクター）においては、極めて厳しい経営状況となることが想定される。これ
らの経営の安定化を図り、地域の生活路線・鉄道貨物輸送の維持、整備新幹線
の整備の円滑な推進を図るためには、本特例措置の延長が不可欠である。 

 

今

回

の

要

望

（

租

税

別

措

置

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 
政策目標 ６ 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等

の確保・強化 
 施策目標 23 整備新幹線の整備を推進する 
 政策目標 ８ 都市・地域交通等の快適性、利便性の向上 
 施策目標 26 鉄道網を充実・活性化させる 
 

政 策 の 

達成目標 

 
並行在来線の経営を引き継ぐ第三セクター鉄道会社の経営安定
化を図ることにより、地域の生活路線、鉄道貨物輸送の維持、
整備新幹線の整備の円滑な推進を図る。 
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税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項

 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
 令和５年度末までに北陸新幹線の開業に伴い経営分離される

並行在来線、金沢－大聖寺間（46.4km）及び大聖寺－敦賀間
（84.3km）について第三セクター鉄道会社（IR いしかわ鉄
道及びハピラインふくい）による運行を開始する。 

 並行在来線を引き継ぐ第三セクター会社の円滑な運営と生活
路線である並行在来線の安定的な鉄道輸送の確保を図り、整
備新幹線の整備を円滑に推進する。 

 

政策目標の

達 成 状 況 

 
以下の第三セクター鉄道会社が並行在来線の経営を引き継い
で運行を継続 

 ・しなの鉄道㈱ 
（ＪＲ東日本経営分離区間：信越線軽井沢・篠ノ井間 65.1km）平成９年 10 月１日開業 

（ＪＲ東日本経営分離区間：信越線長野・妙高高原間 37.3km）平成 27 年３月 14 日開業 

・ＩＧＲいわて銀河鉄道㈱ 
  （ＪＲ東日本経営分離区間：東北線盛岡・目時間 82.0km）平成 14 年 12 月１日開業 

・肥薩おれんじ鉄道㈱ 
  （ＪＲ九州経営分離区間：鹿児島線八代・川内間 116.9km）平成 16 年３月 13 日開業 

・えちごトキめき鉄道㈱ 
  （ＪＲ東日本経営分離区間：信越線妙高高原・直江津間 37.7km）平成 27 年３月 14 日開業 

  （ＪＲ西日本経営分離区間：北陸線直江津・市振間  59.3km）平成 27 年３月 14 日開業 

・あいの風とやま鉄道㈱ 
  （ＪＲ西日本経営分離区間：北陸線市振・倶利伽羅間 100.1km）平成 27 年３月 14 日開業 

・ＩＲいしかわ鉄道㈱ 
  （ＪＲ西日本経営分離区間：北陸線倶利伽羅・金沢間 17.8ｋｍ）平成 27 年３月 14 日開業 

 ・道南いさりび鉄道㈱ 
（ＪＲ北海道経営分離区間：江差線五稜郭・木古内間 37.8ｋｍ）平成 28 年３月 26 日開業 

   

本年９月、九州新幹線（武雄温泉・長崎間）が開業予定とな
っており、整備新幹線の整備が着実に進んでいる。 
 

有 

効 

性 
要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
令和５年度末に開業を予定している北陸新幹線（金沢・敦賀

間）の並行在来線区間の経営を引き継ぐ第三セクター鉄道会社
（IR いしかわ鉄道及びハピラインふくい）への適用が見込まれ
る。 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
幹線旅客需要が新幹線に移ることとなる並行在来線を経営する
第三セクター鉄道会社の経営基盤は必然的に脆弱とならざるを
得ないことから、経営分離時点に発生する登録免許税の免税措
置を講じ、第三セクター鉄道会社の初期負担を軽減することに
より、並行在来線の円滑な経営分離・経営安定化を図ることは
地域の生活路線、貨物路線の維持、また整備新幹線の着実な整
備につながるものである。 
 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

 
整備新幹線の開業に伴いＪＲから譲渡された並行在来線に係

る非課税措置及び課税標準の特例措置の延長 
・不動産取得税：非課税 
・固定資産税、都市計画税：課税標準 20 年間１/２ 
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予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
－ 
 
 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
－ 
 
 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 
経営分離に伴いＪＲから譲渡を受ける土地・建物について、

登録免許税の非課税措置を講じることにより、第三セクター鉄
道会社の初期負担が軽減され、当該鉄道会社の経営が安定する
ことは、地域の生活路線・鉄道貨物輸送の維持、整備新幹線の
整備の円滑な推進につながるため、本特例措置を講じることは
政策目的を実現する手段として妥当である。 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
しなの鉄道      平成 ９年度    200 百万円  

平成 26 年度    61 百万円 
ＩＧＲいわて銀河鉄道 平成 14 年度    75 百万円 

肥薩おれんじ鉄道   平成 15 年度    35 百万円 
えちごトキめき鉄道  平成 26 年度    66 百万円 
あいの風とやま鉄道  平成 26 年度    124 百万円 
ＩＲいしかわ鉄道   平成 26 年度    36 百万円 
道南いさりび鉄道   平成 27 年度    19 百万円 
 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
－ 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
これまでに開業した並行在来線を運営する第三セクター鉄道事
業者について、本特例の適用によって初期負担を軽減したこと
は経営安定化につながっており、本特例による措置は有効であ
る。 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
 平成 34 年度（令和４年度）までに、整備新幹線の整備に伴

いＪＲから経営分離される並行在来線１路線 130.7km につい
て、第三セクター鉄道会社による運行を開始する。 

 並行在来線の経営を引き継ぐ第三セクター鉄道会社の経営安
定化を図ることにより、地域の生活路線・鉄道貨物輸送の維
持、整備新幹線の整備の円滑な推進を図る。 

 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
令和４年度開業予定であった北陸新幹線（金沢・敦賀間）につ
いて、工事遅延の影響により、開業時期が令和５年度にずれこ
むこととなったため、並行在来線についても同様に経営分離が
遅れることとなった。 
 
※平成 27 年度末には、北海道新幹線の並行在来線（木古内・五稜郭間 37.8km）が経営分離さ

れ、本特例の適用を受けている。 
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これまでの 

要 望 経 緯 

 
平成 ９年度税制改正要望提出（創設） 
平成 11 年度税制改正要望提出（延長） 
平成 16 年度税制改正要望提出（延長） 
平成 21 年度税制改正要望提出（延長） 
平成 28 年度税制改正要望提出（延長） 
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令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省自動車局技術・環境政策課） 

項 目 名 先進安全技術を搭載したトラック・バス車両に係る特例措置の拡充 

税 目 自動車重量税 

要

望

の

内

容 

【制度の概要】 
 トラック及びバスについては、事故発生時の被害が大きくなるおそれが高い
ことから、ドライバーの安全運転を支援する先進安全技術を有する装置の基準
化・義務化を順次進めているところ。 
 先進安全技術を有する装置の義務化前から、早期普及を促進することによっ
て、交通事故の防止及び被害軽減を加速させ、世界一安全な道路交通の実現と
いう大きな目標につながることから、先進安全技術を搭載したトラック及びバ
スに対する自動車重量税を軽減する。 
 
【要望の内容】 
 先進安全技術を備えるトラック及びバスに対する自動車重量税の特例措置を
以下のとおり拡充する。 
 
① 特例措置の拡充（初回分の自動車重量税の 25％軽減） 

        〔令和５年５月１日～令和８年４月 30 日〕 
  ○衝突被害軽減ブレーキ（歩行者検知機能付き）を備える以下の自動車 
   ・車両総重量 3.5 トン超のトラック 
   ・バス 
 
【関係条文】 
 租税特別措置法第 90 条の 14 
 租税特別措置法施行規則第 40 条の７ 
 

 

 平年度の減収見込額    ▲9 百万円 

(制度自体の減収額) (    ― 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (    ― 百万円) 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 
⑴ 政策目的 

・交通事故による 24 時間以内死者数は 2,636 人、負傷者数は 36 万 2,131 人
（令和３年）にのぼり、交通事故情勢は依然として厳しい状況にある。こ
のため、政府をあげて交通安全の諸施策を強力に推進しているところ。 

・具体的には、第 11 次交通安全基本計画（令和３年３月 29 日）において、
令和７年までに交通事故による 24 時間以内死者数を 2,000 人以下、世界一
安全な道路交通の実現を目指すという目標を掲げている。 

・交通事故をこれまで以上に削減するためには、ドライバーの安全運転を支
援する先進安全技術を搭載した自動車の普及が不可欠である。とりわけ、
トラック及びバス等の大型車両については、関越自動車道における高速ツ
アーバス事故（平成 24 年４月）や北陸自動車道における高速バス事故（平
成 26 年３月）、さらには軽井沢スキーバス事故（平成 28 年１月）に見ら
れるように、事故発生時の被害が大きくなるおそれが高いことから、先進
安全技術を有する装置の基準化・義務化を優先的に進めているところであ
るが、これとあわせて、装置義務化までの間、税制上の特例措置を講じる
こと等により、その普及を促進する必要がある。 

 

⑵ 施策の必要性 

・先進安全技術は事故防止効果が高いものの、開発・市場投入までに時間を
要するため、義務化までに一定のリードタイムを設ける必要がある。ま
た、価格が高額であるため車両購入者の負担が大きくなる。このため、先
進安全技術を有する装置の義務付けまでの間、税制上の特例措置を講ずる
こと等により、その普及を促進する必要がある。 
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・平成 24 年度より「衝突被害軽減ブレーキ（対車両）」を備える車両総重量
８トン超のトラック及び車両総重量 13 トン超のトラクタに、平成 25 年度
より同じく「衝突被害軽減ブレーキ（対車両）」を備える車両総重量５ト
ン超のバスに対して税制上の特例措置を開始。平成 27 年度より対象車両を
車両総重量 3.5 トン超８トン以下のトラック及び車両総重量５トン以下の
バスにも対象車両を拡大するとともに、「車両安定制御装置」を対象装置
に加えた。 

・また、平成 29 年度より「車線逸脱警報装置」を備える車両総重量 12 トン
超のバスに対して税制上の特例措置を開始。平成 30 年度より対象車両を車
両総重量 22 トン以下のトラック及び 12 トン以下のバスにも拡大を図っ
た。 

・さらに令和３年度より「側方衝突警報装置」を備える車両総重８トン超の
トラックに対して税制上の特例措置を開始。 

・以上の税制上の特例措置を講じることにより、当該装置の普及に極めて大
きな効果をあげている。 

 

今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 
性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 
・政策目標５ 安全で安心できる交通の確保、治安・生活安全

の確保 
 
・政策目標 17 自動車の安全性を高める 
 

政 策 の 

達成目標 

 
・令和７年までに 24 時間以内死者数を 2,000 人以下 
 （第 11 次交通安全基本計画（令和３年３月 29 日）） 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
令和５年５月１日～令和８年４月 30 日 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
・令和７年までに 24 時間以内死者数を 2,000 人以下（再掲） 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
令和３年の交通事故死者数（警察庁交通局資料より※） 
 2,636 人（24 時間以内） 
 3,205 人（30 日以内） 
※「交通事故死者数について」「３０日以内交通事故死者の状
況について」 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
令和５年度：拡充分 445 台（メーカーヒアリングによる） 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
・衝突被害軽減ブレーキ（歩行者検知機能付き）搭載により、
トラック及びバスの安全性の飛躍的な向上が期待される一
方、装置価格が高額であるため、その普及が課題。 

 
・要望の特例装置は、義務付け前に先進安全技術を搭載した車
両を購入する利用者の費用負担を広く一律に軽減するととも
に、市場における装置搭載車の価格競争力強化に資するもの
であり、もって、これら先進安全技術の早期普及の促進を期
待できることから、要望措置は有効である。 
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相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

 
 先進安全技術に係る自動車税の環境性能割の特例措置：側方
衝突警報装置又は衝突被害軽減ブレーキ（歩行者検知機能付
き）装着により取得価額から 175 万円控除、２装置装着により
350 万円控除 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
自動車運送事業者の安全総合対策事業（先進安全自動車

（ASV）の導入支援）：事項要求を行うため、要求額は予算編成
過程で検討（令和５年度要求） 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
 先進安全技術を有する装置の基準化・義務化を進めるととも
に、当該義務付けまでの間、要望措置と上記の予算措置を合わ
せて講じることにより、先進安全技術の搭載車を購入する利用
者の費用負担を軽減し、先進安全技術の早期普及を図る。 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 
 ASV 装置の搭載の義務付けに先立ち、補助金及び税制上の特例
措置を講じることにより、高価なため運送事業者にとって導入
が困難な ASV 装置を搭載した車両の早期導入を促進してきたと
ころ。補助金だけでなく、予算の制約等のない税制上の特例措
置を合わせて講じることにより、運送事業者に対して、より大
きなインセンティブ効果を期待できることから、妥当性を有す
る。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
令和元年度：トラック 28,766 台（476 百万円） 
      バス   10,964 台 （97 百万円） 
令和２年度：トラック 15,215 台（242 百万円） 
      バス    8,216 台 （57 百万円） 
令和３年度：トラック  9,128 台（148 百万円） 
      バス    4,647 台 （46 百万円） 
  

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
 ― 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
 当該措置を開始した平成 24 年（バスは平成 25 年）以降、ASV
装置の搭載率は着実に上昇。これら ASV 装置の普及の寄与もあ
り、この期間における交通事故死亡者数・負傷者数は連続して
減少しており、措置の有効性が確認できる。 
 
〇新車販売台数に占める ASV 装置搭載車の割合※ 

・トラック 
年度 R1 R2 R3 

 
装 
置 

衝突被害軽減ブレーキ
（対車両） 

92.7％ 97.3％ 98.6％ 

車線逸脱警報装置 73.6％ 81.6％ 91.2％ 
車両安定制御装置 80.6％ 86.6％ 96.2％ 

 
・バス 

年度 R1 R2 R3 
 
装 
置 

衝突被害軽減ブレーキ
（対車両） 

77.6％ 90.0％ 100.0％ 

車線逸脱警報装置 77.6％ 91.5％ 94.2％ 
車両安定制御装置 77.6％ 91.5％ 94.2％ 

 
※メーカーヒアリングによる 
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〇交通事故死者数・負傷者数（実績）     （単位：人） 

年度 R1 R2 R3 
死者数 24 時間以内 3,215 2,839 2,636 

30 日以内 3,920 3,416 3,205 
負傷者数 461,775 369,476 362,131 

【出展】：「交通事故死者数について」「３０日以内交通事故
死者の状況について」警察庁交通局資料）より 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
令和７年までに 24 時間以内死者数を 2,000 人以下 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
 交通事故死者数は年々減少しており、令和３年の 24 時間以内
死者数は 2,636 人で過去最少となった。しかしながら、令和７
年までに 24 時間以内死者数を 2,000 人以下とするためには、先
進安全技術の一層の普及促進が不可欠。 

これまでの 

要 望 経 緯 

平成 24 年度 創設 
平成 25 年度 拡充（対象にバスを追加） 
平成 27 年度 拡充及び延長（車両安定制御装置を追加） 
平成 29 年度 拡充及び延長（車線逸脱警報装置を追加（12 トン
超のバス）） 
平成 30 年度 拡充及び延長（車線逸脱警報装置を追加（12 トン
超のバスを除く）） 
令和元年度 延長 
令和３年度 拡充及び延長（側方衝突警報装置を追加（８トン
超のトラック及びトラクタ）） 
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令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省自動車局技術・環境政策課） 

項 目 名 自動車重量税に係るエコカー減税の延長・見直し 

税 目 自動車重量税 

要

望

の

内

容 

 
令和３年度与党税制改正大綱等を踏まえ、以下の方向で所要の見直しを行

う。 
 
○ 環境負荷の低減に対する要請の高まり等を踏まえた政策インセンティブ機
能の強化、市場への配慮等の観点を踏まえつつ、自動車重量税のエコカー減
税について延長するとともに、各税率の適用範囲の見直し等を行う。 

 
【関係法令】 
自動車重量税法第７条、同法施行令第４条、５条、同法施行規則第２条 
租税特別措置法第 90 条の 11、第 90 条の 11 の２、第 90 条の 11 の３、第 90 条
の 12 
同法施行令第 51 条の 2、同法施行規則第 40 条の２、第 40 条の４ 
 

 

 平年度の減収見込額  -   百万円 

(制度自体の減収額) (    -  百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (    -  百万円) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴  政策目的 

環境性能の優れた自動車への代替を促し、自動車に起因する環境負荷の低減
等を図る。 

（政府目標） 

・ 2030 年に新車販売に占める次世代自動車（※１）の割合を５割から７割
（※２）とする（成長戦略フォローアップ（令和２年７月 17 日閣議決
定）） 

（※１）電気自動車、燃料電池自動車、プラグインハイブリッド自動車、ハ
イブリッド自動車及びクリーンディーゼル自動車 

（※２）令和３年度における新車販売（乗用車）に占める次世代自動車の割
合は 45.8％となっている。 

・ 2035 年までに、乗用車新車販売で電動車 100％を実現できるよう、包括的
な措置を講じる。商用車については、８トン以下の小型の車について、2030
年までに、新車販売で電動車 20～30％、2040 年までに、新車販売で、電動
車と合成燃料等の脱炭素燃料の利用に適した車両で合わせて 100％を目指
し、車両の導入やインフラ整備の促進などの包括的措置を講じる。８トン超
の大型の車については、貨物・旅客事業等の商用用途に適する電動車の開
発・利用促進に向けた技術実証を進めつつ、2020 年代に 5,000 台の先行導
入を目指すとともに、水素や合成燃料等の価格低減に向けた技術開発・普及
の取組の進捗も踏まえ、2030 年までに、2040 年の電動車の普及目標を設定
する。（「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」（令和
３年６月 18 日）） 

・ 2030 年の運輸部門の二酸化炭素排出量を 2013 年度比で 35％削減する（「地
球温暖化対策計画」（令和３年 10 月 22 日閣議決定）） 

・ 将来の合成燃料の内燃機関への利用も見据え、2035 年までに新車販売でい
わゆる電動車（電気自動車、燃料電池自動車、プラグインハイブリッド自動
車及びハイブリッド自動車）100％とする目標等に向けて、蓄電池の大規模
投資促進等や車両の購入支援、充電・充てんインフラの整備等による集中的
な導入を図るとともに、中小サプライヤー等の業態転換を促す。（「経済財
政運営と改革の基本方針 2022」(令和４年６月７日閣議決定）） 

・ 将来の合成燃料の内燃機関への利用も見据え、2035 年までに乗用車の新車
販売をいわゆる電動車（電気自動車、燃料電池自動車、プラグインハイブリ
ッド自動車及びハイブリッド自動車）100％とする等の目標に向け、購入・
インフラ整備、蓄電池の国内製造立地推進、中小サプライヤーの前向きな業
態転換等に対する支援を行う。2050 年に生産・利用・廃棄を通じたカーボ
ンニュートラルの実現に向けて、技術開発等を通じて多様な選択肢を追求
し、我が国の基幹産業である自動車産業が、引き続き国際競争力を維持・強
化し世界をリードしていけるよう、あらゆる施策を講じていく。（「新しい
資本主義のグランドデザイン及び実行計画～人・技術・スタートアップへの
投資の実現～」(令和４年６月７日閣議決定）） 

 

⑵  施策の必要性 

地球温暖化問題や自動車からの排出ガス（NOx・PM）による大気汚染問題等の
環境対策に加え、国際競争力の強化等の行政課題に的確に対応するため、自動
車重量税について、令和３年度与党税制改正大綱等に沿って、見直しを行う必
要がある。 
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今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 
政策目標３  地球環境の保全 
施策目標９  地球温暖化防止等の環境の保全を行う 
参考指標13   新車販売に占める次世代自動車の割合 
 

政 策 の 

達成目標 

 
① 自動車重量税のグリーン化により、自動車の環境負荷の低減

等を図る。 
② 2030 年までに乗用車の新車販売に占める次世代自動車の割合

を５～７割とすることを目指す。 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
 
２年間（令和５年５月１日～令和７年４月 30 日） 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
 
－ 
 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
新車販売台数に占める次世代自動車の割合 
平成20年度（エコカー減税導入前）： 3.0％ 
令和３年度（エコカー減税導入後）：45.8％ 

 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
 
－ 
 
 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
エコカー減税の導入以降、次世代自動車の普及率は平成 21 年

度の 11.0％から令和 3 年度には 45.8％に大幅に向上しているな
ど（約 35 ポイント増加）、本措置による効果も合わさって環境
性能に優れた自動車の普及に大きな効果を発揮し、目標に向か
って着実に向上していることから、税負担の軽減による普及促
進効果は大きい。 

加えて、エコカー減税の導入以降、新車の平均燃費が向上し
ていることから、市場競争を通じてエンジン技術や軽量化など
の共通基盤技術が磨きあげられていると考えられ、自動車の技
術革新の加速化、延いては、新興市場を含めたグローバル市場
における我が国自動車メーカーの国際競争力の更なる強化等の
効果も期待できる。 
 

 
○新車販売台数に占める次世代自動車の割合（自動車工業会調
べ） 
 

年度 
割合 

R1 R2 R3 

39.0% 41.2% 45.8% 
 
（次世代自動車の新車販売台数／乗用車の新車販売台数） 
令和元年度 ：1,626,312／4,173,186 
令和２年度 ：1,588,179／3,858,350 
令和３年度 ：1,586,675／3,467,561 
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相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

 
 
自動車税・軽自動車税に係る環境性能割及びグリーン化特例の
延長・見直し（自動車税・軽自動車税） 
 
 
 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
〇地域交通のグリーン化に向けた次世代自動車普及促進事業 
 令和５年度予算概算要求額：1,201 百万円 
 地域交通のグリーン化のため、事業用として使用する次世代
自動車及び充電設備（充電設置工事費を含む）の導入を支援す
る。 
 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
税制改正要望の目的は、環境性能の優れた自動車への代替を

促し、自動車に起因する環境負荷の低減等を図るため、エコカ
ー減税のグリーン化を強化するとともに、自動車重量税の負担
の軽減を図り、事業用の次世代自動車だけでなく、環境性能に
優れた自動車の普及促進を目的としている。 
一方で、上記の補助金の目的は電気自動車等について、他の

地域や事業者による集中的導入を誘発・促進するような地域・
事業者間連携等による先駆的な取り組みを行う事業者等に対
し、初期需要を促すために購入補助等を行うものである。 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 
これまでも適用対象の重点化等の見直しを行ってきており、

環境性能の優れた自動車の普及促進、自動車の環境負荷の低減
等の政策目的に照らして、適切かつ必要最小限の措置となって
いる。また、予算の範囲で対象が限定され、申請や審査等に多
大な事務コストがかかる補助金等と異なり、比較的簡素な手続
きにより、要件を満たす自動車を購入等する消費者が等しく適
用を受けることができることから、租税特別措置としての妥当
性が認められる。 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
○新車販売に占めるエコカー減税対象車の割合（自動車工業会
公表情報） 

 
年度 

割合 
R1 R2 R3 

72.9% 64.3% 68.2% 
 
（エコカー減税対象車台数／新車販売台数） 
令和元年度：3,080,890／4,225,338 
令和２年度 ：2,521,116／3,918,420 
令和３年度 ：2,392,589／3,507,050 

 
 
○自動車重量税のエコカー減税（財務省試算） 

令和元年度 ：約 620 億円 
令和２年度 ：約 600 億円 
令和３年度 ：約 510 億円 

 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
 
－ 
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租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
エコカー減税の導入以降、自動車税及び軽自動車税のグリーン

化特例等の効果と相まって、新車の平均燃費や次世代自動車の
普及率が大幅に向上するなど、自動車のグリーン化が急激に進
展してきている。 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
 
 
－ 
 
 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
 
 
－ 
 
 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
 
－ 
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令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省自動車局総務課企画室） 

項 目 名 自動車関係諸税の課税のあり方の検討 

税 目 自動車重量税 

要

望

の

内

容 

 
自動車関係諸税については、令和４年度与党税制改正大綱における検討事

項、「経済財政運営と改革の基本方針 2022」及び政府の「GX 実行会議」におけ
る今後の議論等を踏まえ、クリーンエネルギー戦略（中間整理）に基づくロー
ドマップの実現に積極的に貢献するものとするとともに、自動運転をはじめと
する技術革新の必要性や保有から利用への変化、モビリティーの多様化を受け
た利用者の広がり等の自動車を取り巻く環境変化の動向、高齢者の免許返納の
加速や人口減少等に伴う地域公共交通へのニーズの高まりや上記の環境変化に
も対応するためのインフラの維持管理や機能強化の必要性等を踏まえつつ、
国・地方を通じた財源を安定的に確保していくことを前提に、幅広い関係者に
よる新たな受益と負担の関係も含め、その課税のあり方について、中長期的な
視点に立って検討を行う。 
 

 
【関係法令】 
自動車重量税法第７条、同法施行令第４条、５条、同法施行規則第２条 
租税特別措置法第 90 条の 11、第 90 条の 11 の２、第 90 条の 11 の３、第 90 条
の 12 
同法施行令第 51 条の 2、同法施行規則第 40 条の２、第 40 条の４ 
 

 
 
 

 平年度の減収見込額   －  百万円 

(制度自体の減収額) (   －  百万円) 

(改 正 増 減 収 額 ) (   －  百万円) 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

2050 年カーボンニュートラル実現を見据え、官民連携の下、脱炭素に向け
た経済・社会、産業構造変革への道筋の大枠を示したクリーンエネルギー戦
略（中間整理）に基づくロードマップの実現に積極的に貢献するものとする
とともに、自動運転をはじめとする技術革新の必要性や保有から利用への変
化、モビリティーの多様化を受けた利用者の広がり等の自動車を取り巻く環
境が大きく変化しており、高齢者の免許返納の加速や人口減少等に伴う地域
公共交通へのニーズの高まりや上記の環境変化にも対応するためのインフラ
の維持管理や機能強化の必要性等がある中で、自動車産業ひいては日本経済
全体の活性化を図るため、自動車関係諸税の課税のあり方について、中長期
的な視点に立って検討を行う。 

 

⑵ 施策の必要性 

①   自動車業界は CASE に代表される 100 年に一度ともいわれる大変革に直
面している。世界的な脱炭素の動きを受けた電気自動車の急速な普及、内
燃機関自動車に対する規制の強化、ネットワークに接続した自動車を中心
とする自動運転技術の飛躍的向上などの動きに代表されるこの大変革に対
応できるか否かは単に一産業の問題ではなく、日本の経済・雇用を大きく
左右しかねない極めて重要な課題である。 

②  令和４年度与党税制改正大綱の検討事項においては、「「2050 年カー
ボンニュートラル」目標の実現に積極的に貢献するものとするとともに、
自動運転をはじめとする技術革新の必要性や保有から利用への変化、モビ
リティーの多様化を受けた利用者の広がり等の自動車を取り巻く環境変化
の動向、地域公共交通へのニーズの高まりや上記の環境変化にも対応する
ためのインフラの維持管理や機能強化の必要性等を踏まえつつ、国・地方
を通じた財源を安定的に確保していくことを前提に、受益と負担の関係も
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含め、その課税のあり方について、中長期的な視点に立って検討を行
う。」とされたところ。 

③  また、「経済財政運営と改革の基本方針 2022」（令和４年６月７日閣
議決定）においては、グリーントランスフォーメーション（GX）への投資
に関して、「脱炭素社会の実現に向けた官民連携の取組を一気に加速し、
エネルギー安全保障の確保に万全を期しながら、国内投資を拡大しつつ新
たな成長のフロンティアを開拓する。2050 年カーボンニュートラル実現
を見据え、官民連携の下、脱炭素に向けた経済・社会、産業構造変革への
道筋の大枠を示したクリーンエネルギー戦略中間整理に基づき、年内にロ
ードマップを取りまとめる。（中略）こうした新たな政策イニシアティブ
の具体化に向けて、本年夏に総理官邸に新たに「ＧＸ実行会議」を設置
し、更に議論を深め、速やかに結論を得る。」とされたところ。  

④  さらに、第２次交通政策基本計画（令和３年５月 28 日閣議決定）にお
いては、「交通事業が独立採算制を前提とすることは、これまでにも増し
て困難となってくるとの認識に立ち、地域公共交通の維持確保に必要な財
源のあり方について、国・地方の厳しい財政状況も踏まえつつ、検討を行
う。」とされたところ。 

⑤  加えて、第５次社会資本整備重点計画（令和３年５月 28 日閣議決定）
においては、戦略的・計画的な社会資本整備のための安定的・持続的な公
共投資に関して、「これらの実施に必要な財源のあり方については、
PPP/PFI 等の民間資金の活用を推進するとともに、受益者負担を求めうる
分野については、社会経済状況の変化や脱炭素社会の実現に向けた取組、
海外における利用者負担等に関する状況等を踏まえつつ、利用実態に即し
た適切な負担のあり方についての検討を進める。また、それ以外の分野に
ついても、特に気候変動による災害リスクの増大への対応の必要性等を踏
まえつつ、適切な負担のあり方についての検討を行う。」とされたとこ
ろ。 

⑥  上記を踏まえ、2050 年カーボンニュートラルの実現を見据えたクリー
ンエネルギー戦略（中間整理）に基づくロードマップの実現への貢献、将
来のモビリティー社会像を見据えつつ、自動車関係諸税のあり方につい
て、高齢者の免許返納の加速や人口減少等に伴う地域課題の深刻化、税制
の簡素化等の視点も踏まえた検討を行う必要がある。 

今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 
政策目標３  地球環境の保全 
施策目標９  地球温暖化防止等の環境の保全を行う 
参考指標13  新車販売に占める次世代自動車の割合 
 

政 策 の 

達成目標 

 
① 自動車重量税のグリーン化により、自動車の環境負荷の低減

等を図る。 
② 2030 年までに乗用車の新車販売に占める次世代自動車の割合

を５～７割とすることを目指す。   
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
 
－ 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
 
－ 
 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
新車販売に占める次世代自動車の割合 
平成20年度（エコカー減税導入前）： 3.0％ 
令和３年度（エコカー減税導入後）：45.8％ 
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有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
 
－ 
 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
 令和４年度与党税制改正大綱の検討事項において、「「2050 
年カーボンニュートラル」目標の実現に積極的に貢献するもの
とするとともに、自動運転をはじめとする技術革新の必要性や
保有から利用への変化、モビリティーの多様化を受けた利用者
の広がり等の自動車を取り巻く環境変化の動向、地域公共交通
へのニーズの高まりや上記の環境変化にも対応するためのイン
フラの維持管理や機能強化の必要性等を踏まえつつ、国・地方
を通じた財源を安定的に確保していくことを前提に、受益と負
担の関係も含め、その課税のあり方について、中長期的な視点
に立って検討を行う。」とされている。 
また、「経済財政運営と改革の基本方針 2022」において、

「脱炭素社会の実現に向けた官民連携の取組を一気に加速し、
エネルギー安全保障の確保に万全を期しながら、国内投資を拡
大しつつ新たな成長のフロンティアを開拓する。2050 年カーボ
ンニュートラル実現を見据え、官民連携の下、脱炭素に向けた
経済・社会、産業構造変革への道筋の大枠を示したクリーンエ
ネルギー戦略中間整理に基づき、年内にロードマップを取りま
とめる。（中略）こうした新たな政策イニシアティブの具体化
に向けて、本年夏に総理官邸に新たに「ＧＸ実行会議」を設置
し、更に議論を深め、速やかに結論を得る。」とされているこ
とも踏まえ、こうした大局的な視点と一体となって、その検討
を図るものであり、当該大綱の方針の実現に資するものであ
る。 
 

 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

 
 
－ 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
 
－ 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
 
－ 
 
 
 

 

 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 
令和４年度与党税制改正大綱の検討事項において、「「2050 

年カーボンニュートラル」目標の実現に積極的に貢献するもの
とするとともに、自動運転をはじめとする技術革新の必要性や
保有から利用への変化、モビリティーの多様化を受けた利用者
の広がり等の自動車を取り巻く環境変化の動向、地域公共交通
へのニーズの高まりや上記の環境変化にも対応するためのイン
フラの維持管理や機能強化の必要性等を踏まえつつ、国・地方
を通じた財源を安定的に確保していくことを前提に、受益と負
担の関係も含め、その課税のあり方について、中長期的な視点
に立って検討を行う。」とされている。 
また、「経済財政運営と改革の基本方針 2022」において、
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「脱炭素社会の実現に向けた官民連携の取組を一気に加速し、
エネルギー安全保障の確保に万全を期しながら、国内投資を拡
大しつつ新たな成長のフロンティアを開拓する。2050 年カーボ
ンニュートラル実現を見据え、官民連携の下、脱炭素に向けた
経済・社会、産業構造変革への道筋の大枠を示したクリーンエ
ネルギー戦略中間整理に基づき、年内にロードマップを取りま
とめる。（中略）こうした新たな政策イニシアティブの具体化
に向けて、本年夏に総理官邸に新たに「ＧＸ実行会議」を設置
し、更に議論を深め、速やかに結論を得る。」とされているこ
とも踏まえ、こうした大局的な視点と一体となって、その検討
を図るものであり、妥当である。 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
○自動車重量税のエコカー減税（財務省試算） 
令和元年度 ：約 620 億円 
令和２年度 ：約 600 億円 
令和３年度 ：約 510 億円 

 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
 
－ 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
エコカー減税の導入以降、次世代自動車の普及率は平成 21 年

度の 11.0％から令和 3 年度には 45.8％に大幅に向上しているな
ど（約 35 ポイント増加）、本措置による効果も合わさって環境
性能に優れた自動車の普及に大きな効果を発揮し、目標に向か
って着実に向上していることから、税負担の軽減による普及促
進効果は大きい。 
加えて、エコカー減税の導入以降、新車の平均燃費が向上し

ていることから、市場競争を通じてエンジン技術や軽量化など
の共通基盤技術が磨きあげられていると考えられ、自動車の技
術革新の加速化、延いては、新興市場を含めたグローバル市場
における我が国自動車メーカーの国際競争力の更なる強化等の
効果も期待できる。 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
－ 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
 
 
－ 
 
 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
 
－ 
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令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省 海事局 外航課、内航課、船舶産業課） 

項 目 名 船舶に係る特別償却制度の拡充・延長 

税 目 所得税、法人税 

要

望

の

内

容 

【制度の概要】 
海上運送業を営む個人又は法人が、環境負荷の低減に資する船舶等の取得を

した場合に、船舶の区分に応じて特別償却ができる。 
 
＜外航船舶＞ 
（環境負荷低減船） 

外航日本船舶・・・・・・・・17/100 
外航日本船舶以外の船舶・・・15/100 

（先進船舶） 
外航日本船舶・・・・・・・・20/100 
外航日本船舶以外の船舶・・・18/100 

 
＜内航船舶＞ 

高度環境負荷低減船・・・・・・18/100 
環境負荷低減船・・・・・・・・16/100 

 
【要望の内容】 
経済安全保障に資する一定の要件を満たす、国内の船主が導入する外航船舶

について、特別償却率を 12％引き上げるとともに、現行の措置を２年間（令和
５年４月１日～令和７年３月 31 日）延長する。 
 
【関係条文】 
租税特別措置法第 11 条、第 43 条、第 66 条の６、第 68 条の 16 
租税特別措置法施行令第５条の８、第 28 条、第 39 条の 14～20、第 39 条の 49 
海上運送法第２条、第 39 条の 10～11 
海上運送法施行規則第 42 条の８～12 
船員法第 117 条の３ 
船舶職員及び小型船舶操縦者法第２条、第 18 条、第 20 条、第 23 条の 31～32 
臨時船舶建造調整法第２～４条 
船舶法第１条、第 20 条 
船舶のトン数の測度に関する法律第４条 
海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律第 19 条の３、第 19 条の 25～26 
海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律施行令第 11 条の７ 
二酸化炭素放出抑制船舶の二酸化炭素抑制指標に関する基準を定める省令 
第１条 

 

平年度の減収見込額 ▲ 1,422 百万円 

(制度自体の減収額) ( ▲ 2,600 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (   － 百万円) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 
国際社会からの CO2 排出削減等の環境負荷の低減や内航海運におけるカーボ

ンニュートラル推進への要請に応えるため、また、経済安全保障上重要な外航
船舶の安定的な供給にも資するよう、エネルギー効率が高く環境にやさしい船
舶の建造投資を促進することを目的とする。 
 
（外航） 
 外航海運は、船舶運航事業者（オペレーター）が船主（オーナー）から船舶
を用船することにより、競争力を保ちつつ必要な規模の船隊を確保する構造と
なっている。 
本特例措置は、エネルギー効率が良く、環境に優しい船舶の建造を促進する

ことにより、国際海運の環境負荷低減に関する社会的・国際的要請に応えつ
つ、経済安全保障上重要な外航船舶を安定的に確保し、オペレーターに対し船
舶を適時適切に供給して外航海運における日本商船隊を国際競争力のある形で
整備・拡大し、安全かつ効率的な輸送サービスの確保を図る。 
  
（内航） 
内航海運は国内貨物輸送の約４割を担っており、また、臨海部への製造所等

の立地集中に即した大量輸送機関として、長期にわたり石油製品、セメント、
鉄鋼等の産業基礎物資に係る輸送の約８割を担っているなど、我が国経済を支
える基幹的な物流産業として重要な役割を担っている。また、離島航路をはじ
め国内旅客輸送にとって不可欠な公共交通機関でもあり、我が国経済と国民生
活にとって必要不可欠な産業インフラ、ライフラインとして極めて重要な役割
を果たしている。 
 このため、本特例措置により生じるキャッシュフローの確保により、環境へ
の負荷の低減に資する船舶の取得を促進させ、環境負荷低減をより一層推進し
ていくことにより、社会的・国際的な要請に応えるとともに、運航や作業の効
率化等のソフト面での対応と相俟って生産性を向上させ、物流の大動脈として
の競争力のある省エネ型の輸送システムの構築を図る。 
 
⑵ 施策の必要性 

貿易量の 99.5％を海上輸送が占めている我が国において、国際海上貿易量の
長期的かつ安定的な増大が見込まれる中、国際社会からの CO2 排出削減等の環
境負荷の低減が求められていることから、こうした要請に応え日本商船隊の整
備強化を図る必要がある。 
また、我が国の国内貨物輸送の約４割、産業基礎物資輸送の約８割を担う国

民生活や経済活動を支える基幹的輸送インフラであり、離島航路をはじめ地域
社会におけるライフラインとしても極めて重要な役割を果たしている内航海運
分野については、国際的に地球温暖化対策を定めた「パリ協定」を踏まえた
「地球温暖化対策計画（令和３年 10 月 22 日閣議決定）において、船舶分野の
省エネ化が求められており、令和 12 年度までに 181 万トン CO2 の削減（省エネ
に資する船舶を 1,080 隻普及）を目標としている。 
また、「交通政策基本計画」（令和３年５月 28 日閣議決定）においても「基

本方針 C．災害や疫病、事故など異常時にこそ、安全・安心が徹底的に確保さ
れた、持続可能でグリーンな交通の実現」として「目標③運輸部門における脱
炭素化等の加速」を行うこととされているところである。 
このため、外航・内航両分野において船舶を取得した際に投下した資金を早

期に回収することができる本特例措置を延長し、エネルギー効率が高く環境に
優しい先進的な船舶の建造のための投資を促進する必要がある。 

 

また、国際情勢の緊迫化により、船舶を海外船主からの用船に依存した場合
の経済安全保障上のリスクとして顕在化しているところ、安定的な国際海上輸
送を維持するためには、国内の船主が外航船舶を安定的に保有する必要があ
る。 
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加えて、我が国海事産業の国際競争力を確保するため、IoT をはじめとした
新技術を活用した船舶の導入の促進を図る必要がある。 

今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の 

位 置 付 け 

（外航） 
政策目標 ６：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確

保・強化 
施策目標 19：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推

進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保
を推進する 

業績指標 58：日本商船隊の輸送量 
 
（内航） 
政策目標 ３：地球環境の保全 
施策目標 ９：地球温暖化防止等の環境の保全を行う 
業績指標 25：環境負荷低減に資する内航船舶の普及促進による

CO2 排出削減量（平成 25 年度比） 

政 策 の 

達 成 目 標 

（外航） 
・CO2 削減：令和 12 年度までに日本商船隊の燃費効率を平成 20
年度比で 40％改善する（排出原単位ベース。設備以外の運航
効率化も含む。）。 

・NOx 削減：新造船について、平成 23 年度からの国際海事機関
（IMO）二次規制削減率（一次規制値比 20％削減）を上回る
22％削減する。 

・我が国の外航海運の発展を図るため、国際競争力の強化を図
り、安定的な国際海上輸送を確保することとし、日本商船隊
の輸送量について令和７年度に 1,100 百万トンとする。 

・先進船舶を令和７年までに 340 隻程度の導入を目指す。 
 
（内航） 
・CO2 削減：令和 12 年度までに内航海運からの CO2 排出量 181
万トン削減する。（省エネに資する船舶を 1,080 隻導入） 

・NOx 削減：新造船について平成 23 年からの国際海事機関
（IMO）二次規制削減率（一次規制値比 20％削減）を上回る
22％の削減を行う。 

 

租税特別措 

置の適用又 

は延長期間 

２年間（令和５年４月１日～令和７年３月 31 日） 

 

同上の期間 

中 の 達 成 

目 標 

（外航） 
・国際海運における CO2、NOx の削減に向けた主導的貢献 
 CO2：令和６年度までに日本商船隊の燃費効率を平成 20 年度

比で 24.8％改善する。 
 NOx：新造船について、平成 22 年度比 22％の削減を行う。 
・令和６年度に日本商船隊の輸送量を 1,046 百万トンとする。 
・先進船舶を令和６年までに 224 隻程度の導入を目指す。 
 
（内航） 
・CO2、NOx の削減に向けた環境負荷低減船等の普及促進 
CO2：年間 70 隻程度の省エネに資する船舶を普及させ、年間

約 13 万トンの CO2 削減を行う。 
NOx：新造船について平成 22 年度比 22%の削減を行う。 
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政策目標の 

達 成 状 況 

（外航） 
・CO2 排出削減量 

令和３年度：平成 20 年度比 18.7％削減 
・新造船による NOx 削減 
  令和３年度：平成 22 年度比 22％以上削減 
・日本商船隊の輸送量 

令和３年度：883 百万トン 
・先進船舶の導入隻数 

令和３年：55 隻 
 
（内航） 
環境負荷低減船の普及状況 
・導入された環境負荷低減船等による CO2 排出削減量 

H31/R１年：33,858（t-CO2）（27 隻） 
R２年 ：22,620（t-CO2）（20 隻） 
R３年 ：47,642（t-CO2）（24 隻） 

・内航環境負荷低減船の代替取得等による NOx 排出削減 
R３年 ：新造船について平成 22 年度比 22％の排出削減 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

（外航） 
            （単位：隻） 

年 度 R５ R６ 
租税特別措置法第 43 条適用船舶 
（外航日本船舶） 

２ ２ 

租税特別措置法第 66 条の６適用船舶 
（外航日本船舶以外の船舶） 

39 39 

※海事局調査を基に推計 

 
（内航） 

           （単位：隻） 
年 度 R５ R６ 

（内航環境負荷低減船・高度内航環境負荷低減船） 

沿海運輸業の用に供される船舶 
５ ５ 

※過去３年間の本税制特例措置利用状況を基に推計 

要望の措置の 

効 果 見 込 み 

(手段として 

の 有 効 性 ) 

（外航） 
本特例措置は、船舶を取得した際に投下した資金を早期に回

収し、エネルギー効率が高く環境に優しい先進的な船舶の建造
や船隊の拡大のための投資を促進するものであり、政策目的を
達成するための手段として有効である。 
また、本特例措置は、課税の繰り延べであり、減税額相当分

を補助金として交付するよりも最終的な国庫負担は少ない措置
である。 
 
（内航） 
本租税特別措置は、船舶を取得した際に投下した資金を早期

に回収することが可能となるため、内航海運事業者の新造船の
建造意欲を増進させることができる。この際、対象となる新造
船について、船舶の近代化等その時々の社会的要請を踏まえた
要件等の見直しを行ってきたところであり、環境負荷低減に係
る要件を付加することで、高い環境性能を有する内航環境負荷
低減船等への転換を促す効果が得られるため、一段の環境負荷
低減を実現する政策目的の達成手段として有効である。 
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相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

（外航） 
① 特定の事業用資産の買換等の場合の課税の特例措置（租税特

別措置法第 37 条～第 37 条の４、第 65 条の７～９、第 66 条
の６） 

② 国際船舶の所有権の保存登記等に係る課税の特例措置（租税
特別措置法第 82 条） 

③ 国際船舶に係る固定資産税の課税標準の特例措置（地方税法
第 349 条の３第５項、附則第 15 条第 12 項） 

 
（内航） 
① 特定の事業用資産の買換等の場合の課税の特例措置（租税特

別措置法第 37 条、第 65 条の７、第 68 条の 78） 
② 中小企業投資促進税制（租税特別措置法第 10 条の３、第 42

条の６、第 68 条の 11） 
③ 内航船舶に対する固定資産税の課税標準の特例措置（地方税

法第 349 条の３第６項） 

予算上の措置

等の要求内容 

及び金額 

－ 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

－ 

要望の措置 

の 妥 当 性 

（外航） 
本租税特別措置により生じるキャッシュフローを原資とし

て、エネルギー効率が高く環境に優しい先進的な船舶の建造や
船隊の拡大のための投資がなされるという制度であり、政策目
的を実現するために有効な手段であるとともに、課税の繰り延
べであり、減税額相当額を補助金として交付するよりも国庫負
担も小さく、必要最小限の措置として妥当性を有する。 
 
（内航） 
本税制特例措置は課税の繰り延べであり、減税額相当額を補

助金として交付するよりも国庫負担は小さく、必要最小限の措
置として妥当性を有する。 
また、予算上の措置による支援では財政上の制約から対象事

業者や対象設備が限定され、内航海運全体の環境負荷低減船舶
への投資促進効果が小さくなること、単年度の支援制度とな
り、年度途中の様々な事情による船舶建造に機動的に対応でき
ないことなどから政策目的に対する手段として十分とは言えな
い。 
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こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租 税 特 別 

措 置 の 

適 用 実 績 

（外航） 
【適用実績】 
(1) 租税特別措置法第 43 条適用船舶（外航日本船舶） 

（金額の単位：百万円） 
年 度 R 元 R２ R３ 

隻数 ４ 
(２) 

１ 
(２) 

１ 
(４) 

減収額 645 
(542) 

156 
(542) 

333 
(774) 

特別償却実施額 2,781 
(2,337) 

671 
(2,337) 

1,437 
(3,338) 

※海事局調査に基づく 

※（ ）は前回及び前々回時に見込んだ数値（拡充・縮減を含む） 

 
(2) 租税特別措置法第 66 条の６適用船舶（外航日本船舶以外の

船舶） 
（金額の単位：百万円） 

年 度 R 元 R２ R３ 
隻数 53 

(31) 
27 
(31) 

37 
(38) 

減収額 11,773 
( 6,324) 

5,359 
(6,324) 

7,017 
(7,083) 

特別償却実施額 50,744 
(27,245) 

23,100 
(27,245) 

30,225 
( 30,532) 

※海事局調査に基づく 

※（ ）は前回及び前々回時に見込んだ数値（拡充・縮減を含む） 

 
（内航） 
【適用実績】 

（金額の単位：百万円） 
年 度 R 元 R２ R３ 

隻数 4 
(14) 

5 
(9) 

7 
(9) 

減収額 454 
(1,810) 

221 
(1,486) 

921 
(1,486) 

特別償却実施額 1,956 
(7,802) 

1,716 
(6,409) 

6,286 
(6,409) 

※海事局調査に基づく 

※（ ）は前回及び前々回時に見込んだ数値（拡充・縮減を含む） 

 
【前回要望時の減収見込額と実績の乖離】 
（外航） 
 概ね減収見込額通りの実績となった。 
 
（内航） 
新規建造数の減少により本特例措置活用隻数が減少したた

め、想定よりも減収額が減少したもの。 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

船舶の特別償却 
（外航・内航） 
①租税特別措置法の条項：第 43 条、第 68 条の 16 
②適用件数：平成 30 年度 48 件 

令和元年度  46 件 
令和２年度  49 件 
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③適用総額：平成 30 年度 43,976 百万円 
令和元年度  35,107 百万円 
令和２年度  48,806 百万円 

租税特別措 

置の適用に 

よ る 効 果 

(手段として 

の 有 効 性 ) 

（外航） 
・環境負荷低減に係る直接効果は、以下の通りである。 

日本商船隊からの CO2 排出量 
令和３年度：平成 20 年度比 18.7％削減 

  新造船による NOx 削減 
令和３年度：平成 22 年度比 22％以上削減 

・外航海運における日本商船隊の輸送量の確保に寄与 
 
（内航） 
・環境負荷低減に係る直接効果（令和３年度の本租税特別措置
利用分）として、 
CO2：24 隻の省エネに資する船舶が普及し、約 47,642 万トン

の CO2 削減 
NOx：新造船について平成 22 年度比 22％の削減 

前回要望時 

の達成目標 

（外航） 
・国際海運における CO2、NOx の削減に向けた主導的貢献 

CO2：令和４年度までに日本商船隊の燃費効率を平成 22 年度
比 21％改善する。 

NOx：新造船について、平成 22 年度比 22％の削減を行う。 
・我が国の外航海運の発展を図るため、平成 29 年度時点におけ
る過去６年間の日本商船隊の輸送比率の平均である 10％を元
に、引き続きその輸送比率を維持する。 

・先進船舶：令和４年までに 86 隻導入する。 
 
（内航） 
・省エネ化、CO2・NOx 排出削減 
CO2：年間約９万トン CO2 の削減（省エネに資する船舶を年間

70 隻程度の普及）を図る。 
NOx：新造船について平成 22 年度比 22％の削減を行う。 

前回要望時 

からの達成 

度及び目標 

に達してい 

ない場合の 

理 由 

【前回要望時からの達成度】 
 
（外航） 
・CO2 削減：日本商船隊からの CO2 排出量について、令和３年度

は平成 20 年度比 18.7％削減し、平成４年度までに
21％削減する見通し。 

・NOx 削減：新造船について、令和３年度において目標値である
平成 22 年度比 22％以上の削減を達成。 

・輸送比率：我が国商船隊の輸送比率の目標値が約 10％である
ところ、令和３年度においては 7.4％であった。 

・先進船舶：令和３年は 55 隻導入し、令和４年度までに 86 隻
の導入を達成する見込み。 

 
（内航） 
・CO2 ：令和２年 20 隻（2.3 万 t-CO2）、令和３年 24 隻（4.8

万 t-CO2）であった。    
・NOx ：新造船について平成 22 年度比 22％の削減を達成。 
 
【目標に達していない場合の理由】 
（外航） 
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・輸送比率：新型コロナウイルス感染拡大等の影響により、世
界の海上荷動き量が減少した中、特に日本商船隊が約８割の
輸送を担っている我が国の原油・鉄鉱石等の輸入量が約２割
減少したことなどにより、世界の海上荷動き量の減少以上に
日本商船隊の輸送量が減少したためと考えられる。 

 
（内航） 
・CO2 : 国内貨物輸送量が増えない中、建造のペースが上がら

ないことが一因と考えられる。 

これまでの 

要 望 経 緯 

（外航） 
平成 17 年度 縮減・延長（船舶を環境負荷低減型に限定、二重

構造タンカーの上乗せ(19/100、18/100)廃止、
船員訓練設備（６/100）を除外） 

平成 19 年度 延長（外航船舶について環境負荷低減設備等の要
件を追加） 

平成 21 年度 縮減・延長（トン数標準税制の適用を受ける法人
が取得等をする日本船舶以外の外航船舶に係る
償却割合を 16/100（現行 18/100）に引き下げ） 

平成 23 年度 縮減・延長（経営の合理化に著しく資する外航船
舶のうち日本船舶以外のものに係る償却割合を
16/100（現行 18/100）に引き下げ） 

平成 25 年度 縮減・延長（トン数標準税制の適用を受ける法人      
及びその子会社が取得等をする船舶を対象から
除外、外航船舶について環境負荷低減設備等の
要件を追加） 

平成 27 年度 縮減・延長（対象から総トン数１万トン未満の外
航船舶を除外、環境負荷低減要件の引き上げ、
追加 

平成 29 年度  縮減・延長（環境負荷低減要件の引き上げ） 
平成 31 年度 延長・拡充（先進船舶を外航船舶の特別償却制度

の対象に追加、先進船舶の償却割合を日本船舶
20/100、日本船舶以外 18/100 とする） 
縮減（環境負荷低減船の償却割合を外航日本船
舶については 17/100（現行 18/100）、外航日本
船舶以外については 15/100（現行 16/100）に引
き下げ、環境負荷低減要件の引き上げ） 

令和３年度   縮減・延長（環境負荷低減要件の引上げ、追加） 
 
（内航） 
平成 17 年度 縮減・延長（船舶を環境負荷低減型に限定、二重

構造タンカーの上乗せ（19/100、18/100）廃
止、船員訓練設備（６/100）を除外） 

平成 19 年度  延長 
平成 21 年度 拡充・延長（スーパーエコシップ等の高度環境負

荷低減船については 18％） 
平成 23 年度  縮減・延長（推進効率改良型プロペラ設置必須化

等の設備要件見直し） 
平成 25 年度 縮減・延長（サイドスラスター設置必須化等の設

備要件の見直し） 
平成 27 年度 縮減・延長（LED 証明器具設置必須化等の設備要

件の見直し） 
平成 29 年度 延長・拡充（内航環境負荷低減船のうち、「航海

支援システム」を搭載したものについては 18％
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に引き上げ） 
縮減（バルバスバウまたはバルブレス船型を必
須要件化） 

平成 31 年度  延長・縮減（船首方位制御装置を必須要件化） 
令和３年度   延長・縮減（匿名組合契約等の目的である船舶

を対象から除外、300 トン以上 2000 トン未満の
船舶に「衛星航法装置（GPS）」の設置を必須化
等の設備要件見直し） 
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令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省海事局外航課） 

項 目 名 
対外船舶運航事業を営む法人の日本船舶による収入金額の課税の特例
措置（トン数標準税制）の延長 

税 目 法人税 

要

望

の

内

容 

【制度の概要】 

 「日本船舶・船員確保計画」を作成し、国土交通大臣の認定を受けた対外船

舶運航事業者が、次の船舶に係る利益について、みなし利益課税の適用を受け

ることができる。 

① 日本船舶 

② 準日本船舶（対外船舶運航事業者または本邦船主が海外子会社を通じて実質

的に保有する一定の要件を満たした船舶） 

準日本船舶のみなし利益水準（100 純トン当たり）は、日本船舶の 1.5 倍。 

 

【要望の内容】 

本特例措置の適用期限を５年間延長する。 

（その他「日本船舶・船員確保計画」の認定に係る運用の明確化を図る。） 

 

【関係条文】 

租税特別措置法第 59 条の２ 

租税特別措置法施行令第 35 条の２ 

租税特別措置法施行規則第 21 条の 17 

海上運送法第 34 条～第 39 条の９ 

海上運送法施行規則第 30 条～第 42 条の７ 

海上運送法第 35 条の規定に基づく日本船舶・船員確保計画の認定等に関する省

令 

 

 平年度の減収見込額    － 百万円 

(制度自体の減収額) (▲1,300 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (  －  百万円) 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

⑴ 政策目的 

我が国経済・産業の活動を支える日本商船隊（我が国の外航海運事業者が運

航する船舶群）による国際海上輸送の確保を通じた経済安全保障の早期確立を

図る。 

 

⑵ 施策の必要性 

東日本大震災等の非常時に備えて、国際海上輸送の確保を図ることが重要で

ある。他国の管轄権の影響を受けず、安定的な国際海上輸送を通した経済安全

保障の中核となる外航日本船舶については、現行トン数標準税制に基づき、着

実に増加が図られているところである。現行制度を延長することにより、非常

時の国際海上輸送に必要な隻数（450 隻）を達成する必要がある。  
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今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

【政策体系における位置付け】 

・交通政策審議会海事分科会国際海上輸送部会答申（平成 19 年

12 月「安定的な国際海上輸送の確保のための海事政策のあり

方について」）において、経済安全保障の観点から、日本船

舶の必要規模は 450 隻とされた。 

・海洋基本計画（平成 30 年５月 15 日閣議決定）において、

「日本商船隊の国際競争力の確保及び安定的な国際海上輸送

の確保を図るため、トン数標準税制の実施等を通じ、日本船

舶・日本人船員を中核とした海上輸送体制の確保を図る」と

された。 

 

【政策評価体系における当該要望措置の位置付け】 

政策目標６ ・・・国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等

の確保・強化 

施策目標 19・・・海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備

の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸

送の確保を推進する 

業績指標 59・・・外航海運事業者が運航する日本船舶の隻数 

政 策 の 

達成目標 

日本商船隊における日本船舶数を 450 隻とすることを目標とす

る。 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

５年間（令和５年度以降の適用） 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

日本船舶及び準日本船舶の合計隻数を、５年間（令和５年度以

降）で 370 隻程度とすることを目標とする 

政策目標の

達 成 状 況 

日本船舶は平成 29 年度の 237 隻から令和３年度までに 273 隻

まで増加しており、令和４年度には 300 隻程度まで増加する見

込みである。 

なお、令和４年度には日本船舶及び準日本船舶の合計隻数は

330 隻程度になる見込みである。 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

【適用隻数(見込み)】 

                （単位：隻）                                

年 度 5 6 7 8 9 

日本船舶 299 307 316 324 333 

準日本船舶 30 30 30 30 30 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

日本商船隊の中核である日本船舶については、トン数標準税

制の導入の効果もあり、これまでの減少基調から増加に転じ、

認定事業者による日本船舶の隻数は、トン数標準税制導入時の

77 隻から令和４年度末には 290 隻となる見込みである。 

非常時における国際海上輸送の確保の重要性にかんがみ、ト

ン数標準税制を延長し、「日本船舶・船員確保計画」を令和５

年度以降も継続することで、早期に 450 隻を確保する必要があ

る。 
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相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の措置 

トン数標準税制（法人住民税、法人事業税） 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

－ 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

－ 

要望の措置 

の 妥 当 性 

本特例措置により、利益の変動が激しい対外船舶運航事業者

にとって、毎年の納税額が予見可能となり、高額な船舶投資を

安定的・計画的に行うことが可能となるため、政策目的の達成

のために効率的な政策手法であり、妥当性を有する。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 
※ 認定事業者７社へのアンケート調査に基づき算出 

 適用件数 適用額 減収額 

令和元年 ７者 40,848 百万円 3,637 百万円 

令和２年 ７者 24,757 百万円 2,601 百万円 

令和３年 ７者 110,731 百万円 25,689 百万円 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

トン数標準税制 

① 条項：59 条の２ 

② 適用件数：４件 

③ 適用額：11,995,902 千円 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

日本商船隊の中核である日本船舶については、トン数標準税

制の導入の効果もあり、これまでの減少基調から増加に転じ、

認定事業者による日本船舶の隻数は、トン数標準税制導入時の

77 隻から令和４年度末には 290 隻となる見込みであり、現行制

度が有効に活用されている。 

前回要望時 

の達成目標 

日本船舶及び準日本船舶の合計隻数を、５年間（平成 30 年度

以降）で 415 隻とすることを目標とする。 



19 ­ 4 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 数年前までの海運不況により、各社が船隊規模の縮小を行っ

たため、準日本船舶が減少し、目標に達しなかった。 

これまでの 

要 望 経 緯 

H21 年度 日本船舶についてトン数標準税制（５年間）を創設 

H24 年度 準日本船舶（対外船舶運航事業者の海外子会社が所有

する一定の要件を満たした外国船舶）まで課税の特

例とする拡充要望 

H25 年度 準日本船舶まで対象を拡充 

H28 年度 準日本船舶について、日本の船主が海外子会社を通じ

て実質的に保有する一定の要件を満たした船舶まで

対象とする拡充要望 

H30 年度 準日本船舶について、日本の船主が海外子会社を通じ

て保有する一定の要件を満たした船舶まで対象を拡

充  

 



20 - 1 

令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省 海事局 外航課、内航課） 

項 目 名 
海上運送業における特定の事業用資産の買換等の場合の課税の特例措

置の延長 

税 目 所得税、法人税 

要

望

の

内

容 

【制度の概要】 

海上運送業に供する一定の船舶を譲渡し、環境負荷低減に資する一定の要件

を満たす船舶を新たに取得した場合における譲渡資産譲渡益について、80%の課

税繰り延べ。 

 

【要望の内容】 

 本特例措置の適用期限を３年間延長する。  

 

【関係条文】 

・租税特別措置法 

第 37 条～第 37 条の４、第 65 条の７～第 65 条の９、第 66 条の６ 

・租税特別措置法施行令 

第 25 条、第 39 条の７、第 39 条の 14～20 

・租税特別措置法施行規則 

第 18 条の 5、第 22 条の 11 

 

 平年度の減収見込額 －   百万円 

(制度自体の減収額) (▲110,300 百万円の内数) 

(改 正 増 減 収 額) (      － 百万円) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 
（外航） 
外航船舶の調達には多額の資金を要するところ、譲渡船舶の売却益を活用し

て、環境負荷低減を図りつつ代替を促進し、計画的かつ安定的に日本商船隊
（我が国の外航海運事業者が運航する船舶群）の維持・整備を図ることを目的
とする。 
 
（内航） 
多額の資金を要する船舶の調達において、譲渡船舶の売却益を活用して代替

船舶を確保し、我が国の国民生活及び経済活動を支える基幹的輸送インフラで
ある内航海運に係る船舶の更新を促進することで、安定的な輸送サービスの確
保を図りつつ、環境負荷の低減を実現することを目的とする。 
 
⑵ 施策の必要性 
（外航） 
四面環海の我が国では、貿易量の 99.5％を海上輸送が占めている。また、外

航海運による輸送ネットワークは、我が国製造業の活動のグローバル化の担い
手となっている。このように、外航海運は、日本の輸出入や我が国産業界の国
際活動を支える基礎インフラである一方、世界の荷動き量に占める日本商船隊
による輸送比率が漸次的に低下している状況であり、日本商船隊による安定的
な輸送サービスを確保することは極めて重要な課題である。 
船舶は、①使用して一定期間を経過すると、経年劣化により修繕費が急増す

ることや、②低燃費、高積載率の新造船の導入により性能が劣後すること等か
ら競争力が低下するため、売却益を活用し、より効率性の高い環境性能に優れ
た船舶を投入する必要がある。 
 
（内航） 
内航海運は国内貨物輸送の約４割を担っており、また、臨海部への製造所等

の立地集中に即した大量輸送機関として、長期にわたり石油製品、セメント、
鉄鋼等の産業基礎物資に係る輸送の約８割を担っているなど、我が国経済を支
える基幹的な物流産業として重要な役割を担っている。また、離島航路をはじ
め国内旅客輸送にとって不可欠な公共交通機関でもあり、我が国経済と国民生
活にとって必要不可欠な産業インフラ、ライフラインとして極めて重要な役割
を果たしている。 
こうした内航海運が基幹的輸送インフラとしての機能を適切に担っていくた

めには、輸送手段である船舶を、より安全かつ環境の面に優れた船舶に安定的
に代替させていくことが重要である。しかしながら、中小規模の事業者がほと
んどである内航海運業においては、一般的に大規模な投資を必要とする船舶の
代替を安定的に行い、かつ、より環境負荷を低減させる船舶を導入していくこ
とは容易ではない。 
一方で、内航海運分野については、国際的に地球温暖化対策を定めた「パリ

協定」を踏まえた「地球温暖化対策計画」（令和３年 10 月 22 日閣議決定）に
おいて、船舶分野の省エネ化が求められており、令和 12 年度までに内航海運か
らの CO2 排出量 181 万トン CO2 を削減（省エネに資する船舶を 1,080 隻程度普
及する）ことが目標とされている。また、「交通政策基本計画」（令和３年５
月 28 日閣議決定）においても「基本方針 C．災害や疫病、事故など異常時にこ
そ、安全・安心が徹底的に確保された、持続可能でグリーンな交通の実現」と
して「目標③運輸部門における脱炭素化等の加速」を行うこととされていると
ころである。 
こうした中で、安定的かつ環境性能に優れた内航輸送サービスの提供を確保

していく観点から、船舶の代替に際し、既存船舶の譲渡益を活用して新たな船
舶を取得することを可能とするため、船舶の譲渡益への課税負担を減じる本特
例措置を延長することが必要である。 
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今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の 

位 置 付 け 

（外航） 
政策目標：６ 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の

確保・強化 
施策目標：19 海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の

推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の
確保を推進する 

業績指標：58 日本商船隊の輸送量 
 
（内航） 
政策目標：３ 地球環境の保全 
施策目標：９ 地球温暖化防止等の環境の保全を行う 
業績指標：25 環境負荷低減に資する内航船舶の普及促進によ

る CO2 排出削減量（平成 25 年度比） 

政 策 の 

達 成 目 標 

（外航） 
・環境性能の良い船舶の取得を促進することで、燃費性能の改
善等により、我が国の外航海運事業者の国際競争力の強化を
図り、安定的な国際海上輸送を確保することとし、令和７年
の日本商船隊の輸送量 1,100 百万トンを目標とする。 

・CO2 削減：令和 12 年度までに日本商船隊の燃費効率を平成 20
年度比で 40％改善する（排出原単位ベース。設備以外の運航
効率化も含む。）。 

・NOx 削減：新造船について平成 23 年からの国際海事機関
（IMO）二次規制削減率（一次規制値比 20％削減）を上回る
22％削減する。 

 
（内航） 
・CO2 削減：令和 12 年度までに内航海運からの CO2 排出量 181
万トン削減する。（省エネに資する船舶を 1,080 隻導入） 

・NOx 削減：新造船について平成 23 年からの国際海事機関
（IMO）二次規制削減率（一次規制値比 20％削減）を上回る
22％の削減をする。 

 

租税特別措 

置の適用又 

は延長期間 

所得税：３年間（令和６年１月１日～令和８年 12 月 31 日） 
法人税：３年間（令和５年４月１日～令和８年３月 31 日） 

 

同上の期間 

中 の 達 成 

目 標 

（外航） 
・令和７年の日本商船隊の輸送量 1,100 百万トンを目標とす
る。 

・国際海運の CO2、NOx の削減に向けた主導的貢献 
 CO2：令和７年度までに日本商船隊の燃費効率を平成 20 年度

比 27％改善する。 
 NOx：新造船について平成 22 年度比 22％の削減を行う。 
 
（内航） 
① 省エネ化、CO2・NOx 排出削減 
・CO2：CO2 排出量年間約 13 万トンの削減（省エネに資する船
舶を年間 70 隻程度普及）を行う。 

・NOx：新造船について平成 22 年度比 22％の削減を行う。 
② 船舶の代替取得の促進 
・本税制特例措置が適用される年間代替取得隻数を 14 隻以上
とする。 
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政策目標の 

達 成 状 況 

（外航） 
・日本商船隊の輸送量 

令和３年度：883 百万トン 
・CO2 排出削減 
  令和３年度：平成 20 年度比 18.7％削減 
・NOx 排出削減 
  令和３年度：新造船について平成 22 年度比 22％の削減 
 
（内航） 
①省エネ化、CO2・NOx 排出削減 
・令和元年度に導入された環境負荷低減船等の隻数：27 隻 
・令和２年度に導入された環境負荷低減船等の隻数：20 隻 
・令和３年度に導入された環境負荷低減船等の隻数：24 隻 
・内航環境負荷低減船の代替取得等による NOx 排出削減 
令和３年度：新造船について平成 22 年度比 22％削減 

②船舶の代替取得数 
令和３年度：４隻（本税制特例措置が活用された船舶数） 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

（外航） 
（単位：隻数） 

年 度 R5 R6 R7 
租税特別措置法第 65 条の 7 適用船舶 
（外航日本船舶） 

0 0 0 

租税特別措置法第 66 条の 6 適用船舶 
（外航日本船舶以外の船舶） 

16 16 16 

※事業者団体調査及び海事局調査に基づき推計 

 
（内航） 

（単位：隻数） 
年 度 R5 R6 R7 

租税特別措置法第 65 条の 7 適用船舶 
（内航船舶） 

11 11 11 

※過去５年間の新造船隻数、税制特例措置利用状況等を基に各種施策の

効果も勘案し推計 

要望の措置の

効果見込み

(手段として

の有効性) 

（外航） 
本租税特別措置は、多額の資金を要する外航船舶の調達にお

いて、譲渡船舶の売却益を活用し、環境負荷低減を図りつつ代
替を促進するものであり、政策目的を達成するための手段とし
て有効である。 
 
（内航） 
本租税特別措置は、多額の資金を要する船舶の調達におい

て、譲渡船舶の売却益を活用した安定的な代替船舶の確保を可
能とするものであり、政策目的を達成するための手段として有
効である。 
  本特例措置は、昭和 49 年度の創設から約 40 年を経過し、そ
の間、その時々の社会的要請を踏まえた観点から見直し等を行
ってきているが、一貫して海運の安全かつ効率的な輸送サービ
スの確保並びに省エネ・低炭素化に資する船舶の導入促進を支
援するとの普遍的な役割を有して今日に至っており、手段とし
て有効である。 
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相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

（外航） 
① 船舶特別償却制度（租税特別措置法第 11 条、第 43 条、第 66

条の６、第 68 条の 16） 
② 国際船舶の所有権の保存登記等に係る課税の特例措置（租税

特別措置法第 82 条） 
③ 国際船舶に係る固定資産税の課税標準の特例措置（地方税法

第 349 条の３第５項、附則第 15 条第 12 項） 
 
（内航） 
① 中小企業投資促進税制（租税特別措置法第 10 条の３、第 42

条の６、第 68 条の 11） 
② 船舶特別償却制度（租税特別措置法第 11 条、第 43 条、第 66

条の６、第 68 条の 16） 
③ 内航船舶に対する固定資産税の課税標準の特例（地方税法第

349 条の３第６項） 

予 算 上 の 

措 置 等 の 

要 求 内 容 

及 び 金 額 

－ 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目 

と の 関 係 

－ 

要望の措置 

の 妥 当 性 

（外航） 
本租税特別措置により、多額の資金を要する外航船舶の調達

において、譲渡船舶の売却益を活用して、環境負荷低減を図り
つつ、代替を促進する制度であり、政策目的を実現するために
有効な手段である。 
また、本租税特別措置は課税の繰延べあり、減税額相当分を

補助金として交付するよりも最終的な国庫負担も小さく、必要
最小限の措置として妥当性を有する。 
さらに、国の補助金による支援措置は、WTO サービス貿易一般

協定（内国民待遇※）に抵触するおそれがあることからも、本
租税特別措置による支援が妥当である。 

※他の加盟国のサービス提供者に対し、自国の同様のサービス提供者に与え

る待遇よりも不利でない待遇を与えなければならない。 
 
（内航） 
本租税特別措置は課税の繰り延べであり、減税額相当分を補

助金として交付するよりも最終的な国庫負担は小さく、必要最
低限の措置として妥当性を有する。 
また、予算上の措置による支援のみでは財政上の制約から対

象事業者や対象設備が限定され、内航海運全体の環境負荷低減
船舶への投資促進効果が小さくなること、単年度の支援制度と
なり、年度途中の様々な事情による船舶建造に機動的に対応で
きないことなどから政策目的に対する手段として十分とは言え
ないため、本租税特別措置による支援が妥当である。 
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こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租 税 特 別 

措 置 の 

適 用 実 績 

（外航） 
(1) 租税特別措置法第 65 条の７適用船舶（外航日本船舶） 

（金額の単位：百万円） 
年 度 R１ R２ R３ 

適用数 
０ 

（１） 
０ 

（０） 
１ 

（０） 

減収額 
０ 

（195） 
０ 

（０） 
42 

（０） 
※事業者団体及び海事局調査に基づくもの。 

※（ ）は、前回及び前々回時に見込んだ数字（拡充・縮減を含む） 
 
(2) 租税特別措置法第 66 条の６適用船舶（外航日本船舶以外の

船舶） 
（金額の単位：百万円） 

年 度 R１ R２ R３ 

適用数 
21 

（17） 
17 

（12） 
22 

（12） 

減収額 
5,325 

（3,314） 
1,923 

（2,835） 
5,646 

（2,835） 
※事業者団体及び海事局調査に基づくもの。 

※（ ）は、前回及び前々回時に見込んだ数字（拡充・縮減を含む） 
 
（内航） 

（金額の単位：百万円） 
年 度 R１ R２ R３ 

適用数 
11 

（16） 
10 

（16） 
４ 
(16) 

減収額 
430 

（516） 
223 

（516） 
55 

(516) 
※海事局調査に基づく。 

※（ ）は、前回及び前々回時に見込んだ数字（拡充・縮減を含む） 
 
【前回要望時の減収見込額と実績の乖離】 
（外航） 
新造による船舶の買換が多かったことにより、減収額が要望

時の見込みよりも大きくなっている。 
 
（内航） 
新規建造数の減少により本特例措置活用隻数が減少したた

め、想定よりも減収額が減少したもの。 

 

租特透明化 

法に基づく 

適 用 実 態 

調 査 結 果 

特定の資産の買換えの場合等の課税の特例（日本船舶から日本
船舶への買換え） 
（外航・内航） 
① 租税特別措置法の条項：第 43 条、第 68 条の 16 
② 適用件数：平成 30 年度 43 件の内数 

令和元年度  42 件の内数 
令和２年度  38 件の内数 

③ 適用額 ：平成 30 年度 6,127,276（千円）の内数 
     令和元年度  6,311,682（千円）の内数 

       令和２年度  4,401,532（千円）の内数 
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租税特別措 

置の適用に 

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性 ) 

（外航） 
・外航海運における日本商船隊の輸送量の確保に寄与。 
・環境負荷低減に係る直接効果は、以下の通りである。 

日本商船隊からの CO2 排出量 
令和３年度：平成 20 年度比 18.7％削減 

新造船による NOx 削減 
令和３年度：平成 22 年度比 22％以上の削減を達成 

 
（内航） 
・環境負荷低減に係る直接効果は以下のとおりである。 
環境負荷低減船等の導入隻数 
令和３年度：24 隻 

前回要望時 

の達成目標 

（外航） 
・国際海運の CO2、NOx の削減に向けた主導的貢献 
CO2：令和４年度までに日本商船隊の燃費効率を平成 20 年度
比で 21％改善する。 
NOx：新造船について 22％の削減を行う（平成 22 年度比） 

・我が国の外航海運の発展を図るため、平成 29 年度時点におけ
る過去６年間の日本商船隊の輸送比率の平均である 10％を元
に、引き続きその輸送比率を維持する。 

 
（内航） 
・CO2 削減：令和 12 年度までに内航海運からの CO2 排出量 181

万トン削減（省エネに資する船舶を 1,080 隻普及）を図る。 
・NOx 削減：新造船について、平成 23 年からの国際海事機関

（IMO）二次規制削減率（一次規制値比 20％削減）を上回る
22％の削減を行う。 

 ・船舶の代替取得の促進 
本税制特例措置が適用される年間代替取得隻数を 14 隻以上と
する。 

前回要望時 

からの達成 

度及び目標 

に達してい 

ない場合の 

理 由 

（外航） 
【令和３年度】 
・CO2 削減：日本商船隊からの CO2 排出量の平成 20 年度比

20.8％削減。令和４年度までに 21％削減を達成する見込み。 
・NOx 削減：新造船について、目標値である平成 22 年度比 22％

以上の削減を達成。 
・輸送比率：日本商船隊の輸送比率は 7.4％に留まり、目標値で

ある 10％に届かなかった。 
 
【目標に達していない場合の理由】 
・輸送比率 

新型コロナウイルス感染拡大等の影響により、世界の海上
荷動き量が減少した中、特に日本商船隊が約８割の輸送を担
っている原油・鉄鉱石等の輸入量が約２割減少したことなど
により、世界の海上荷動き量の減少以上に我が国商船隊の輸
送量が減少したため。 

 
（内航） 
【令和３年度】 
・省エネ化、CO2・NOx排出削減 

環境負荷低減船等の隻数は 24 隻であり、目標に届かなかったが、
内航環境負荷低減船の代替取得等による NOx 排出削減について
は対平成22年度比22％削減を達成している。 
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・船舶の代替取得数 
令和２年度の本税制特例措置適用隻数：10 隻 
令和３年度の本税制特例措置適用隻数：４隻 
目標値である 14 隻には届かなった。 

 
【目標に達していない場合の理由】 

前回要望時の「本税制特例措置が適用される年間代替取得
隻数を 14 隻以上とする」という目標に対して、令和３年度の
取得隻数は４隻であったが、事業者の財務状況及び船舶の建
造サイクルにより当該特例措置を活用する状況になかったこ
と等が考えられる。 

これまでの 

要 望 経 緯 

（外航） 
昭和 49 年度 創設 
平成 23 年度 延長（環境負荷低減設備等の要件を追加） 
平成 26 年度 縮減・延長（譲渡資産を船齢 25 年未満（作業船は

船齢 45 年未満）に限定、環境負荷低減要件設備等
の要件を追加） 

平成 29 年度 縮減・延長（トン数標準税制認定事業者及びその
海外子会社が所有する船舶の適用除外） 

令和 ２年度 延長（買換資産の船齢が法定耐用年数以下のもに
限定） 

 
（内航） 
昭和 49 年度 創設（船舶→船舶） 
昭和 50 年度 延長 
昭和 55 年度 延長 
昭和 59 年度 拡充（船舶→減価償却資産） 
昭和 60 年度 延長 
平成 ２年度 延長 
平成 ８年度 延長 
平成 11 年度  拡充（内航：船腹調整事業→内航海運暫定措置事

業への移行に伴う見直し） 
平成 17 年度 拡充（内航海運業に係る参入規制：許可制→登録

制） 
平成 18 年度 縮減・延長（新造船又は環境負荷低減船に限定） 
平成 23 年度 縮減・延長（船舶→減価償却資産の廃止、中古船

舶の船齢要件厳格化、新造船舶に環境要件付加） 
平成 26 年度 縮減・延長（譲渡資産の船齢要件厳格化、環境要

件の追加） 
平成 29 年度 縮減・延長(2,000 トン以上の船舶に係る環境要件

厳格化) 
令和 ２年度  縮減・延長(買換資産の船齢を法定耐用年数以下

に限定) 

 
 



令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省 港湾局 技術企画課） 

項 目 名 
港湾の整備、維持管理及び防災対策等に係る作業船の買換等の場合の
課税の特例措置の延長 

税 目 所得税、法人税 

要

望

の

内

容 

 
【制度の概要】 

船齢 35 年未満の作業船を譲渡し、新たに作業船（船齢が耐用年数以内であ
って、海防法の規定による窒素酸化物の放出基準の 78/80 を満たしている原
動機を有するものに限る）を取得した場合、譲渡益の 80％の圧縮記帳を可能
とする特例措置。 
 
【要望の内容】 

 所得税：令和６年１月１日から令和８年 12 月 31 日（３年間の延長） 
法人税：令和５年４月１日から令和８年３月 31 日（３年間の延長）  
 
【関係条文】 

・租税特別措置法 
第 37 条～第 37 条の４、第 65 条の７～第 65 条の９ 
・租税特別措置法施行令 
第 25 条～第 25 条の３、第 39 条の７ 
・海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律 
第 19 条の３ 
・海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律施行令 
第 11 条の７ 

 

 平年度の減収見込額 －   百万円 

(制度自体の減収額) 
(▲110,300 百万円

の内数) 

(改 正 増 減 収 額) (   －  百万円) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

老朽化が進む作業船の買換えを促進することで、港湾整備等にかかる環境負
荷の低減を図る。 

また、円滑な港湾整備等の促進や大規模災害発生時における災害復旧の円滑
な実施能力の強化を図る。 
 
⑵ 施策の必要性 

 1997 年に採択されたマルポール条約附属書Ⅵにおいては、作業船を含む船舶
から放出される排出ガスによる大気汚染の防止のための規制が定められてお
り、我が国では海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律（以下「海防法」
という。）において、窒素酸化物（NOx）の排出規制が平成 17 年から設けら
れ、平成 22 年には更なる規制強化の措置が行われている。 

我が国の作業船は、海防法により Nox の放出基準が定められる前に建造され
た船が 80％を占めているが、民間の自助努力のみによって、環境負荷の低い作
業船への代替を進め、国内外の社会的要請に的確に対応することは困難である
ところ、本租税特別措置によって作業船の買換えを促進することが、地球環境
の保全を図るために必要である。 

他方、作業船は、国際コンテナ戦略港湾等をはじめとする我が国の経済産業
を支える港湾整備のみならず、港湾施設の災害復旧や老朽化対策等を行う上で
も不可欠である。 

しかしながら、作業船保有企業の 90％以上は中小企業であり、厳しい経営環
境から作業船の買換えが進んでおらず、老朽化を原因とする事故やトラブルが
発生している。このため、円滑な港湾整備や災害復旧の実施環境の確保の観点
でも、老朽船の買換えを促進することが必要である。 

なお、これらの取組は、極めて公益性が高く、特定の地域の利益に留まらな
いため、政府の関与が必要である。 
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今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

○港湾の開発、利用及び保全並びに開発保全航路の開発に関す
る基本方針 （令和２年３月 13 日告示）   
・港湾の開発等に当たっては、生物多様性及び人が豊かな自
然と触れ合う場の確保を考慮し、港湾及びその周辺の大気環
境に与える影響を計画の策定に際して評価するとともに、そ
の実施に当たっても広域的かつ長期的な観点に立って、これ
らの環境への影響の回避・低減に努める。 

○経済財政運営と改革の基本方針 2022（令和４年６月７日閣議
決定） 
 ・我が国の成長と国民生活を支えるサプライチェーンの強化
や観光等による地域活性化 に向けた環境整備のため、（中
略）港湾（中略）の物流・人流ネットワークの早期整備・活
用（中略）に取り組む。 

○新しい資本主義 フォローアップ（2022 年）（令和４年６月
７日閣議決定） 
・感染症等による社会経済情勢の変化にも対応し、経済成長
を支えるため（中略）国際コンテナ・バルク戦略港湾等の早
期整備・活用を通じた産業インフラの機能強化を図る（後
略）。 

○国土強靱化年次計画 2022（令和４年６月 21 日国土強靱化推進
本部決定） 
・災害発生時に機動的・効率的な活動を確保するため、道路
等の啓開に必要な体制の整備、（中略）等により多様な情報
収集、提供手段の確保に向けた取組を推進する。 
・港湾、空港の施設の耐震化、液状化対策、（中略）等、交
通インフラそのものの強化を進める。 

○第５次社会資本整備重点計画（令和３年５月 28 日閣議決定） 
 ・大規模災害時における円滑な航路啓開・災害復旧等を可能
とするため全国各地に作業船を保有できるよう環境を整備 
 
（政策評価体系における位置づけ） 

政策目標３ 地球環境の保全 
施策目標９ 地球温暖化防止等の環境の保全を行う 
政策目標６ 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の

確保・強化 
施策目標 19 海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の

推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の
確保を推進する 

政 策 の 

達成目標 
作業船の買換えを促進することにより、NOx 排出量を削減し、環
境負荷の低減を図る。 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

所得税：３年間（令和６年１月１日～令和８年 12 月 31 日） 
法人税：３年間（令和５年４月１日～令和８年３月 31 日） 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

既存作業船の買換えにより、NOx 排出量を令和５年度から令和７
年度までの３年間で 672t 削減する。 

21-3 



政策目標の

達 成 状 況 

既存作業船の買換えによる NOx 排出量の削減量 
・令和２年度（実績）：NOx174t 
・令和３年度（実績）：NOx160t 
・令和４年度（見込）：NOx158t 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

（単位：隻数） 

 
 

年 度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 
租税特別措置法第 65 条の７適用船舶 
（作業船） 

22 16 11 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 本租税特別措置によりキャッシュフローが確保され、作業船
建造の初期投資負担が大幅に軽減されることから、海防法の放
出基準に適合した環境性能が高い作業船への買換えが促進され
ることで、環境負荷が低減される。 

また、作業船の老朽化を原因とする事故やトラブルの解消が
図られ、港湾整備等の効率性向上と安全確保、防災対策等の強
化も図られる。 

相 

当 
性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

－ 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

国庫補助である省エネルギー・需要構造転換支援事業につい
て、所管の資源エネルギー庁にて要求されているところ。（令
和５年度予算要求額：360 億円） 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 上記の予算上の措置の対象は、省エネルギーへの取り組みの
うち、「技術の普及可能性・先端性」、「省エネルギー効果」
を踏まえ政策的意義の高いものと認められる設備導入費に限っ
て補助されるものである。 

一方、本租税特別措置は、一般に普及している環境性能の高
い作業船の買換え等を促進することにより環境負荷の低減を図
るものであり、広く一般的に活用できる制度である。 

要望の措置 

の 妥 当 性 

本租税特別措置は、課税の繰り延べであり、減税額相当分を補
助金として交付するよりも最終的な国庫負担額は少なく、ま
た、建設業等を営んでいれば利用できる制度であり、事業者が
広く利用できる制度であるため、本租税特別措置による支援が
妥当である。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適

用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

（金額の単位：百万円） 
年 度 Ｒ１ Ｒ１ Ｒ１ 

適用数 
10 
（30） 

７ 
（15） 

６ 
(15) 

減収額 
178 
（420） 

171 
（207） 

184 
(207) 

※（ ）は、前回及び前々回時に見込んだ数字 
 
【前回要望時の減収見込額と実績の乖離】 

 買換え隻数は概ね見込みどおりであったが、売却益がゼロ又
は極めて少額であり、結果的に本租税特別措置を利用出来ない
等の事情があったため。 
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租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

特定の資産の買換えの場合等の課税の特例（日本船舶から日本
船舶への買換え） 

① 租税特別措置法の条項：65 条の７～65 条の９、第 68 条の 78
～第 68 条の 80 
② 適用件数：平成 30 年度 43 件の内数 

令和元年度  42 件の内数 
令和２年度  38 件の内数 

③ 適用額 ：平成 30 年度 6,127,276（千円）の内数 
     令和元年度  6,311,682（千円）の内数 
       令和２年度  4,401,532（千円）の内数 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

本租税特別措置により、作業船建造の初期投資負担が大幅に
軽減されたことから、環境性能が高い作業船への買換えが促進
され、環境負荷が低減している。 

また、老朽化を原因とする事故やトラブルの解消が図られ、
港湾整備等の効率性向上と安全確保、防災対策等の強化も図ら
れている。 

なお、環境負荷低減に係る直接効果として、これまで 1,783t
の NOx 排出量削減が図られてきた。この排出量削減は将来に渡
って環境負荷の低減に資するものであり、地球環境保全のため
の手段として有効である。 

前回要望時 

の達成目標 
既存作業船の買換えにより、NOx 排出量を令和２年度から令和４
年度までの３年間で 700t 削減 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

適用実績及び適用見込みでは、NOx 排出量は令和２年度から
492t の削減となる見込みである。 
 
○目標に達していない理由 
買換え隻数は概ね見込みどおりであったが、目標の NOx 削減
量は過去の実績から一隻あたりの平均値を算出し計上していた
ところ、実際買換えのあった船種が見込みと異なり、NOx 削減寄
与率が低い船種が多かった等の事情があったため。 

 しかし、作業船の買換えを促進し、環境負荷の低減と港湾整
備等の円滑な実施を図るため、引き続き本特例を措置する必要
がある。 

これまでの 

要 望 経 緯 

平成 26 年度 創設 
平成 29 年度 延長 
令和２年度  延長 
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令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省航空局航空局航空ネットワーク部 航空戦略室・首都圏空港課） 

項 目 名 
航空機騒音対策事業に係る特定の事業用資産の買換え等の特例措置の延
長 

税 目 所得税・法人税 

要

望

の

内

容 

 
【制度の概要】 
個人または法人が公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等

に関する法律（以下「騒防法」という。）第９条第１項に規定する第二種区域
内及び特定空港周辺航空機騒音対策特別措置法（以下「特騒法」という。）第
４条第１項に規定する航空機騒音障害防止特別地区内にある事業用資産につい
て、土地等を当該区域外の土地等と買換え等した場合の譲渡所得の課税の特例
措置。 
 
【要望の内容】 

  令和２年度以降に新たに指定された区域については現行通り圧縮率を 80％と
としたうえで、特例措置の期限を延長する。 
 
【関係条文】 
租税特別措置法 第 37 条第２号イ・ロ、第 37 条の４、 

第 65 条の７第２号イ・ロ、第 65 条の８、 
第 65 条の９、第 68 条の 79、第 68 条の 80 

 

 

 平年度の減収見込額    －  百万円 

(制度自体の減収額) 
（▲110,300 百万円 

の内数) 

(改 正 増 減 収 額) (      百万円) 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

第二種区域（騒防法）及び航空機騒音障害防止特別地区（特騒法）の住民の移
転を促進することにより、当該住民の生活の安定及び福祉の向上を目指し、周
辺地域との調和ある発展を図ることを目的とする。 

 

⑵ 施策の必要性 

 航空機騒音による障害が著しい空港周辺の住民の騒音障害を解消するため、
第二種区域（騒防法）及び航空機騒音障害防止特別地区（特騒法）について、
当該区域内の住民の移転を促進することで騒音障害を受ける住民を減らす必要
がある。 
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今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

政策評価体系における位置付け 
・政策目標 ６「国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の
確保・強化」 
・施策目標 24「航空交通ネットワークを強化する」 
 

政 策 の 

達成目標 

 
（特定飛行場） 
飛行場周辺に残存する移転対象約 1100 件の移転をできる限り促
進する。 
 
（成田国際空港） 
成田国際空港周辺に残存する移転対象約 1360 件の移転をできる
限り促進する。 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
（所得税）３年間(令和６年１月１日～令和８年 12 月 31 日) 
（法人税）３年間(令和５年４月１日～令和８年 ３月 31 日) 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
（特定飛行場） 
令和５年度から令和７年度までの移転見込み 約 10 件 
 
（成田国際空港） 
令和５年度から令和７年度までの移転見込み 約 300 件 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
（特定飛行場） 
過去３年間の移転件数：11 件 
（令和元年度：８件、令和２年度：１、令和３年度：２件） 
 
 
（成田国際空港） 
過去３年間の移転件数：24 件（令和元年度：4 件、令和２年度：
0 件、令和３年度：20 件） 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
（特定飛行場） 
令和５年度：－件 
令和６年度：－件 
令和７年度：－件 
 
（成田国際空港） 
令和５年度：12 件 
令和６年度：12 件 
令和７年度：12 件 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
本措置は、第二種区域（騒防法）及び航空機騒音障害防止特別地
区（特騒法）内から外に移転する際に譲渡する土地等の譲渡益に
係る税負担の軽減を図るものであることから、本措置により、地
区内の住民の移転が促進され、空港周辺の騒音被害の解消が図ら
れる。 
 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

 
なし 
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予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
（予算上の措置等の要求内容） 
 建物等の移転補償及び土地の買入れ等に要する経費 
 
（令和５年度要求） 
 移転補償等事業 ６００百万円 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
移転補償事業により、事業用資産を国に譲渡して第二種区域

（騒防法）及び航空機騒音障害防止特別地区（特騒法）外に買換
え等を行う場合、当該資産の譲渡益に課税された場合には、当該
補償金による移転促進効果が減殺されることから、同区域の地域
での買換資産の取得を容易にするため、本措置により譲渡益に係
る所得税又は法人税の一時的な負担を軽減することが重要であ
る。 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 
第２種区域（騒防法）及び航空機騒音障害防止特別地区（特騒
法）からの移転については、騒防法第９条第１項及び特騒法第９
条第１項において、特定飛行場又は特定空港の設置者による移転
補償が規定されている等、政策体系の中で優先度の高いものとし
て明確に位置づけられている。 
本措置の内容は、直接的な減免ではなく課税の繰延であり、最終
的な納税額に変化は生じないため、補助金等と比して国庫への負
担が少なく、移転補償事業に伴う事業用資産の買換え等につい
て、当該資産の譲渡益に係る課税の繰り延べによる一時的な負担
を軽減することで、移転補償事業の促進を図るものであるため、
政策目的を実現する手段として的確であり、適切かつ必要最低限
の措置である。 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
 
（特定飛行場） 

（単位：（適用件数）件、（適用額、減収額）百万円） 

年度 適用件数 適用額 減収額 

令和元年度 
１ 

（2） 
79 

（434） 
15 

（100） 

令和２年度 
０ 

（1） 
０ 

（217） 
０ 

（50） 

令和３年度 
１ 

（1） 
176 

（217） 
33 

（50） 
 
（成田国際空港） 

（単位：（適用件数）件、（適用額、減収額）百万円） 

年度 適用件数 適用額 減収額 

令和元年度 
０ 

（0） 
０ 

（0） 
０ 

（0） 

令和２年度 
０ 

（1） 
０ 

（217） 
０ 

（50） 

令和３年度 
０ 

（10） 
０ 

（2170） 
０ 

（500） 
※前回要望時の適用件数及び減収額については、括弧内のとおり
である。 

 
適用数が当初に見込んだ件数に至らなかったが、成田国際空港

周辺の新区域については今後一定数の適用が見込まれる 
 

 租特透明化

法に基づく

 
令和２年度適用実態調査結果 
 ①租税特別措置法の条項： 第 65 条の７～第 65 条の９ 
              第 68 条の 79～第 68 条の 80 
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適 用 実 態 

調 査 結 果 

②適用件数 
平成 30 年度： ２件 
令和 元年度： １件 
令和 ２年度： ３件 

 ③適用総額 
平成 30 年度： 11 百万円 
令和 元年度： 79 百万円 
令和 ２年度： 968 百万円 

 
 
※うち、航空機騒音障害防止法及び特定空港周辺航空機騒音対策
特別措置法に基づくものは、令和元年度に１件。 
（買換特例の申請に必要な内外証明書の発行が有るため） 
 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
本措置により、第二種区域（騒防法）及び航空機騒音障害防止

特別地区（特騒法）の住民の生活の安定及び福祉の向上並びに空
港の周辺地域との調和ある発展に寄与した。 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
（特定飛行場） 
令和２年度から令和４年度までの移転見込み 約 30 件 
 
（成田国際空港） 
令和２年度から令和４年度までの移転見込み 約 300 件 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
（特定飛行場） 
令和２年度から令和４年度までの移転見込み 約 7 件 
 
（成田国際空港） 
令和２年度から令和４年度までの移転見込み 約 100 件 
 
申請者との丁寧な話し合いの中での双方の諸事情によるもの 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
昭和 44 年度 創設(6 年間) 平成 13 年度 5 年間延長 
昭和 50 年度 5 年間延長  平成 18 年度 5 年間延長 
昭和 55 年度 5 年間延長  平成 23 年度 3 年間延長 
昭和 60 年度 5 年間延長  平成 26 年度 3 年間延長 
平成元年度 1 年間延長  平成 29 年度 3 年間延長 
平成３年度 5 年間延長   令和２年度 3 年間延長(一部縮減) 
平成８年度  5 年間延長  
 

 



令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省観光庁参事官室） 

項 目 名 ＩＲ税制の具体化に係る所要の措置  

税 目 ― 

要

望

の

内

容 

 
ＩＲに関する税制について、令和４年度税制改正大綱に基づき、具体化す 

る。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 平年度の減収見込額  ―   百万円 

(制度自体の減収額) (  ―  百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (  ―  百万円) 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

 特定複合観光施設区域整備法（平成 30 年法律第 80 号）に基づき、国際競争 

力の高い魅力ある滞在型観光を実現するための拠点施設であるＩＲの整備を推 

進することにより、我が国において国際競争力の高い魅力ある滞在型観光を実 

現する。 

 

 

 

 

⑵ 施策の必要性 

 ＩＲは国際競争力の高い魅力ある滞在型観光を実現するものであり、訪日外 

国人旅行者数の増加、旅行消費額の拡大などによって、地域経済へ波及効果を 

もたらし、観光先進国の実現にも大きく寄与するものである。そのため、令和 

４年度与党税制改正大綱に基づき、ＩＲに関する税制について具体化する必要 

がある。 
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今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

政策目標６ 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確 
保・強化  
施策目標 20 観光立国を推進する 
 
 
 
 

政 策 の 

達成目標 

税制について具体化し、ＩＲの整備を推進する。 
 
 
 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
― 
 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
― 
 
 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
― 
 
 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
― 
 
 
 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

ＩＲは国際競争力の高い魅力ある滞在型観光を実現するもので 
あり、訪日外国人旅行者数の増加、旅行消費額の拡大などによ 
って、地域経済へ波及効果をもたらし、観光先進国の実現にも 
大きく寄与するものである。本措置により、ＩＲ整備が推進さ 
れるとともに、ＩＲ事業の国際競争力を確保できる。 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

 
― 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
― 
 
 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
― 
 
 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

税制上の取扱いについて具体化を図るものであり、予算その他 
の措置によって手当てすることはできない。 
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こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
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適
用
実
績
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効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
― 
 
 
 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
― 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
― 
 
 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
― 
 
 
 
 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
― 
 
 
 
 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

令和３年度 ＩＲ事業の円滑な実施に向けた税制上の取扱いの 
明確化  
令和４年度 ＩＲ税制の具体化に係る所要の措置  
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令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省 国土政策局 離島振興課） 

項 目 名 
離島振興対策実施地域における工業用機械等に係る割増償却制度の延
長 

税 目 所得税、法人税 

要

望

の

内

容 

【要望】 

離島振興対策実施地域として指定された地区のうち、市町村の長が策定する

産業の振興に関する計画に係る地区として関係大臣（総務大臣、農林水産大臣

及び国土交通大臣）が指定する地区における、法人又は個人に適用される、製

造業、旅館業、農林水産物等販売業、情報サービス業等に係る設備投資につい

て、割増償却制度（５年間、償却限度額：機械・装置にあっては普通償却限度

額の 32%、建物・附属設備、構築物にあっては普通償却限度額の 48%）の適用期

限を２年間（令和７年３月 31 日まで）延長する。 

そのほか、所要の措置を講ずる。 
 
【現行制度】 

１．製造業・旅館業 

（１）対象 

  ①資本金 5,000 万円以下の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物

の取得等 

  ②資本金 5,000 万円超の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物の

新増設に係る取得等 

（２）取得価額の下限値 

  一の設備を構成する減価償却資産の取得価額の合計が以下に示す下限値以

上である場合 

 

資本金の規模 5,000 万円以下 5,000 万円超１億円以下 １億円超 

取得価額 500 万円以上 1,000 万円以上 2,000 万円以上 

 
２．農林水産物等販売業・情報サービス業等 

（１）対象 

  ①資本金 5,000 万円以下の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物

の取得等 

  ②資本金 5,000 万円超の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物の

新増設に係る取得等 

（２）取得価額の下限値 

  一の設備を構成する減価償却資産の取得価額の合計が 500 万円以上である

場合 

 

【関係条文】 

・離島振興法第 19 条 

（所得税）租税特別措置法第 12 条第４項柱書及び表第３号 

     租税特別措置法施行令第６条の３第 14 項第３号、第 15 項第３号、

第 22 項、第 23 項及び第 26 項 

     租税特別措置法施行規則第５条の 13 第９項及び第 10 項 
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（法人税）租税特別措置法第 45 条第３項柱書及び表第３号  

     租税特別措置法施行令第 28 条の９第 15 項第３号、第 16 項第３号、

第 23 項、第 24 項及び第 27 項 

     租税特別措置法施行規則第 20 条の 16 第９項及び第 10 項 
 

 

 平年度の減収見込額   ―  百万円 

(制度自体の減収額) 
(   ▲400 百万円

の内数) 

(改 正 増 減 収 額) (   ― 百万円) 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴  政策目的 

離島は、我が国の領域、排他的経済水域等の保全、海洋資源の利用、多様な

文化の継承、自然環境の保全、自然との触れ合いの場及び機会の提供、食料の

安定的な供給等、我が国及び国民の利益の確保及び増進に重要な役割を担って

いる一方で、四方を海等で囲まれ、社会減による人口の流出・減少が長期にわ

たり継続し、かつ高齢化の進展など、他の地域に比して厳しい自然的社会的条

件の下にある。 

そのため、産業基盤及び生活環境等に関する地域格差を是正するとともに、

離島等の地理的及び自然的特性を生かした創意工夫のある自立的発展を図るこ

とにより、離島における人口の著しい減少の防止及び定住の促進を図る。 

⑵  施策の必要性 

政策目標である人口減少傾向の改善を図るためには、社会減による人口流

出・人口減少が続く離島において、産業活動の活性化及び雇用の維持等の人口

減少を最小限度に防止することに結びつく施策を行うことが必要である。離島

の特産物等、離島ならではの特性を生かした地域経済の活性化を底支えしてい

る製造業及び農林水産物等販売業、また離島の交流人口の増加の重要な位置付

けである旅館業並びに成長産業であり、輸送コストの影響を受けにくい情報サ

ービス業等は、それぞれの業種が離島にとって重要な産業である。 

ほぼ全ての地域において産業の振興に関する計画が策定され、本税制特例措

置を活用した民間投資も増加傾向で推移してきた。しかしながら、離島の人口

推移、就業者増減率等の指標は依然として厳しい状況を示している。この点、

離島にとって重要な前述の産業の振興を図るため、地域内の事業者による投資

促進を通じた内発的発展と地域外からの投資の呼び込みを促す必要があり、そ

の効果的な手段である本特例措置が引き続き必要である。 
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今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

政策目標 10…国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関す

る情報の整備 

施策目標 39…離島等の振興を図る 

業績指標 108…離島等の総人口 

 

政 策 の 

達成目標 

離島振興対策実施地域の令和７年度末の人口を 315 千人以上と

する。 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

２年間（令和５年４月１日～令和７年３月 31 日） 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
離島振興対策実施地域の人口減少傾向を改善する。 

 離島振興対策実施地域の人口 

 令和２年度：349 千人 →令和６年度：目標値 321 千人 

平成 30 年度末～令和２年度末の離島振興対策実施地域の人口減

少率の平均を乗じて算出した令和７年度末の当該地域の人口推

計値は 315 千人である。そのため、人口減少を最小限度に阻止

するという観点から、目標値をその値以上とする。 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
離島地域では、高齢化の進展と人口流出による人口減少が続い

ており、令和３年度の人口は 344 千人であった。 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
地方公共団体が策定した産業の振興に関する計画に記載され

た設備投資の件数等から、以下のとおりの適用を見込んでい

る。 

 令和４年度 36 件 

 令和５年度 41 件 

   令和６年度 37 件 

  

※関係都道県へ調査した令和４年度見込みの件数。それをもと

に令和５年度、令和６年度の見込みを算出した。 

※継続の件数も含む。 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
本特例措置は、離島振興において特に重要な業種を対象に設

備投資を促進できるよう措置されたものである。本特例措置の

積極的な活用を促すことで、地域内外からの投資が活発化し、

就業機会の確保・人口減少傾向の改善に貢献することが見込ま

れている。 
 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

 
地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置 

（減収補塡：事業税、不動産取得税及び固定資産税） 

（関係法令） 

 ・離島振興法第 20 条 

 ・離島振興法第二十条の地方税の課税免除又は不均一課税に
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伴う措置が適用される場合等を定める省令 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

①公共事業予算の一括計上         44,097 百万円 

②離島活性化交付金             1,552 百万円 

③離島振興調査費               160 百万円 

(令和５年度概算要求額) 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 

離島振興に係る予算上の措置は、主に国、地方公共団体等が

水産基盤や道路等の社会基盤整備、海上輸送費の軽減、観光の

推進等を行うものである。また、企業誘致に関しては令和５年

度概算要求しているが、これは事業者に対する直接支援ではな

く、企業誘致を促進する自治体向けの支援措置であり、誘致の

ための素地を培うものである。 

 それに対して、本特例措置は、事業者に対し、各種の事業の

立ち上げや新規事業の展開に必要な設備投資を促進すること

で、経済の活性化及び就業機会の確保を図ることを目的として

実施するものであり、支援目的が異なることから、両者の間に

代替性はないばかりか、むしろ予算・税制が一体となって効果

を発揮するものである。 

 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 

隔絶性、遠隔性、狭小性等の条件不利性を抱える中、各種産

業活動を活性化させるため、法人や個人の設備投資を行う事業

者を対象に投資を誘発させるためのインセンティブを与えるこ

とが必要であることから、これを実現する施策として、当該措

置が妥当である。 

離島振興対策の他の支援措置としては、公共事業の一括計上

や離島活性化交付金等の非公共事業等を行っているが、これら

は主に行政に対する支援であり、直接民間需要を喚起、雇用を

創出する本特例措置との明確な役割分担はなされている。 

 また、特例措置の対象を全業種としているものでなく、離島

振興に特に重要な業種を対象としており、必要最小限の特例措

置である。 

 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効

果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 

※「適用件数」及び「適用額」は関係都道県への調査での確認

書をもとに算出。 

※「減収額」は上記適用額に各年度の法人税率を乗算した。 

※（ ）内は、前回要望時の適用見込値 

【計算式】 

令和元年：適用額×23.2％（法人税率）＝減収額 

令和２年：適用額×23.2％（法人税率）＝減収額 

令和３年：適用額×23.2％（法人税率）＝減収額 
 

 適用件数 適用額 

（百万円） 

減収額 

（百万円） 

令和元年  26（20）  65（54）     15（12） 

令和２年 26（25） 58（99） 13（23） 

令和３年 32（28） 57（94） 13（21） 
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租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 

＜令和２年度調査結果＞ 

① 租税特別措置法の条項 
第 45 条 

② 適用件数及び適用総額 
 
 
 
 
 
 
 
 

 適用件数 適用総額 

平成 30 年度 12 件 45 百万円 

令和元年度 ８件 30 百万円 

令和２年度 ８件 42 百万円 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
本特例措置は、離島振興において特に重要な業種に係る設備

投資を促進できるよう措置されたものである。本特例措置の積

極的な活用を促すことで、地域内外からの投資が活発化し、就

業機会の確保・人口減少傾向の改善に貢献することが考えられ

る。 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
令和４年度の離島振興対策実施地域の人口を 336 千人以上と

する。 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
 
令和２年度の人口は 348 千人であり、令和４年度の目標値は

達成できる見込みであるが、高齢化の進展と若年層の流出によ

る人口減少に歯止めがかかっていない状況である。 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 

平成５年度 製造業及び旅館業について要望(製造業のみ○) 

平成７年度 適用期限の２年延長 

平成９年度 適用期限の２年延長 

拡充(過疎に類する地区における旅館業を追加) 

平成 11 年度 適用期限の２年延長 

平成 13 年度 適用期限の２年延長 

拡充(過疎に類する地区におけるソフトウェア業を追加) 

平成 15 年度 適用期限の２年延長 

拡充(農林水産物等販売業を追加) 

除外(ソフトウェア業を除外) 

平成 17 年度 適用期限の２年延長 

平成 19 年度 適用期限の２年延長 

拡充(取得価格要件を 2,500 万円超から 2,000 万円超に引下

げ) 

平成 21 年度 適用期限の２年延長 

平成 23 年度 適用期限の２年延長 

拡充(情報サービス業を追加) 

除外(農林水産物等販売業を除外) 

平成 25 年度 割増償却への改組 

拡充（農林水産物等販売業を追加） 
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拡充（取得価額用件を 2,000 万円超から 500 万円以上に引下

げ（資本規模により異なる）） 

拡充（旅館業の適用要件を過疎に類する地区から全離島地区

に拡充） 

平成 27 年度 適用期限の２年延長 

平成 29 年度 適用期限の２年延長 

令和元年度  適用期限の２年延長 

令和３年度  適用期限の２年延長 
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令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省 国土政策局 特別地域振興官） 

項 目 名 奄美群島における工業用機械等に係る割増償却制度の延長 

税 目 所得税、法人税 

要

望

の

内

容 

【要望】 

奄美群島のうち、奄美群島振興開発特別措置法第 11 条第１項及び第８項の規

定に基づき市町村が作成する産業振興促進計画を主務大臣（国土交通大臣、総

務大臣及び農林水産大臣）が認定した地区における、法人又は個人に適用され

る、製造業、旅館業、農林水産物等販売業、情報サービス業等に係る割増償却

制度（５年間、償却限度額：機械・装置にあっては普通償却限度額の 32％、建

物・附属設備、構築物にあっては普通償却限度額の 48％）の適用期限を１年間

（令和６年３月 31 日まで）延長する。 

 

【現行制度】 

１．製造業・旅館業 

（１）対象 

①資本金 5,000 万円以下の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物

の取得等 

②資本金 5,000 万円超の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物の

新増設に係る取得等 

（２）取得価額の下限値 

一の設備を構成する減価償却資産の取得価額の合計が以下に示す下限値

以上である場合 

 

資本金の規模 5,000万円以下 5,000万円超 1億円以下 1億円超 

取得価額 500万円以上 1,000万円以上 2,000万円以上 

 

２．農林水産物等販売業・情報サービス業等 

（１）対象 

  ①資本金 5,000 万円以下の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物

の取得等 

②資本金 5,000 万円超の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物の 

新増設に係る取得等 

（２）取得価額の下限値 

   一の設備を構成する減価償却資産の取得価額の合計が500万円以上である

場合 

 

【関係条文】 

・奄美群島振興開発特別措置法第11条第１項及び第８項 

（所得税）租税特別措置法第12条第４項柱書及び表第４号 

租税特別措置法施行令第６条の３第14項第４号、第15項第４号、

第24項、第25項及び第26項 

租税特別措置法施行規則第５条の13第８項、第９項及び第10項 
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（法人税）租税特別措置法第 45 条第３項柱書及び表第４号 

     租税特別措置法施行令第 28 条の９第 15 項第４号、第 16 項第４

号、第 25 項、第 26 項及び第 27 項 

 租税特別措置法施行規則第20条の16第８項、第９項及び第10項 

 

 平年度の減収見込額   － 百万円 

(制度自体の減収額) 
(▲400 百万円の内

数) 

(改 正 増 減 収 額) (    －百万円) 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

戦後米軍統治下におかれ、昭和 28 年 12 月に本土復帰した奄美群島は、本土

から遠く隔絶した外海に位置し、台風の常襲、ハブや特殊病害虫の生息等、厳

しい地理的、自然的、歴史的条件等の特殊事情による不利性を抱えており、社

会資本の整備や産業の振興等のための諸施策が着実に進められてきた。しかし

ながら、奄美群島においては、本土との間には所得水準をはじめとする経済

面・生活面での諸格差が残されている。また、雇用の場が十分にないことか

ら、若年層の多くが島を離れており、人口流出・人口減少が続いている。 

奄美群島においてこれらの現状・課題に対応し、定住人口の確保を図るため

には、奄美群島の市町村が推し進める小規模零細な事業者を含めた民間事業者

による投資促進を通じた内発的発展を実現することが必要である。 

 

⑵ 施策の必要性 

 政策目標である定住人口の減少傾向の改善を図るため、奄美群島において

は、就業機会の確保が必要である。そのためには、奄美群島の魅力と資源を活

用した自立的経済社会構造への転換が求められ、成長分野である、黒糖焼酎等

の「製造業」、世界自然遺産登録を契機とした「旅館業」、さとうきび等の特

産物を活かした「農林水産物等販売業」、整備された情報通信基盤を活用し地

理的・自然的不利性を克服することができる「情報サービス業等」の振興を図

る必要がある。奄美群島 12 市町村が策定した「奄美群島成長戦略ビジョン」に

おいても、「６次産業化や特産品開発、観光コンテンツの充実などを推進して

いく」、「農業、観光／交流、情報通信分野を中心とした産業振興や雇用創出

…（中略）…のための取組を推進していく」と位置づけられているところであ

る。 

しかしながら、同地域の主力産業である「製造業」、「旅館業」、「農林水

産物等販売業」における就業者数は依然として厳しい状況にあることから、設

備投資や雇用機会創出の促進を強力に支援する必要がある。「情報サービス業

等」については、IT 企業の誘致をはじめ、行政と連携して地元の IT スキルを

持った人材育成にも取り組んでいる。更に今後テレワークやサテライトオフィ

ス等の勤務形態が増加すると見込まれることから、企業の設備投資等を支援す

る必要がある。 
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今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

政策目標 10 国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関

する情報の整備 

施策目標 39 離島等の振興を図る 

業績指標 108 離島等の総人口 

政 策 の 

達成目標 

奄美群島内の令和５年度末の人口を目標値とする。 

目標値 奄美群島の総人口  令和５年度末 103 千人以上 

（令和２年度末現在 105千人） 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 

１年間（令和５年４月１日～令和６年３月 31 日） 

 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 

目標値 奄美群島の総人口  令和５年度末 103 千人以上 

    （令和２年度末現在 105 千人） 

 

政策目標の

達 成 状 況 

 

奄美群島の令和２年度末時点の総人口は 105 千人となっている

が、高齢化の進展と若年層の流出による人口減少が続いてい

る。 

 

有 

効 
性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 

令和４年度 ７件 

令和５年度 ９件 

 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 

本特例措置は、奄美群島の振興開発において特に重要な業種

を対象としているとともに、中小事業者が行う規模の設備投資

を促進できるよう措置されたものである。また、本特例措置の

積極的な活用を促すことで、地域外からの事業者の誘致及び地

域内の小規模事業者による投資促進を通じた内発的発展がより

効果的に見込まれ、経済の活性化及び就業機会の確保に貢献す

ることが見込まれている。 

 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

 

地方税の課税免除及び不均一課税に伴う措置 

（減収補塡：事業税、不動産取得税及び固定資産税） 

（関係法令） 

・奄美群島振興開発特別措置法第 38 条 

・奄美群島振興開発特別措置法第三十八条の地方税の課税免除

又は不均一課税に伴う措置が適用される場合等を定める省令 

 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 

①公共事業に係る国庫補助率の嵩上げ 

 奄美群島振興開発計画に基づく事業のうち、政令に定められ

た以下の事業に関する経費に対する国の負担又は補助の割合に

ついて、嵩上げされている。 

対象事業：道路、港湾、空港、漁港、簡易水道、し尿・ごみ処

理施設、海岸、河川及び義務教育施設 
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（根拠法令：奄美群島振興開発特別措置法第６条） 

令和５年度予算 概算要求額 18,500 百万円 

 

②奄美群島振興交付金 

 奄美群島振興開発計画に基づき、奄美群島の特性に応じた産

業の振興又は住民の生活の利便性の向上に資する事業を支援す

る。 

対象事業：農業創出緊急支援事業、航路・航空路運賃軽減事業 

等 

（根拠法令：奄美群島振興開発特別措置法第９条） 

令和５年度予算 概算要求額 2,799 百万円 

 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 

以上の措置は、主に国、地方公共団体等を対象に、道路や港

湾等の社会基盤の整備、航空輸送費の軽減等の取組を支援する

ものである。他方、本特例措置は、奄美群島の個人や中小規模

の事業者を主な対象として、各種事業の立ち上げや新規事業の

展開に必要な設備投資を促進するものである。したがって、予

算措置と支援目的が異なることから、両者の間に代替性はな

い。 

 また、両施策が一体的に運用されることで、例えば予算事業

により奄美群島の地域資源を有効活用する手法を確立するとと

もに、本特例措置により速やかな事業化を促進することができ

る等、相乗効果が生まれることが期待され、奄美群島振興開発

特別措置法の法目的である同地域の自立的発展、地域住民の生

活の向上及び奄美群島における定住の促進に寄与するものと考

えられる。 

 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 

条件不利性を抱え、社会減を中心に人口減少が進む奄美群島

においては、雇用の安定確保を図る必要がある。本特例措置

は、民間事業者を対象に、事業立上期の設備投資を促進するこ

とで雇用の創出に資するものであり、効率的かつ効果的であ

る。 

なお、奄美群島における振興開発施策として公共事業等を実

施しているが、当該事業は主に行政への支援であり、直接民間

需要を喚起する本特例措置とは明確に役割分担がなされてい

る。また、奄美群島振興交付金による支援も行われているとこ

ろであるが、これは主に行政に対する支援であり、本特例措置

とは性質を異にするものである。 

 また、本特例措置は、全業種を対象としているものではな

く、奄美群島の振興開発において特に重要な業種を対象として

おり、必要最小限の措置である。 
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こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 

 
（出典：適用件数及び適用額は鹿児島県及び奄美群島市町村か

らの聞き取り結果より集計、法人税率は 23.2%とした。） 

 

 適用件数 適用額 減収額 

令和元年 
６件 

（10 件） 

10 百万円 

（28 百万円） 

２百万円 

（６百万円） 

令和２年 
４件 

（６件） 

７百万円 

（９百万円） 

２百万円 

（２百万円） 

令和３年 
３件 

（９件） 

５百万円 

（18 百万円） 

１百万円 

（４百万円） 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 

特定地域における工業用機械等の特別償却 

根拠条文：租税特別措置法第 45 条 

 適用件数 適用額 

平成 30 年度 ４件 14 百万円 

令和元年度 ３件 ９百万円 

令和２年度 ２件 ６百万円 

 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 

本特例措置は、奄美群島の振興開発において特に重要な業種

を対象としているとともに、中小事業者が行う規模の設備投資

を促進できるよう措置されたものである。また、本特例措置の

積極的な活用を促すことで、地域外からの事業者の誘致及び地

域内の小規模事業者による投資促進を通じた内発的発展や経済

の活性化及び就業機会の確保に貢献するものと考えられる。 

 

前回要望時 

の達成目標 

 

目標値 奄美群島の総人口  令和５年度末 103 千人以上 

 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
令和５年度末の目標値を令和３年度末現在では104千人と達成

できているが、高齢化の進展と若年層の流出による人口減少が

依然として続いている。 

これまでの 

要 望 経 緯 

 

平成 10 年度 創設（奄美群島の過疎に類する地区） 

（機械等 13/100 建物等 8/100 2,300 万円超） 

平成 11 年度 適用期限の２年間延長 

（機械等 12/100 建物等 7/100） 

平成 12 年度 拡充 

（過疎に類する地区におけるソフトウェア業を追

加） 

平成 13 年度 適用期限の３年間延長 

（機械等 11/100 建物等 7/100 2,500 万円超） 

平成 16 年度 適用期限の２年間延長 

拡充（離島振興対策実施地域に類する地区におけ
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る農林水産物を小売する事業を追加） 

過疎に類する地区におけるソフトウェア業を除外 

平成 17 年度 特別償却率の引き下げ 

（離島振興対策実施地域に類する地区） 

（機械等 11/100→10/100 

建物等 7/100→6/100） 

平成 18 年度 適用期限を１年間延長 

平成 19 年度 適用期限を２年間延長 

取得価格要件の引き下げ 

（2,500 万円超→2,000 万円超） 

平成 21 年度 適用期限を２年間延長 

拡充（情報通信産業等を追加） 

平成 23 年度 適用期限を２年間延長 

過疎に類する地区の対象事業から旅館業を除外 

平成 25 年度 適用期限の１年間延長 

割増償却へ改組 

拡充（旅館業を追加） 

取得価格要件の引き下げ 

(2,000 万円超→500 万円超(資本規模により異な

る)) 

平成 26 年度 適用期限を１年延長 

平成 27 年度 適用期限を２年延長 

平成 29 年度 適用期限を２年延長 

令和 元年度 適用期限を２年延長 

令和 ３年度 適用期限を２年延長 
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令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省 国土政策局 地方振興課半島振興室） 

項 目 名 
半島振興対策実施地域における工業用機械等に係る割増償却制度の延

長 

税 目 所得税、法人税 

要

望

の

内

容 

 

【要望】 

半島振興対策実施地域として指定された地区のうち、半島振興法第９条の２

第１項及び第９項の規定に基づき、市町村が策定する産業振興促進計画を主務

大臣（国土交通大臣、総務大臣及び農林水産大臣）が認定した地区における法

人又は個人に適用される、製造業、旅館業、農林水産物等販売業、情報サービ

ス業等に係る割増償却制度（５年間、償却限度額：機械・装置にあっては普通

償却額の32％、建物・附属設備、構築物にあっては普通償却限度額の48％）に

ついて、適用期限を２年間（令和７年３月31日まで）延長する。 

 

【現行制度】 

１．製造業・旅館業 

（１）対象 

  ①資本金5,000万円以下の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物の

取得等 

  ②資本金5,000万円超の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物の新

増設に係る取得等 

（２）取得価額の下限値 

   一の設備を構成する減価償却資産の取得価額の合計額が以下に示す下限

値以上である場合 

資本金の規模 1,000万円以下 1,000万円超 5,000万円以下 5,000万円超 

取得価額 500万円以上 1,000万円以上 2,000万円以上 

 

２．農林水産物等販売業・情報サービス業等 

（１）対象 

  ①資本金5,000万円以下の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物の

取得等 

  ②資本金5,000万円超の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物の新

増設に係る取得等 

（２）取得価額の下限値 

   一の設備を構成する減価償却資産の取得価額の合計額が500万円以上であ

る場合 

【関係条文】 

・半島振興法第９条の２、第16条 

（所得税）租税特別措置法第12条第４項柱書及び表第２号 

租税特別措置法施行令第６条の３第14項第２号、第15項第２号、 

第20項、第21項及び第26項 

租税特別措置法施行規則第５条の13第７項、第９項及び第10項 
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(法人税）租税特別措置法第45条第３項柱書及び表第２号 

租税特別措置法施行令第28条の９第15項第２号、第16項第２号、 

第21項、第22項及び第27項 

租税特別措置法施行規則第20条の16第７項、第９項及び第10項 

 

 平年度の減収見込額   － 百万円 

(制度自体の減収額) 
(▲400 百万円の内

数) 

(改 正 増 減 収 額) (    －百万円) 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

(1)政策目的 

半島地域は、三方を海に囲まれ、平地に恵まれない等の地理的条件不利性を

抱え、社会減による人口減少と高齢化の進展が全国平均を上回り、就業者も減

少している状況にある。これらの課題に対応し、雇用機会を拡大し、ひいては

定住を促進するため、半島地域の市町村が策定した産業振興促進計画に基づ

き、民間事業者による投資促進を通じた内発的発展を図る。 

(2)施策の必要性 

 半島地域においては、地理的条件不利性により人口流出が生じ、同地域の活

力が失われてきている。これらの課題に対応するには、雇用の場の確保を図

り、若年層の人口流出の抑制や地域経済の活性化が必要である。 

 このためには、市町村が策定する産業振興促進計画に基づき、半島地域にお

ける就業者数の業種別割合において相対的に大きい割合を占める製造業、半島

地域の恵まれた観光資源や農林水産物を有効に活用した旅館業・農林水産物等

販売業、また、新たに立地する可能性がある情報サービス業等について、市場

が求めるニーズに対応できるよう設備投資が円滑に行われるようにする必要が

ある。これらを踏まえれば、本特例措置の適用期限の延長が必要である。 

今
回
の
要
望
（
租
税
特
別
措
置
）
に
関
連
す
る
事
項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

政策目標 ７ 都市再生・地域再生の推進 

施策目標  25 都市再生・地域再生を推進する 

業績指標  79 半島地域の総人口における社会増減率に係る過

去５ヶ年平均との比 

政 策 の 

達成目標 

 
半島地域における社会増減率に係る過去５ヶ年平均との比を

1.00未満とする。（ただし、過去５ヶ年平均が正の値であると

きは1.00超）（毎年度） 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
 
２年間（令和５年４月１日～令和７年３月 31 日） 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
半島地域における社会増減率に係る過去５ヶ年平均との比を

1.00未満とする。（ただし、過去５ヶ年平均が正の値であると

きは1.00超）（毎年度） 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
令和３年度の半島地域における社会増減率に係る過去５ヶ年平

均との比は、0.76となっている。 
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有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
令和４年度 172 件 

令和５年度 163 件 

令和６年度 156 件 

※令和４年度分は関係道府県へ聞き取った結果をもとに算出し

たもの、令和５年度及び令和６年度分は令和４年度分の数値

を基に算出した推計値。 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 

本特例措置を毎年活用することにより、最新の設備の導入、

新規の顧客開拓及び海外への輸出による販路拡大、数十人規模

の新規雇用を実現している事業所が複数ある等、投資促進及び

雇用創出の両面から有効であると考えられる。 

 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

 

地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置 

（減収補塡措置：事業税、不動産取得税及び固定資産税） 

（関係法令） 

・半島振興法第 17 条 

・半島振興法第十七条の地方税の不均一課税に伴う措置が 

適用される場合等を定める省令 
 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 

① 半島振興広域連携促進事業   67 百万円 

② 都市・地域づくり推進調査費  18 百万円 

（令和５年度概算要求額） 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 

① 半島地域の自立的発展に向けた地域間交流の促進、産業の

振興及び定住の促進を図るため、半島地域内の様々な主体

による取組を一体的・広域的に推進するソフト施策に対す

る支援を行う。 

② 半島地域の振興に必要な基礎的な知見の調査を行う。 

 これに対し、本特例措置は、民間事業者による各種の事業の

立ち上げに必要な設備投資を促進するものであり、予算措置と

支援目的・支援対象が異なることから、両者の間に代替性はな

い。 

 また、ソフト施策と本特例措置が一体的に運用されること

で、例えば予算事業により半島地域の地域資源を有効活用する

手法を確立するとともに、本特例措置により速やかな事業化を

促進することができる等、相乗効果が生まれることが期待され

る。 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 

本特例措置は、半島振興対策実施地域のうち主務大臣が認定

した産業振興促進計画の実施地区における製造業、旅館業、農

林水産物等販売業、情報サービス業等を対象としているもので

あり、当該計画を策定した市町村の産業振興の方針にも合致す
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るものである。 

 さらに、民間投資を刺激するのみならず、雇用の創出効果も

期待されることから、施策の妥当性は高いと考えられる。 

 半島地域では、全国平均を上回る人口減少・高齢化が進行し

ており、本特例措置により緩和されているとはいえ、今後、地

域経済・社会の衰退が以前に増して問題となると想定される。

これを踏まえると、半島地域の市町村が策定した産業振興促進

計画に基づき、民間事業者による投資促進を通じた内発的発展

を実現することが必要である。 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

（単位：(適用件数)件、(適用額、減収額)百万円） 

【出典】関係道府県に聞き取った結果をもとに算出。 

（ ）内は前回要望時の見込値 

（前回要望との乖離の理由） 

 前回要望時の聞き取り調査では税制特例適用の意向がなかっ

たが、後日適用に至った案件が確認されたため。ただし適用額

減少は、より実態に近づけるために計算に使用する適用耐用年

数を細分化したことによる。 

 適用件数 適用額 減収額 

令和元年 204（150） 1,748（1,529） 406（355） 

令和２年 171（162） 1,721（1,816） 399（451） 

令和３年 185（161） 1,815（2,041） 421（473） 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 

半島振興対策実施地域における産業振興機械等の割増償却 

① 租税特別措置法の条項  

租税特別措置法第 45 条 

② 適用件数  

平成 30 年度：82 件  

令和元年度 ：72 件  

令和２年度 ：73 件  

③ 適用総額  

平成 30 年度：725 百万円  

令和元年度 ：547 百万円  

令和２年度 ：688 百万円 
 

 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 

 本特例措置は半島振興において重要としている業種に係る設

備投資を促進できるよう措置されたものである。本特例措置を

毎年活用して最新の製造設備を導入することで、数十人規模の

新規雇用を実現している事業所もある等、投資促進及び雇用創

出の両面から有効であると考えられる。 

 これらを踏まえれば、当該特例措置が、地域の自立的発展に

寄与する有効性を有していると考えられる。 

前回要望時 

の達成目標 

 

半島地域における社会増減率に係る過去５ヶ年平均との比を

1.00未満とする。（ただし、過去５ヶ年平均が正の値であると

きは1.00超）（毎年度） 
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前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 

20代後半から30代の子育て世帯等の転入などもみられた結果、

令和３年の社会増減率に係る過去５ヶ年平均との比は0.76であ

り、目標値は達成してはいるものの、全体として社会減である

ことは変わらず、また、年度ごとに上下しているため今後も予

断は許さない状態である。 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 

昭和61年度 創設（機械等 16/100 建物等 8/100 1,700万円超） 

昭和63年度 適用期限の２年間延長 

平成２年度 適用期限の２年間延長 

平成４年度 適用期間の２年間延長（1,900万円超） 

平成６年度 適用期間の１年間延長 

（機械等 14/100 建物等 7/100 2,100万円超） 

平成７年度 適用期限の２年間延長 

平成９年度 適用期限の２年間延長（2,300万円超） 

平成10年度 特別償却率引下げ（機械等 14/100→13/100） 

平成11年度 適用期限の２年間延長（機械等 12/100 建物等 

6/100） 

平成13年度 適用期限の２年間延長（機械等 12/100→11/100） 

平成15年度 適用期限の２年間延長（2,500万円超） 

平成17年度 適用期限の２年間延長（機械等 11/100→10/100） 

旅館業の追加（半島振興対策実施地域のうち過疎

地域に類する地区：建物等 7/100） 

平成19年度 適用期限の２年間延長 

（旅館業：建物等 7/100→6/100 2,000万円超） 

平成21年度 適用期間の２年間延長 

平成23年度 適用期限の２年間延長 

      旅館業を除外、農林水産物等販売業の追加 

平成25年度 割増償却へ改組 

      旅館業、情報サービス業等の追加 

取得価額要件の引下げ（2,000万円超→500万円以上） 

平成27年度 適用期限の２年間延長 

平成29年度 適用期限の２年間延長 

令和元年度 適用期限の２年間延長 

令和３年度 適用期限の２年間延長 
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令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省不動産・建設経済局不動産市場整備課） 

項 目 名 
長期保有土地等に係る事業用資産の買換え等の場合の課税の特例措置
の延長 

税 目 所得税、法人税 

要

望

の

内

容 

 
長期保有（10 年超）の土地等を譲渡し、新たに事業用資産（買換資産）を取得
した場合において、譲渡した事業用資産の譲渡益について課税の繰延べ（繰延
率 80％（一部 75％・70％））を認めている現行措置について、適用期限を３年
間（令和８年３月 31 日まで）延長する。 
 
【関係条文】 
租税特別措置法第 37 条第１項第４号、第 37 条の４、 
第 65 条の７第１項第４号、第 65 条の８、第 65 条の９ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 平年度の減収見込額     百万円 

(制度自体の減収額) 
(▲110,300 百万円 

の内数) 

(改 正 増 減 収 額) (     百万円) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

 長期保有土地等の譲渡益を活用した事業再編や新たな国内設備投資を喚起
し、更なる民間投資の呼び水とすることで、コロナ禍からの経済活動の回復を
確かなものとするとともに、新陳代謝と多様性に満ちた裾野の広い経済成長の
実現を図る。 

 

⑵ 施策の必要性 

 我が国経済は、新型コロナウイルス感染症による強い下押し圧力を受けなが
らも、持ち直しの動きを続けてきたが、ロシアによるウクライナへの軍事侵攻
等による影響により、世界経済の不確実性が増しており、コロナ禍からの経済
回復が依然として脆弱である。また、感染症再拡大の影響やウクライナ情勢の
長期化などが懸念されるなかで、原油価格・物価の更なる高騰の可能性など予
断を許さない状況は続くと見込まれている。 

また、現下の土地市場は、新型コロナウイルス感染症の影響等による地価の
下落から回復の傾向が見られるものの、依然として低水準にある。 

このような状況の中で、経済活動の基盤である土地について、その需要を喚起
し、より有効に活用する担い手への移転を促進することで、経済の腰折れを防
ぎ、コロナ禍からの経済社会活動の回復を確かなものにすることが必要であ
る。 

「経済財政運営と改革の基本方針 2022」（令和４年６月７日閣議決定）にお
いても、「コロナ禍で失われた経済活動のダイナミズムを取り戻し、新陳代謝
と多様性に満ちた裾野の広い経済成長（略）を実現する」こととされ、「これ
まで長期にわたり低迷してきた民間投資を喚起し、経済を安定成長経路に乗せ
ていく必要がある」とされている。 

このように、政府としてコロナ禍からの経済社会活動の回復や新陳代謝と多
様性に満ちた裾野の広い経済成長の実現に向けて取り組む上で、本特例措置
は、土地取引を通じて生じる譲渡益の活用により、事業再編や新たな国内設備
投資を喚起することで、更なる民間投資につなげるものであり、引き続き措置
する必要がある。 
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今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 
政策目標９  市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利 

益の保護 
施策目標 31   不動産市場の整備や適正な土地利用のための条 

件整備を推進する 
 

政 策 の 

達成目標 

・法人及び世帯が所有する宅地などに係る低未利用地（空き地
等）の面積（平成 30 年：18.9 万 ha→令和５年：20.6 万 ha、
令和 10 年：22.3 万 ha） 

・法人の長期保有土地の取引件数（平成 29 年：2.7 万件→令和
７年：2.9 万件 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
 
３年間（令和５年４月１日～令和８年３月 31 日） 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

・法人及び世帯が所有する宅地などに係る低未利用地（空き地
等）の面積（平成 30 年：18.9 万 ha→令和５年：20.6 万 ha、
令和７年：21.3 万 ha） 

・法人の長期保有土地の取引件数（平成 29 年：2.7 万件→令和
７年：2.9 万件） 

政策目標の

達 成 状 況 

・低未利用地の面積は、全体で見れば 18.9 万 ha（平成 30 年）
に増加しているものの、低未利用地のうち法人所有土地の面
積については、本特例措置をはじめとした各種施策の効果も
あり、6.3 万 ha（平成 15 年）から 5.3 万 ha（平成 30 年）に
減少している。 

・法人の長期保有土地の取引件数は、令和２年については、新
型コロナウイルス感染症の影響等により、件数が減少してい
るものの、平成 30 年から令和３年にかけて順調に増加してお
り（平成 30 年 2.69 万件→令和元年 2.71 万件→令和２年 2.69
万件→令和３年 2.83 万件）、直近の件数の推移から、前回評
価時に目標とした 2.8 万件に到達するものと見込まれる。 

有 
効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
971 法人（平成 30 年～令和２年の適用法人数平均） 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

本特例措置は、長期保有している土地等の事業用資産を譲渡
し、新たな土地等の資産に投資する際に課税の繰延べができる
ものであり、企業に土地等の譲渡益を活用することによって事
業再編や新たな設備投資を行うインセンティブを与えることか
ら、土地をより有効に活用する担い手に移転することを促進す
るといった本特例措置の目的を達成するために効果的である。 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の措置 

 
 
- 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
 
- 
 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
 
- 
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要望の措置 

の 妥 当 性 

本特例措置は、土地等の事業用資産の譲渡益に係る特例であ
るが、その適用要件を、長期保有土地等の買換えに限ってお
り、かつ、措置の内容は課税の直接的な減免ではなく、課税の
繰延であることから、経済活動の基盤である土地の取引需要を
喚起し、より有効に活用する担い手への移転を促進するために
企業の設備投資に対するインセンティブを与えるという政策目
的に照らして、適切かつ必要最低限の措置であるといえる。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

平成 30 年度 
 法人数   1,016 件 
 損金算入額 4,968 億円 
 減収額   957 億円 ※推計値 
       （前回要望時の減収見込み：785 億円） 
令和元年度 
 法人数   996 件 
 損金算入額 4,689 億円 
 減収額   898 億円 ※推計値 
 （前回要望時の減収見込み：785 億円） 
令和２年度 
 法人数   900 件 
 損金算入額 3,854 億円 
 減収額   718 億円 ※推計値 
       （前回要望時の減収見込み：785 億円） 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

① 租税特別措置法の条項  
65 の７～65 の９ 
② 適用件数  
平成 30 年度：1,017 件 
令和元年度 ：997 件 
令和２年度 ：902 件 
③ 適用総額  
平成 30 年度：4,968 億円 
令和元年度 ：4,689 億円 
令和２年  ：3,854 億円 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

本特例措置は、長期保有している土地等の事業用資産を譲渡
し、新たな土地等の資産に投資する際に課税の繰延べができる
ものであり、企業に土地等の譲渡益を活用した更なる設備投資
のインセンティブを与えることから、土地取引の活性化、土地
の有効利用の促進、産業の空洞化防止等の本特例措置の目的を
達成するために効果的である。 

前回要望時 

の達成目標 

・法人及び世帯が所有する宅地などに係る低未利用地（空き地
等）の面積（平成 25 年：15.5 万 ha→13.1 万 ha） 

・法人の長期保有土地の取引件数（平成 29 年：2.7 万件→ 
令和４年：2.8 万件） 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

・低未利用地の面積は、全体で見れば 18.9 万 ha（平成 30 年）
に増加しているものの、低未利用地のうち法人所有土地の面
積については、本特例措置をはじめとした各種施策の効果も
あり、6.3 万 ha（平成 15 年）から 5.3 万 ha（平成 30 年）に
減少している。 

・売買による土地取引件数は、いわゆるリーマンショックを契
機とする平成 20 年後半以来の景気後退の影響により、114 万
件（平成 23 年）まで落ち込んだところ、本特例措置をはじめ
とした各種施策の効果により、下げ止まりが見られ、令和３
年には 133 万件となっている。 

これまでの 

要 望 経 緯 

平成６年度 創設 
平成７年度 延長 
平成８年度 延長・拡充 
平成９年度 延長・拡充 
平成10年度 延長・拡充 
平成13年度 延長 
平成16年度 延長 
平成19年度 延長 
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平成21年度 延長 
平成24年度 延長・縮減 
平成27年度 延長・縮減 
平成29年度 延長 
令和２年度 延長 
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令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省不動産・建設経済局不動産市場整備課） 

項 目 名 優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の
課税の特例の延長 

税 目 所得税、法人税 

要

望

の

内

容 

 

優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得に係る課税

の特例措置（所得税：2,000 万円以下の部分について、税率を軽減（本則

15％、特例 10％）、法人税：法人重課の適用除外）の適用期限を３年間（令和

７年 12 月 31 日まで）延長する。 

  

【関係条文】 

租税特別措置法第 31 条の２、第 62 条の３ 

阪神・淡路大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律 

第 13 条第５項、第 19 条第５項 

東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律 
第 11 条の５第５項、第 18 条の９第５項 

 

 平年度の減収見込額 ―   百万円 

(制度自体の減収額) (  ―  百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (  ―  百万円) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

暮らしやすい居住環境・良質な住宅ストックの形成の促進 等 

 

 

 

 

 

⑵ 施策の必要性 

職住近接や生活の利便性を重視した都心居住が進行するとともに、広い敷地
や公園等を備えた優良な住環境に対するニーズは根強い。こうしたニーズに対
応して、良好な環境を備えた住宅・宅地整備を促進することが引き続き求めら
れており、「住生活基本計画（全国計画）（令和３年３月 19 日閣議決定）」に
おいても「地域のまちづくり方針と調和したコンパクトシティの推進ととも
に、（略）どの世代も安全で安心して暮らせる居住環境・住宅地を整備」を図
ることが基本的な施策として掲げられているところ。 

 しかし、このような公共施設等の基盤整備を伴う良好な環境を備えた住宅・
宅地開発は事業期間が長く、規模も大きいため、事業のコスト・リスク等が高
くなっており、市場原理に任せただけでは十分に供給が進まない。 

 このため、税制上の特例措置を講じ、民間事業者等の用地取得を円滑化する
ことにより、事業に要する期間の短期化、事業のコストやリスクの軽減を通じ
て上記事業を促進し、良好な環境を備えた住宅・宅地整備の促進を図る必要が
ある。 

 また、公共用地の確保等の施策についても、事業の迅速化の観点から一層の
円滑化を図る等の必要がある。 

 
 

 

今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 
政策目標１ 少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及

び向上の促進 

施策目標１ 居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良質な

住宅ストックの形成を図る 
等 

政 策 の 

達成目標 

 
 
都市機能更新率 
42.5％（平成 30 年度）→47.0％（令和 10 年度） 

等 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
 
３年間（令和５年１月１日～令和７年 12 月 31 日） 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
都市機能更新率 
45.7％（令和７年度） 

等 

政策目標の

達 成 状 況 

 
令和３年度における都市機能更新率は 44.0％となっている。 

等 

有 効 性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み  

 
＜地権者数＞ ※推計値 
個人 5,055 人（平成 30 年度～令和２年度の平均値） 
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要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
優良な住宅地の供給を促進し、国民の居住水準の向上等を図

るためには、土地所有者が優良な住宅地を造成しようとする事
業者等に土地を譲渡するインセンティブを与えるとともに、事
業者の仕入れコストを軽減することによって、最終購入価格を
引き下げることが効果的である。そのため、本特例措置の要件
を満たす土地の譲渡について、税負担を軽減することが有効で
ある。 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の措置 

 
・ 優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲

渡所得の課税の軽減措置（個人住民税、法人住民税） 
・ 特定住宅地造成事業に係る土地等の譲渡所得に係る 1,500 万

円特別控除（所得税、法人税、個人住民税、法人住民税、事
業税） 

等 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
 
社会資本整備総合交付金 
（令和５年度予算概算要求額 6,900 億円の内数）          

等 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
良好な居住環境の整備に関する事業の事業費等に対する施行

者への予算措置を行うとともに、土地の譲渡者に対し本特例措
置による税制上のインセンティブを付与する等、予算措置と税
制上の特例による一体的な支援措置により良好な居住環境の整
備を促進する。  

等 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 
本特例措置は、優良な宅地開発等の種地の供給者に直接的に

軽減措置を講ずることによって、その供給促進を図るものであ
ることから、他の手段で代替することが困難なものであり、本
特例措置は的確かつ必要最低限の措置である。 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事

項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
＜減収額＞ 
（所得税） 
平成 30 年 2,926 百万円 
令和元年  3,264 百万円 
令和２年  3,064 百万円 
（前回要望時の減収見込：平年度 2,960 百万円） 

 
（法人税） 
０ （前回要望時の減収見込：０） 
（法人の土地譲渡益に対して、通常の法人税のほか、追加課税
として特別税率が課される重課制度が停止中のため。） 

 
＜地権者数＞ 
（個人） ※推計値 
平成 30 年 4,027 人 
令和元年  5,163 人 
令和２年  5,973 人 
（前回要望時の地権者数見込：平年度 3,959 人） 

 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
 
― 
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租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
本特例措置によって、良好な環境を備えた住宅地等の開発事業

が約 2,234ha（平成 30 年～令和２年）進められており、居住環

境の改善等に相応の効果を上げている。 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
最低居住面積水準未満率 

4.2％（平成 25 年度）→早期に解消 
子育て世帯における誘導居住面積水準達成率 

全国  ：42％（平成 25 年）→50％（令和７年） 
大都市圏：37％（平成 25 年）→50％（令和７年） 

等 
前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
平成 30 年度における最低居住面積水準未満率は 4.0％、平成

30 年度における子育て世帯における誘導居住面積水準達成率は
全国で 42％、大都市圏で 39％となっており、居住環境の改善に
相応の効果を上げている。 

等 

これまでの 

要 望 経 緯 

昭和54年度 創設 
昭和60年度 延長 
昭和62年度 延長 
平成２年度 拡充・延長 
平成３年度 拡充・延長 
平成８年度 拡充・延長 
平成13年度 延長 
平成16年度 拡充・延長 
平成21年度 縮減・延長 
平成26年度 拡充・延長 
平成29年度 延長 
令和２年度 縮減・延長 
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令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省不動産・建設経済局不動産市場整備課） 

項 目 名 土地の所有権移転登記等に係る登録免許税の特例措置の延長 

税 目 登録免許税 

要

望

の

内

容 

 
土地の所有権移転登記等に係る登録免許税の税率について、下記の特例措置

を２年間（令和７年３月 31 日まで）延長する。 
  
①所有権移転登記 
 本則税率：２％ 
 特例税率：1.5％ 
②信託登記 
 本則税率：0.4％ 
 特例税率：0.3％ 
 
（関係条文：租税特別措置法第 72 条第１項、 
登録免許税法別表第１一（二）ハ） 

 

 平年度の減収見込額   ― 百万円 

(制度自体の減収額) (▲72,000 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (   ― 百万円) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

 

⑴  政策目的 

土地の取得時の負担軽減により土地に対する需要を喚起することで、低未利
用地の発生を抑制するとともに土地の流動化を通じた有効利用等の促進を図
り、コロナ禍からの経済社会活動の回復を確かなものとし、経済の好循環を加
速・拡大させる。 

 

⑵  施策の必要性 

我が国経済は、新型コロナウイルス感染症による強い下押し圧力を受けなが
らも、持ち直しの動きを続けてきたが、ロシアによるウクライナへの軍事侵攻
等による影響により、世界経済の不確実性が増しており、コロナ禍からの経済
回復が依然として脆弱である。また、感染症再拡大の影響やウクライナ情勢の
長期化などが懸念されるなかで、原油価格・物価の更なる高騰の可能性など予
断を許さない状況は続くと見込まれている。 
 
また、土地市場の状況としては、平成 20 年以降の急速な景気後退に伴って地

価が大きく下落した後、新型コロナウイルス感染症の影響等による地価の下落
から回復の傾向が見られるものの、特に地方圏では依然として低い水準にあ
る。いわゆるバブル崩壊以降ほぼ一貫して長期的な地価下落が続く中、土地取
引の活性化を通じた土地の有効利用・不動産ストックの価値向上を促進するこ
とで、経済の好循環を加速・拡大させることが必要な状況である。 

｢経済財政運営と改革の基本方針 2022」(令和４年６月７日閣議決定)において
は、｢コロナ禍で失われた経済活動のダイナミズム を取り戻し、新陳代謝と多
様性に満ちた裾野の広い経済成長（略）を早期に実現する。」とされている。 

このように、政府としてコロナ禍からの経済社会活動の回復や新陳代謝と多様
性に満ちた裾野の広い経済成長の実現に向けて取り組む上で、本特例は、土地
の取得時の負担軽減により土地に対する需要を喚起することで、低未利用地の
発生を抑制するとともに土地の流動化を通じた有効利用の促進・土地取引の活
性化を図り、コロナ禍からの経済社会活動の回復を確かなものとし、経済の好
循環を加速・拡大させることに資するものであり、引き続き措置する必要があ
る。 
 

今
回
の
要
望
（
租
税
特
別
措
置
）
に
関
連
す
る
事
項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 

政策目標１ 少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及

び向上の促進 

施策目標１ 居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良質な

住宅ストックの形成を図る 

 

政策目標９ 市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益

の保護 

施策目標 31 不動産市場の整備や適正な土地利用のための条件

整備を推進する 

 

政 策 の 

達成目標 

 法人及び世帯が所有する宅地などに係る低・未利用地（空き
地等）の面積（平成 30 年：18.9 万 ha→令和５年：20.6 万
ha、令和 10 年：22.3 万 ha） 

 土地取引件数（平成 25 年：128 万件→令和７年：138 万件） 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
２年間（令和５年４月１日～令和７年３月 31 日） 
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同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 法人及び世帯が所有する宅地などに係る低・未利用地（空き
地等）の面積（平成 30 年：18.9 万 ha→令和５年：20.6 万
ha、令和７年：21.3 万 ha） 

 土地取引件数（平成 25 年：128 万件→令和７年：138 万件） 

政策目標の

達 成 状 況 

 
 低未利用地の面積は５年に１度行われる調査により数値が明

らかになるものであり、最新の値は平成 30 年度の実績値
（18.9 万 ha）である。平成 30 年度の実績値は平成 15 年（初
期値）・平成 25 年度の実績値に比べて増加しているものの、
低未利用地のうち法人所有土地の面積については、本特例措
置をはじめとした各種施策の効果もあり、6.3 万 ha（平成 15
年）→5.7 万 ha（平成 25 年）→5.3 万 ha（平成 30 年）と減
少している。他方、低未利用地のうち個人の土地所有土地の
面積については人口減少等の影響により、6.8 万 ha（平成 15
年）→9.8 万 ha（平成 25 年）→13.6 万 ha（平成 30 年）と急
増している。 

 売買による土地取引件数は、いわゆるリーマンショックを契
機とする平成 20 年後半以来の景気後退の影響により、114 万
件（平成 23 年）まで落ち込んだところ、本特例措置をはじめ
とした各種施策の効果により、上昇に転じ、令和３年には
133 万件となっている。 

 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み  

 
売買による土地の所有権移転登記に係る登録免許税の課税件数 
令和５年度、令和６年度：1,104,150 件 

（令和元年度、令和２年度の平均値） 
所有権の信託登記に係る登録免許税の課税件数 
令和５年度、令和６年度：2,612 件 

（令和元年度、令和２年度の平均値） 
要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
土地の流動化・有効利用を促進するためには、土地取引に係る
税負担を軽減し、土地の需要を喚起することが有効である。 

相 

当 

性 
当該要望項 

目以外の税

制上の措置 

 
住宅及び土地の取得に係る不動産取得税の税率の特例 
（地方税法附則第 11 条の２） 
宅地評価土地の取得に係る不動産取得税の課税標準の特例 
（地方税法附則第 11 条の５） 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
― 

 

 
― 

 
 
 
 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 
本特例措置は、適用件数が相当数に及ぶものであり、個別の補
助金の申請手続を求めて交付する手法と比較して、国民・行政
双方にとって負担の軽減の観点から優れた施策手段である。 
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こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
土地の所有権移転登記に係る登録免許税の軽減件数 
平成 30 年度 1,103,270 件 
令和元年度  1,123,004 件 
令和２年度  1,085,295 件 
（前回要望時の適用見込み件数：1,093,305 件） 

所有権の信託登記に係る登録免許税の軽減件数 
平成 30 年度 2,296 件 
令和元年度  2,845 件 
令和２年度  2,378 件 
（前回要望時の適用見込み件数：2,035 件） 

土地の所有権移転登記に係る登録免許税の減収額 
平成 30 年度 588 億円 
令和元年度  573 億円 
令和２年度  518 億円 
（前回要望時の減収見込み：588 億円） 

所有権の信託登記に係る登録免許税の減収額 
平成 30 年度 ３億円 
令和元年度  ４億円 
令和２年度  ４億円 
（前回要望時の減収見込み：３億円） 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
― 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
土地の流動化・有効利用を促進するためには、土地取引に係る
税負担を軽減し、土地の需要を喚起することが有効である。 

前回要望時 

の達成目標 

 
・低未利用地の面積（平成 25 年：15.5 万 ha→現状維持（令和
４年：13.1 万 ha）） 

・土地取引件数（平成 31 年：131 万件→令和７年：138 万件） 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
・低未利用地の面積は５年に１度行われる調査により数値が明
らかになるものであり、最新の値は平成 30 年度の実績値
（18.9 万 ha）である。平成 30 年度の実績値は平成 15 年（初
期値）・平成 25 年度の実績値に比べて増加しているものの、
低未利用地のうち法人所有土地の面積については、本特例措
置をはじめとした各種施策の効果もあり、6.3 万 ha（平成 15
年）→5.7 万 ha（平成 25 年）→5.3 万 ha（平成 30 年）と減
少している。他方、低未利用地のうち個人の土地所有土地の
面積については人口減少等の影響により、6.8 万 ha（平成 15
年）→9.8 万 ha（平成 25 年）→13.6 万 ha（平成 30 年）と急
増しており、こうした傾向に歯止めをかけていく必要があ
る。 

・売買による土地取引件数は、いわゆるリーマンショックを契
機とする平成 20 年後半以来の景気後退の影響により、114 万
件（平成 23 年）まで落ち込んだところ、本特例措置をはじめ
とした各種施策の効果により、下げ止まりが見られ、令和３
年には 133 万件となっており、目標達成に向けて順調に増加
している。 
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これまでの 

要 望 経 緯 

 
平成15年度 創設 
平成18年度 ２年間延長 
平成20年度 ３年間延長 
（平成 21 年度より１年毎に段階的に税率を引き上げ） 
平成21年度 段階的税率引き上げを２年間据え置き 
（当省からの要望なし） 
平成25年度 ２年間延長 
平成27年度 ２年間延長 
平成29年度 ２年間延長 
令和元年度 ２年間延長 
令和３年度 ２年間延長 
 

 



 

令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省不動産・建設経済局不動産市場整備課不動産投資市場整備室） 

項 目 名 J リート及び特定目的会社に係る登録免許税の特例措置の延長 

税 目 登録免許税 

要

望

の

内

容 

 
・ 投資法人、投資信託及び特定目的会社（以下「J リート等」という。）が取

得する不動産に係る登録免許税の特例措置について適用期限を２年間（令和
７年３月 31 日まで）延長する。 
J リート等に係る特例税率：13/1000 

 
【参考】 
 本則税率              ：20/1000 
 土地の所有権移転登記等に係る特例税率：15/1000 
 
＜関係条文：租税特別措置法第 83 条の２の３、 
      登録免許税法別表第１一（ニ）ハ＞ 
 

 

 平年度の減収見込額 －   百万円 

(制度自体の減収額) (  －  百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (  －  百万円) 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴  政策目的 

 

J リート等が取得する不動産に係る登録免許税の特例措置を延長し、J リート
等の不動産取得コストを引き続き軽減することにより、不動産の証券化を推進
し、豊富な資金を使った物件の購入やバリューアップ等を通じて、地域経済の
活性化や国際競争力の強化や脱炭素社会に資する優良な都市ストックの形成を
促進する。 

 

⑵  施策の必要性 

 

不動産の証券化を推進し、優良な都市ストックの形成や地域経済の活性化を

図るためには J リート等が不動産を取得しやすい環境を整備する必要がある。

本特例措置は、J リート等が不動産を取得するための総費用を軽減するもので

あり、取得の際の経済的なインセンティブとして有効である。このため、J リ

ート等に係る登録免許税の特例措置を延長することが必要である。 
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今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

・ 「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画・         

 フォローアップ」（令和４年６月７日閣議決定）（抜粋） 

  「優良な不動産ストックの形成等のため、2030 年頃までにリ

ート等の資産総額を約 40 兆円とすることを目標とし、2022

年度中にヘルスケアリートの活用に係るガイドラインを見

直すとともに、2023 年度中に不動産分野 TCFD 対応ガイダン

スの改訂等により、リート等のアセットタイプの多様化や

不動産投資市場における ESG 投資の促進を図る。」 

 

政策目標  ９ 「市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者

利益の保護」 

施策目標 31 「不動産市場の整備や適正な土地利用のための

条件整備を推進する」 

業績指標  95  「リート等の資産総額」  

 

政 策 の 

達成目標 

 
リート等の資産総額 
（2020 年約 25 兆円→2030 年頃約 40 兆円） 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
 
２年間（令和５年４月１日～令和７年３月 31 日） 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
リート等の資産総額 
（2020 年約 25 兆円→2024 年約 32 兆円→2030 年頃約 40 兆円） 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
令和３年度末時点のリート等の資産総額は約 27 兆円 
 

有 

効 

性 
要 望 の 

措 置 の 

適用見込み  

 
令和５年度：143 件 
令和６年度：143 件 
※過去３年間平均件数 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
本特例措置は、J リート等が不動産を取得するための総費用を軽
減する措置であるため、取得の際の経済的なインセンティブと
して有効である。 

 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の措置 

J リート・特定目的会社に係る課税標準の特例措置 
（地方税法附則第 11 条第３項～５項） 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
「地域の価値向上に向けた不動産投資市場の形成促進」 
令和５年度予算概算要求額 13 百万 
 
「ESG 投資等の動向を踏まえた不動産投資市場の環境整備」 
令和５年度予算概算要求額 30 百万 
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上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

上記の予算上の措置は、専門家派遣等の人的支援を通じた、不
動産証券化手法を活用した事業の推進及び ESG 投資を促すため
のガイダンス改訂を目的としたものであり、不動産取得をする際
の経済的インセンティブとなる本特例措置とあいまって、不動産
投資市場の拡大を図るための施策である。 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 
政策目標（リート等の資産総額を 2030 年頃までに約 40 兆円に
すること）を達成するためには、J リート等が不動産を取得しや
すい環境を整備する必要があり、不動産取得に係る税の軽減
は、その趣旨に適合する。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

＜適用件数（一部推計）＞                  （件） 

 投資法人 特定目的会社 計 

令和元年度 94(74) 66(47) 160(121) 

令和２年度 56(74) 58(47) 114(121) 

令和３年度 75(86) 80(58) 155(144) 

 
＜減収実績額（一部推計）＞                （百万円） 

 投資法人 特定目的会社 計 

令和元年度 406(457) 874(635) 1,280(1,092) 

令和２年度 783(457) 613(635) 1,396(1,092) 

令和３年度 698(427) 1,322(734) 2,020(1,161) 

※（ ）は令和元年度、令和３年度要望時における適用件数又は減収見込額 
 

出典：国土交通省「不動産証券化実態調査」、金融庁調査データ 

 

減免対象件数と減収額は、年度により見込値と実績値の乖離が生じて

いるが、特例措置を活用して実物不動産の取得が行われており、不動産

投資市場の拡大のためには、現行の特例措置の継続が必要である。 
 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
－ 
 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

本特例措置は、J リート等が物件を取得するための総費用を軽減
する措置であるため、不動産取得の際の経済的なインセンティ
ブとして有効である。 

前回要望時 

の達成目標 

 
リート等の資産総額 
（2015 年約 15 兆円→2020 年頃約 30 兆円） 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

令和３年度末時点でリート等の資産総額は、概ね 30 兆円であ
り、上記達成目標（2020 年頃までに約 30 兆円）をおよそ達成し
ている。 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
平成 10 年度 創設（特定目的会社のみ） 
平成 13 年度 適用期限の３年延長（リート、投資信託追加） 
平成 15 年度 税率の見直し（16/1000→６/1000） 
平成 16 年度 適用期限の２年延長 
平成 18 年度 適用期限の２年延長及び税率の見直し 

（６/1000→８/1000） 
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平成 20 年度 適用期限の２年延長及び税率の見直し 
（平成 20 年度８/1000、平成 21 年度９/1000） 

平成 21 年度 税率の見直し措置（平成 21 年度９/1000）を１年
据置 

平成 22 年度 適用期限の３年延長及び税率の見直し 
（平成 22 年度８/1000、平成 23 年度 11/1000、 
平成 24 年度 13/1000） 

平成 25 年度 適用期限の２年延長 
平成 27 年度 適用期限の２年延長 

倉庫及びその敷地を適用の対象に追加 
（リート、投資信託） 

平成 29 年度 適用期限の２年延長 
令和元年度  適用期限の２年延長 
令和３年度  適用期限の２年延長 
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31－1 

令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省不動産・建設経済局不動産市場整備課不動産投資市場整備室） 

項 目 名 
特例事業者等が不動産特定共同事業契約に基づき不動産を取得した場
合の所有権の移転登記等に係る税率の特例措置の延長 

税 目 登録免許税 

要

望

の

内

容 

 
特例事業者等※が不動産特定共同事業契約により不動産を取得した場合の所

有権の移転登記等に係る税率の特例措置を２年間（令和７年３月 31 日まで）延
長する。 
 
※不動産特定共同事業法（平成６年法律第 77 号。以下「法」という。）第２条第９項に規定

する特例事業者、法第２条第 11 項に規定する適格特例投資家限定事業者、法第２条第７項に

規定する小規模不動産特定共同事業者） 
 
特例事業者等に係る特例税率：13/1000（移転登記） 

             ：３/1000（保存登記） 

 

【参考】 

本則税率        ：20/1000（移転登記） 

            ：４/1000（保存登記） 

土地の所有権移転登記等に係る特例税率：15/1000 
 
＜関連条文＞ 

租税特別措置法第 83 条の３、登録免許税法別表第１－（一）、同法別表第１－

（二）ハ、租税特別措置法施行令第 43 条の３ 
 
 

 

 平年度の減収見込額  －   百万円 

(制度自体の減収額) (   － 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (   － 百万円) 



 
 

31－2 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

特例事業者及び適格特例投資家限定事業者に係る不動産取得コストを軽減す
ることで、不動産の証券化を推進し、建築物の耐震化や老朽不動産の再生、豊
富な資金と目利き力を活かした物件の開発やバリューアップ等を通じて、地域
経済の活性化や国際競争力の強化にも資する優良な都市ストックの形成を促進
する。 

また、小規模不動産特定共同事業者及び小規模特例事業者における不動産取
得コストを軽減することで、宿泊施設・介護施設等の不動産の開発等の事業を
促進し、そこで営まれる事業における雇用創出による地域経済の活性化や優良
な都市ストックの形成を後押しする。全国各地域において空き家や空き店舗等
が増加しているところ、地域における小規模不動産の再生等を促進し、地域経
済の活性化に寄与する。 

 

⑵ 施策の必要性 

不動産の証券化を推進し、都市機能の向上及び地域活性化を図るためには、
特例事業者等が不動産を取得しやすい環境を整備する必要がある。本特例措置
は、特例事業者等が不動産を取得するための総費用を軽減するものであり、取
得の際の経済的なインセンティブとして有効である。このため、特例事業者等
が不動産を取得した場合の所有権の移転登記等に係る税率の特例措置を延長す
ることが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

・  「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画・ 

フォローアップ」（令和４年６月７日閣議決定） 

  「優良な不動産ストックの形成等のため、2030 年頃までにリ

ート等の資産総額を約 40 兆円とすることを目標とし、2022

年度中にヘルスケアリートの活用に係るガイドラインを見

直すとともに、2023 年度中に不動産分野 TCFD 対応ガイダン

スの改訂等により、リート等のアセットタイプの多様化や

不動産投資市場における ESG 投資の促進を図る。」 

 

・  「デジタル田園都市国家構想基本方針」（令和４年６月７

日閣議決定） 

 「不動産証券化手法の一つである不動産特定共同事業につい

て、クラウドファンディングも含め、その活用を推進する

ことにより、地域の空き家等の遊休不動産をコワーキング

施設などデジタルに対応した施設等に再生・活用し、コミ

ュニティの形成促進等による地域の社会課題解決を目指

す。」 

 

政策目標  ９ 「市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者

利益の保護」 

施策目標 31 「不動産市場の整備や適正な土地利用のための

条件整備を推進する」 
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業績指標  95   「リート等の資産総額」 
参考指標 165  「空き家・空き店舗の再生による新たな投資」 
 

政 策 の 

達成目標 

 
リート等の資産総額 
（2020 年：約 25 兆円→2030 年頃：約 40 兆円） 
 
空き家・空き店舗の再生による新たな投資（小規模不動産特定
共同事業の出資総額） 
（令和４年度から令和６年度の平均値：約 5.0 億円） 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
 
２年間（令和５年４月１日～令和７年３月 31 日） 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
リート等の資産総額 
（2020 年：約 25 兆円→2024 年：約 32 兆円→2030 年頃：約 40
兆円） 
 
空き家・空き店舗の再生による新たな投資（小規模不動産特定
共同事業の出資総額） 
（令和２年度から令和４年度の平均値：約 5.0 億円） 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
令和３年度末時点のリート等の資産総額：約 27 兆円 
 
小規模不動産特定共同事業の出資総額 
令和２年度：0.98 億円、令和３年度：5.5 億円 
（令和２年度から令和３年度の平均値：約 3.2 億円） 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
令和５年度：10 件 
令和６年度：10 件 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
本特例措置は、特例事業者等が不動産を取得するための総費用
を軽減するものであり、取得の際の経済的なインセンティブと
して有効である。 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の措置 

 
小規模不動産特定共同事業者等が不動産特定共同事業により

取得する不動産に係る課税標準の特例措置（不動産取得税）
（地方税法附則第 11 条第 12 項） 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

「地域の価値向上に向けた不動産投資市場の形成促進」 
令和５年度予算概算要求額 13 百万 

「ESG 投資等の動向を踏まえた不動産投資市場の環境整備」 
令和５年度予算概算要求額 30 百万 

「金融技術の進展等を踏まえた不動産投資市場の環境整備」 
令和５年度予算概算要求額 20 百万 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
上記の予算上の措置は、専門家派遣等の人的支援を通じた、

不動産証券化手法を活用した事業の推進及び不動産投資市場を
とりまく環境の変化に対応した市場の環境整備を目的としたも
のであり、特例事業者等が不動産取得をする際の経済的インセ
ンティブとなる本特例措置とあいまって、不動産投資市場の拡
大を図るための施策である。 
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要望の措置 

の 妥 当 性 

建築物の耐震化や老朽不動産の再生、民間施設の整備など、
不動産の開発・改修を伴う民間事業に出資等を募る場合は、不
動産特定共同事業が適している。また、地域経済の活性化や空
き家等の再生を図る上でも、中小規模の案件に適する不動産特
定共同事業について税制の特例措置を講じることは妥当であ
る。 
 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
  適用件数 減収額（百万円） 

令和元年度 0（20） 0（27.2） 

令和２年度 ３（30） 1.4（41.7） 

令和３年度 ６（28） 3.1（22.7） 
※適用件数は不動産流通税軽減証明に基づく。 
※減収額は推計。 
※（）は令和元年度、令和３年度要望時における適用件数又は減収見込額。 
※（）は令和３年度税制改正時の拡充要望の内容を含む。 
 

適用件数と減収額の見込値と実績値については、令和元年度及び令和

３年度の税制改正の拡充効果が徐々に表れているため異なっているが、

今年度も複数案件の適用があるなど着実に実績が増加しており、現行の

特例措置の継続が必要である。 
 

 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
 
－ 
 
 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

本特例措置は、特例事業者等が物件を取得するための総費用
を軽減する措置であるため、取得の際の経済的なインセンティ
ブとして有効である。 

前回要望時 

の達成目標 

 
リート等の資産総額 
（2015 年：約 15 兆円→2020 年頃：約 30 兆円） 
 
空き家・空き店舗の再生による新たな投資（小規模不動産特定
共同事業の出資総額） 
（令和２年度から令和４年度の平均値：約 3.7 億円） 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
令和３年度末時点でリート等の資産総額は、概ね 30 兆円であ

り、上記達成目標（2020 年頃までに約 30 兆円）をおおよそ達成
している。 
 
 令和２年度から令和３年度の空き家・空き店舗の再生による
新たな投資の平均値は約 3.2 億円となっており、かつ令和３年
度は令和２年度の約 5.5 倍と、上記達成目標（令和２年度から
令和４年度の平均値：約 3.7 億円）に向けて着実に推移してい
る。 
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これまでの 

要 望 経 緯 

 
平成25年度 創設 
平成27年度 延長・拡充 
平成29年度 延長・拡充 
令和元年度 延長・拡充 
令和３年度 延長・拡充 
 

 



32-1 
 

令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省港湾局海岸・防災課） 

項 目 名 
港湾の民有護岸等（特定技術基準対象施設）の耐震化の推進のための
特例措置の延長 

税 目 法人税 

要

望

の

内

容 

 
【制度の概要】 
令和２年３月 31 日までに耐震性に係る報告を港湾管理者に行った上で、報告後
３年以内に耐震改修を行った民有の護岸、岸壁及び桟橋について、22％（※）
又は 18％の特別償却。 
 （※）港湾区域が緊急確保航路の区域に隣接する港湾に存する施設 
 
【要望の内容】 
耐震改修の期限を３年間（令和５年４月１日～令和８年３月 31 日）延長する。 
 
【関係条文】 
租税特別措置法 第 43 条の２ 
租税特別措置法施行令 第 28 条の２ 
租税特別措置法施行規則 第 20 条の 11 
 
港湾法 第 55 条の３の５、第 56 条の２の 21、第 56 条の２の 22、第 56 条の５ 
港湾法施行令 第 17 条の 10 
港湾法施行規則 第 28 条の 22、第 38 条 
 

 

 平年度の減収見込額   －  百万円 

(制度自体の減収額) (   － 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (   － 百万円) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

本特例措置は、港湾において、災害時の海上輸送に活用される耐震強化岸壁
や石油製品の入出荷施設に至る航路の機能を非常災害時にも確保できるように
することで、緊急物資輸送やエネルギー物資輸送の確実な実施を可能にするこ
とを目的としている。 

⑵ 施策の必要性 

近年、南海トラフ地震等の大規模地震の切迫性が指摘されているところ、災
害発生後の迅速な被災者支援や災害復旧には、海上からの緊急物資輸送やエネ
ルギー物資輸送が重要な役割を果たすことになる。 

国、港湾管理者等が総力を挙げて非常災害時の港湾機能の確保に向けた取組
を行っている中、港湾の護岸等については、その約４分の１は民有の施設が占
めており、老朽化により耐震性が不足し、更新が必要なものが急増している。 

こうした中、平成 23 年の東日本大震災では、航路沿いの民有護岸等の損壊に
より土砂が流出した結果、航路が閉塞し、船舶の通行に支障をきたす事態が発
生した。 

また、令和４年３月の福島県沖の地震では、航路の閉塞こそ起きなかったも
のの、岸壁や護岸等が多数損壊した。近時は、南海トラフ地震等の大規模地震
の切迫性が指摘されているところ、災害時の物資輸送に重要な役割を果たす航
路の機能確保のためには、民有護岸等の耐震化の一層の促進が必要である。 

これまで、本特例措置による支援とともに、護岸等の地震に対する安全性に
係る点検結果の報告徴収や港湾管理者による立入検査等の取組により、技術基
準への適合状況を確認し、民有護岸等の耐震改修を促してきたところである。 

加えて、技術基準に適合していない施設における耐震改修の実施やシミュレ
ーションによる航路への影響調査等の、民間事業者による取組が行われてきた
ところであり、国において「港湾における護岸等の耐震性調査・耐震改良のた
めのガイドライン（平成 30 年６月）」を作成するなど、民間事業者の取組に資
する技術的支援を行ってきた。 

一方で、民間事業者が耐震改修を実施するに当たっては、多額の資金を要す
ることが事業活動に影響を及ぼす上、昨今の建設資材単価や人件費の高騰、物
価高等を受けて、収益に直接結びつかない護岸等への投資判断を遅らせる状況
にあったため、当初の想定どおりには耐震改修が進んでいない状況である。 

このため、耐震改修の努力義務に係る新たな措置を検討するとともに、本特
例措置による支援を継続することにより、民有護岸等の耐震改修を促していく
ことが必要である。 
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今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

における 

政策目的の

位 置 付 け 

 

政策目標 ６ 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の
確保・強化 

施策目標 19 海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の
推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の
確保を推進する 

 

○「国土強靱化基本計画」（平成 30 年 12 月 14 日閣議決定）に
おいて、「製油所の耐性評価・・・護岸等の強化等を着実に
推進する」と記載あり。 

○「南海トラフ地震防災対策推進基本計画」（令和３年５月 25
日中央防災会議決定）において、「港湾管理者等は、・・・
岸壁、臨港交通施設等の耐震改修等を促進する」と記載あ
り。 

○「首都直下地震緊急対策推進基本計画」（平成 27 年３月 31
日閣議決定）において、「国及び港湾管理者は、緊急物資等
の海上輸送基盤としての役割を担う岸壁や航路沿いの護岸等
の耐震化を図る」と記載あり。 

○「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進基本計
画」（平成 18 年３月 31 日中央防災会議決定）において、
「国、地方公共団体、関係事業者は、・・・港湾・漁港の耐
震性の強化を進める」と記載あり。 

 

政 策 の 

達成目標 

 
耐震強化岸壁や石油製品の入出荷施設に至る航路沿いの民有護
岸等の耐震性を確保する。 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 

３年間：令和５年４月１日～令和８年３月 31 日 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
南海トラフ地震防災対策推進地域又は首都直下地震緊急対策区
域にあり、緊急確保航路に接続する港湾における耐震強化岸壁
等に至る航路沿いの民有護岸等であって、港湾法第 56 条の５第
３項に基づき、港湾管理者に対して耐震性に係る報告がなされ
た施設（47 施設）のうち、耐震改修が必要となるもの（14 施設
（令和４年８月時点））について、耐震改修を完了する。 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
南海トラフ地震防災対策推進地域又は首都直下地震緊急対策区
域にあり、緊急確保航路に接続する港湾における耐震強化岸壁
等に至る航路沿いの民有護岸等であって、港湾法第 56 条の５第
３項に基づき、港湾管理者に対して耐震性に係る報告がなされ
た施設（47 施設）のうち、耐震改修が必要となる施設数は、令
和４年８月時点で 14 施設である。 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
（適用件数） 
令和５年度：１件 
令和６年度：１件 
令和７年度：２件 
※別紙添付（算出根拠の詳細） 
 
（適用事業者の範囲） 
所有する護岸・岸壁・桟橋の耐震改修を行う民間事業者 
 



32-4 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

今後の達成目標の見通しとしては、直近では、労務単価の上昇
や円安は依然として進行しているものの、建設資材や石油製品
価格は上昇基調が一段落し、高止まりの傾向にあり、かつ、本
特例措置の対象となる民間事業者における経営状況も回復傾向
にあるため、今後、耐震改修の投資余力が生まれるものと想定
している。 
また、令和４年７月までに実施した、護岸等を所有する民間
事業者へのヒアリングにより、令和５年度に１施設、令和６年
度に１施設、令和７年度に２施設の耐震改修予定を確認してい
る。なお、今後の適用数は少ないものの、これまでの取組によ
り達成目標までの残りの施設数が 14 施設とわずかであり、さら
に、現時点で耐震改修時期が未定である民間事業者について
も、耐震改修の必要性は認識しており、本特例措置を積極的に
活用したい意向があることを確認しているところである。よっ
て、本特例措置による税制面での支援の継続と民間事業者に対
する耐震性に係る点検の報告徴収や立入検査、耐震改修の努力
義務化に係る新たな措置による規制強化等の取組を併せて実施
していくことで、達成目標の実現は可能と考えている。 
達成目標の実現により、緊急確保航路に接続する港湾におい
て、災害時の海上輸送に活用される耐震強化岸壁や石油製品の
入出荷施設に至る航路の機能を非常災害時にも確保できるよう
になり、大きな政策効果が発現すると言える。 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の措置 

緊急物資等の輸送確保に向けた港湾における民有護岸等の耐震
改修促進のための特例措置（固定資産税） 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 

護岸等の改良に係る無利子貸付制度 
（令和５年度要求額：港湾整備事業費 2,896 億円の内数） 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
民間事業者に対する無利子貸付制度は、民間事業者に対して
改修の資金を供給することにより耐震改修を促進するものであ
る。 

一方で、上記支援制度を行ってもなお、民間事業者は自身で
調達する資金が必ず発生するため、この自己調達資金について
本特例措置により特別償却を行うことで投下資金の早期回収を
可能とし、資金繰りを改善することができる。 

 このように、両制度は一体となって特定技術基準対象施設の
耐震改修の促進に寄与するものである。 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 
災害時の航路機能を維持するため、広く民間事業者の所有す
る護岸等の耐震性確保を促進するという政策目的の達成に対し
て、護岸等は、一般的に収益性が低いにもかかわらず、耐震改
修に多額の費用を要することから、事業者の初期投資段階にお
ける資金繰りの改善を図る必要がある。 
この点、初期投資の負担が軽減され、民間事業者による護岸
等の耐震改修を促すインセンティブとなる点は減収額相当分を
補助金として交付する制度と同様であるが、本特例措置は課税
の繰り延べと同じ効果を有するため、補助金の交付制度よりも
最終的な国の負担は少ない。 
さらに、民間事業者に対する耐震性に係る点検結果の報告徴
収や立入検査、耐震改修の努力義務化に係る新たな措置による
規制強化等の政策手段と併せて実施することにより、政策目的
の達成が見込まれる。 



32-5 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 

（出典：港湾局調べ） 
※前回要望時の適用件数及び減収額については、括弧内のとお
りである。 
 
（前回要望時の適用見込みとの乖離の理由） 
本特例措置により上記期間中に全国で耐震性が不足する護
岸・岸壁・桟橋の耐震改修が進むことを想定していたところで
ある。 
しかし、東京オリンピック・パラリンピックの開催に伴う建
設資材単価や人件費の高騰、昨今のウクライナ情勢や円安によ
る物価高等を受けて、民間事業者においては、収益に直接結び
つかない護岸等への投資判断を遅らせる状況にあったため、所
期の想定どおりには耐震改修が進まなかった。 
 

 適用件数 適用額 減収額 

平成 30 年 ０件 

（２件） 

０円 

（1,250 百万円） 

０円 

（116 百万円） 

令和元年 １件 

（４件） 

341 百万円 

（4,940 百万円） 

17.4 百万円 

（458 百万円） 

令和２年 ０件 

（５件） 

０円 

（3,700 百万円） 

０円 

（343 百万円） 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
港湾湾隣接地域における技術基準適合施設の特別償却 
（耐震基準適合建物等の特別償却） 
 
条項：租税特別措置法第 43 条の２第２項、同法第 68 条の 17 第
２項 

 
適用件数：平成 30 年度 ０件の内数 

令和元年度  ０件の内数 
令和２年度  ０件の内数 

適用額 ：平成 30 年度 ０（億円）の内数 
    令和元年度  ０（億円）の内数 
     令和２年度  ０（億円）の内数 
 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
平成 30 年度から令和４年度までについて、南海トラフ地震防
災対策推進地域又は首都直下地震緊急対策区域にあり、緊急確
保航路に接続する港湾における耐震強化岸壁等に至る航路沿い
の民有護岸等であって、港湾法第 56 条の５第３項に基づき、港
湾管理者に対して耐震性に係る報告がなされた施設（47 施設）
のうち、耐震改修が必要となる施設数の推移は、以下のとおり
である。 
 
（耐震改修が必要となる施設数の推移） 
平成 30 年度：47 施設 
令和元年度 ：22 施設 
令和２年度 ：18 施設 
令和３年度 ：17 施設 
令和４年度 ：14 施設 
 
以上のように、耐震改修が必要となる施設数が減少している
要因として、 
・２施設で耐震改修を実施したこと、 
・３施設で再照査により現行の技術基準への適合を確認したこ
と、 
・３施設で「港湾における護岸等の耐震性調査・耐震改良のた
めのガイドライン（平成 30 年６月）」に基づくシミュレーシ
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ョンにより、土砂流出による航路への影響が無いことを確認
したこと、 
が挙げられ、本特例措置があることや、本特例措置に伴って実
施している規制強化や技術的支援等によって、現時点（令和４
年８月）で、耐震改修が必要な施設数は残り 14 施設まで進捗し
ており、本特例措置は有効であった。 
 
今後の達成目標の見通しとしては、直近では、労務単価の上
昇や円安は依然として進行しているものの、建設資材や石油製
品価格は上昇基調が一段落し、高止まりの傾向にあり、かつ、
本特例措置の対象となる民間事業者における経営状況も回復傾
向にあるため、今後、耐震改修の投資余力が生まれるものと想
定している。 

また、令和４年７月までに実施した、護岸等を所有する民間
事業者へのヒアリングにより、令和５年度に１施設、令和６年
度に１施設、令和７年度に２施設の耐震改修予定を確認してい
る。 

なお、今後の適用数は少ないものの、これまでの取組により
達成目標までの残りの施設数が 14 施設とわずかであり、さら
に、現時点で耐震改修時期が未定である民間事業者について
も、耐震改修の必要性は認識しており、本特例措置を積極的に
活用したい意向があることを確認しているところである。よっ
て、本特例措置による税制面での支援の継続と民間事業者に対
する耐震性に係る点検結果の報告徴収や立入検査、耐震改修の
努力義務化に係る新たな措置による規制強化等の取組を併せて
実施していくことで、達成目標の実現は可能と考えている。 

達成目標の実現により、緊急確保航路に接続する港湾におい
て、災害時の海上輸送に活用される耐震強化岸壁や石油製品の
入出荷施設に至る航路の機能を非常災害時にも確保できるよう
になり、大きな政策効果が発現すると言える。 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
南海トラフ地震防災対策推進区域又は首都直下地震緊急対策区
域にあり、緊急確保航路に接続する港湾における耐震強化岸壁
及び石油桟橋に至る航路沿いの民有護岸等のうち、平成 30 年度
に確立した簡易な耐震性調査手法等を用い、特に耐震改修が必
要となるものについて、耐震性の確保を進める。 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
東京オリンピック・パラリンピックの開催に伴う建設資材単
価や人件費の高騰、昨今のウクライナ情勢や円安による物価高
等を受けて、民間事業者においては、収益に直接結びつかない
護岸等への投資判断を遅らせる状況にあったため、所期の想定
どおりには耐震改修が進まなかった。 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
平成 26 年度 創設 
平成 30 年度 拡充・延長 
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令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省航空局総務課企画室） 

項 目 名 航空機燃料税に係る所要の措置 

税 目 航空機燃料税 

要

望

の

内

容 

 
新型コロナウイルス感染症等の影響により、国際線をはじめとする航空旅客需
要はいまだ回復途上にあり、航空ネットワークの担い手である航空会社を取り
巻く経営環境は依然として厳しい状況が続いている。航空ネットワークを維
持・確保し、航空需要の回復に的確に対応するため、航空機燃料税に係る所要
の措置を講じる。 
 
 
【関連法令】  
航空機燃料税法第 11 条  
租税特別措置法第 90 条の８・第 90 の８の２・第 90 条の９  
沖縄振興特別措置法第 27 条 
 
 

 

 平年度の減収見込額  ―   百万円 

(制度自体の減収額) (   ― 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (   ― 百万円) 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

 

航空ネットワークを維持・確保するため。 

 

⑵ 施策の必要性 

航空ネットワークは公共交通として国民の社会経済活動を支えるとともに、ポ
ストコロナの我が国の成長戦略の実現に不可欠な「空のインフラ」である。 

新型コロナウイルス感染症等の影響により、国際線をはじめとする航空旅客需
要はいまだ回復途上にあり、航空ネットワークの担い手である航空会社を取り
巻く経営環境は依然として厳しい状況が続いている。 

航空ネットワークを維持・確保し、今後の航空需要の回復に的確に対応するた
め、所要の措置を講じる必要がある。 
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今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

○航空ネットワークの維持・確保 
 
・経済財政運営と改革の基本方針 2022（令和４年６月７日閣議決定） 

２．社会課題の解決に向けた取組 
（３）多極化・地域活性化の推進 

（分散型国づくり・地域公共交通ネットワークの再構築）  
我が国の成長と国民生活を支えるサプライチェーンの強化や観
光等による地域活性化に向けた環境整備のため、航空ネットワ
ークの維持・活性化等に取り組む。 

（観光立国の復活） 
国際交通を支える航空・空港関連企業の経営基盤強化を図りつ
つ、インバウンドの戦略的回復に取り組む。 

 
・新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2022 

（フォローアップ）（令和４年６月７日閣議決定） 
Ⅲ．経済社会の多極集中化 
１．デジタル田園都市国家構想の推進 
（２）デジタル田園都市国家を支える農林水産業、観光産業、教育の

推進 
②インバウンドの復活など地域の実情に応じた産業支援 
（地域観光の復活に向けた支援） 
観光需要の回復・拡大に向けて航空ネットワークを維持・強化
するため、航空・空港会社の設備投資等を支援するととも
に、･･･関西国際空港、中部国際空港、福岡空港等の機能強化を
進める。 

 
政策目標 
６ 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化 
 
施策目標 
２４ 航空交通ネットワークを強化する 

政 策 の 

達成目標 

 
― 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
― 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
― 
 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
― 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
― 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

― 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の措置 

― 
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予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
― 
 
 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
― 
 
 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

― 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

航空機燃料税について、平成 23 年度～令和 4 年度に軽減措置を
実施。 
直近三年間の見込み減収額は以下の通り。 
 
・本則路線（26,000 円/kl→18,000 円/kl） 
 軽減額※国税庁統計から算出。           
H30 年度  25,880 百万円 
R1 年度  26,413 百万円 
R2 年度   12,830 百万円 
 
・沖縄路線（13,000 円/kl→9,000 円/kl） 
 軽減額                      
H30 年度  15,848 百万円 
R1 年度  16,394 百万円 
R2 年度    9,966 百万円 
 
・特定離島路線（19,500 円/kl→13,500 円/kl） 
 軽減額                       
H30 年度     785 百万円      
R1 年度     778 百万円 
R2 年度     557 百万円 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
― 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

○本則路線 
 国内航空路線に係る運航コストの低減を通じ、国内航空ネッ
トワークの維持・回復につながっている。 
 
○沖縄路線 
 沖縄と本土、沖縄県内を結ぶ路線にかかる航空機燃料税の軽
減措置は、航空運賃の低廉化を通じ、本土から安定的な観光・
ビジネス需要を確保するために有効な手法である。 
 
○特定離島路線 
 離島住民にとって生活や産業を支える重要な交通手段であ
り、軽減措置の実施は地域経済の維持に有効な手法である。 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
― 
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前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
― 
 
 
 
 
 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

・本則特例 
平成 23 年度 制度創設 
平成 26 年度 延長（３年間） 
平成 29 年度 延長（３年間） 
令和２年度 延長（２年間） 
令和３年度 拡充 (18,000 円/kl→9,000 円/kl) 
令和４年度 変更 （9,000 円/kl→13,000 円/kl） 
 
・沖縄路線 
平成９年度 制度創設 
平成 11 年度 拡充（軽減率引き上げ：15,600 円/kl→13,000 円
/kl） 
平成 14 年度 延長（5 年間） 
平成 19 年度 延長（5 年間） 
平成 23 年度 拡充（1 年間）（本則の軽減に伴い軽減率変更：
13,000 円/kl→9,000 円/kl） 
平成 24 年度 延長（２年間） 
平成 26 年度 延長（３年間）、拡充（特定離島路線の一部を 
沖縄路線に変更） 
平成 29 年度 延長（３年間） 
令和元年度 拡充（軽減対象に下地島を追加） 
令和２年度 延長（２年間） 
令和３年度 拡充 (9,000 円/kl→4,500 円/kl) 
令和４年度 変更 （4,500 円/kl→6,500 円/kl） 
 
・特定離島路線 
平成 11 年度 制度創設 
平成 13 年度 延長（２年間） 
平成 15 年度 延長（２年間） 
平成 17 年度 延長（２年間） 
平成 19 年度 延長（２年間） 
平成 21 年度 拡充（２年間）（指定追加） 
平成 23 年度 拡充（３年間）（本則の軽減に伴い軽減率変更：
19,500 円/kl→13,500 円/kl） 
平成 26 年度 延長（３年間） 
平成 28 年度 拡充（指定追加） 
平成 29 年度 延長（３年間） 
令和２年度 延長（２年間） 
令和３年度 拡充 (13,500 円/kl→6,750 円/kl) 
令和４年度 変更 （6,750 円/kl→9,750 円/kl） 
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令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（ 国土交通省 大臣官房 技術調査課 ） 

項 目 名 試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除の拡充及び延長 

税 目 

所得税（租税特別措置法第 10 条、租税特別措置法施行令第 5 条の 3、
租税特別措置法施行規則第 5 条の 6） 

法人税（租税特別措置法第 42 条の 4、 
租税特別措置法施行令第 27 条の 4、 

租税特別措置法施行規則第 20 条） 

要

望

の

内

容 

 
我が国の国際競争力を支える民間研究開発の維持・拡大を図るため、イノベー
ションに繋がる中長期・革新的な民間研究開発投資を促す仕組みとする。 
  
具体的には、企業が研究開発投資を増加させるインセンティブの更なる向上を
図るため、投資インセンティブが効果的に働くよう見直しを行うともに、オー
プンイノベーションの促進を図るための制度の見直し等を行う。 
 
○一般型のインセンティブ強化  
〇オープンイノベーション型におけるスタートアップ企業の定義の見直し及び
控除率の引上げ 

〇サービス開発の要件の見直し 
○一般型の控除率の上乗措置の適用期限の延長（2 年間延長（令和 6 年度末ま
で）） 

○試験研究費の額が平均売上金額の 10%超の場合の上乗措置の適用期限の延長
（2 年間延長（令和 6 年度末まで）） 

○中小企業者等について、試験研究費が 9.4％超増加した場合の上乗措置の適
用期限を延長（2 年間延長（令和 6 年度末まで）） 

○オープンイノベーション型の共同試験研究及び委託試験研究先として、特別
研究機関等に福島国際研究教育機構を追加するとともに、成果活用促進事業者
及び新事業開拓における研究開発の成果を活用する事業者に同機構から出資を
受ける者を追加 等 

 

 平年度の減収見込額 （精査中） 百万円 

(制度自体の減収額) (▲505,300 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (▲24,000 百万円) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴  政策目的 

我が国の研究開発投資総額（令和 2 年度：19.2 兆円）の約 7 割（同：13.8 兆
円）を占める民間企業の研究開発投資を維持・拡大することにより、イノベー
ション創出に繋がる中長期・革新的な研究開発等を促し、我が国の成長力・国
際競争力を強化する。あわせて、自律的なイノベーションエコシステムを構築
する。 

 

⑵  施策の必要性  

我が国の民間企業は、国全体の研究開発投資総額の約 7 割を担っており、イ
ノベーション創出にあたって中核的な機能を果たしている。我が国の経済成長
力、国際競争力の維持・強化を図っていくためには、民間企業の創意工夫ある
自主的な研究開発投資を促進していく必要がある。 

しかしながら我が国は、長年主要国中第 1 位であった研究開発投資の対 GDP
比率で平成 21 年度に韓国に抜かれ、主要国中第 2 位であった民間の研究開発投
資額でも平成 22 年度に中国に抜かれ、後塵を拝している。また、リーマンショ
ック後、足許における主要国の研究開発投資伸び率を比較すると、我が国の伸
び率は他国と比較して最も低く、大きな危機感を持たざるを得ない状況であ
る。 

一般的に、研究開発投資は、企業にとっては「今すぐには稼げない」投資で
あり、その経済効果も後から生まれるものであることから、短期的に見た場合
には優先順位が低くなる。 

また、研究開発投資は、一企業による投資が経済社会全体に波及し好影響を
与える（スピルオ－バー効果）いわゆる外部経済性を有するため、社会的に望
ましい水準を下回り過小投資となりやすい性質も持つ。そのため、我が国の成
長力・国際競争力の源泉となる研究開発活動を適正水準へと促し、さらに加速
させるために政府による支援が必要である。 

革新的なイノベーションがどのような業種・分野・企業形態から生まれてく
るかを予測するのは困難であり、業種・分野・企業形態を問わず、幅広く技
術・知識の基盤を確立させることが重要であることから、民間企業の研究開発
投資に対しては、中立・公平な支援措置として税制措置を講じることが妥当。 

こうした中、科学技術・イノベーション基本計画［令和 3 年 3 月 26 日閣 議
決定］において、2021 年度から 2025 年度までの 5 年間で、官民合わせた研究
開発投資の総額約 120 兆円を達成することが目標として定められた。このよう
な高い目標を達成するためには、我が国の研究開発投資総額の約 7 割を担う民
間企業の研究開発投資を促していくことが重要。そのためにも、研究開発投資
を増加する企業に対して、より一層のインセンティブを付与していくような制
度設計が必要である。 

加えて、産業全体が成熟しつつある我が国において、今後もイノベーション
を起こし続けていくためには、大企業とスタートアップのオープンイノベーシ
ョンを促すことが重要である。すなわち、「大企業にとっては新技術を取り込
むことで新陳代謝が促され、更なる成長を見込むことができる」、「スタート
アップにとっては大規模な経営資源を活用することで効率的な経営と事業の拡
大が期待できる」ことから、オープンイノベーションは双方にとって非常に有
意義であると言える。しかし、我が国においては、海外の主要国と比べても、
大企業とスタートアップのオープンイノベーションが十分に進んでいるとは言
い難い状況であり、オープンイノベーションがより促進させるような制度に見
直していくことが必要である。 
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回
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別

措
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に
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事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

３．産業技術・環境対策の促進並びに産業標準の整備及び普及 
 
○科学技術・イノベーション基本計画［令和 3 年 3 月 26 日閣 
議決定］ 
第３章 科学技術・イノベーション政策の推進体制の強化 
１．知と価値の創出のための資金循環の活性化  
(b) あるべき姿とその実現に向けた方向性 
【科学技術・イノベーション政策において目指す主要な数
値目標】（主要指標） 
・ 2021 年度より 2025 年度までの、政府研究開発投資の

総額の規模：約 30 兆円 
・ 2021 年度より 2025 年度までの、官民合わせた研究開

発投資の総額：約 120 兆円（政府投資が呼び水となり
民間投資が促進される相乗効果や我が国の政府負担研究
費割合の水準等を勘案） 

 
〇 経済財政運営と改革の基本方針 2022 （骨太の方針）［令和

4 年 6 月 7 日閣議決定］ 
第２章 新しい資本主義に向けた改革 
１．新しい資本主義に向けた重点投資分野 
（２）科学技術・イノベーションへの投資 

～略～研究開発投資を増加する企業に対しては、インセ
ンティブを付与していく。～略～ 

 
（３）スタートアップ（新規創業）への投資 

～略～ベンチャーキャピタルとも連携した支援の拡充や
創薬ベンチャーへの支援の強化を行うほか、革新技術の
研究開発とスタートアップ創出を行う拠点づくりを海外
の大学等とも連携し、民間資金を基盤として運営される
形で進める。～略～ 

 
○ 新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画［令和 4

年 6 月 7 日閣議決定］ 
Ⅲ．新しい資本主義に向けた計画的な重点投資 
２．科学技術・イノベーションへの重点的投資 
～略～民間の現預金を活用した研究開発投資に対するイン
センティブを強化する。具体的には、オープンイノベーシ
ョンを更に加速し、研究開発投資全体を押し上げられるよ
う、民間企業の研究開発投資を促進するための税制の在り
方について検討を進める。 
～略～ 
その上で、研究開発投資を増加する企業に対しては、イン
センティブを付与していく。 

 
３．スタートアップの起業加速及びオープンイノベーション
の推進  
（２）付加価値創造とオープンイノベーション  

 
 

②既存企業のオープンイノベーションの推進のための税
制等の在り方やルールの見直し 
～略～スタートアップに投資し、さらに買収すること
が、スタートアップの出口戦略としても、既存の大企
業のオープンイノベーションの推進策としても重要で
ある。このため、オープンイノベーションを促進する
ため、税制等の在り方をこれまでの効果も勘案し再検
証する。 
 

〇 激変する世界・日本における今後の中小企業政策の方向性 
―成長に向けた自己変革に挑戦し、地域を支える中小企業が
「成長と分配の好循環」をリードする―［令和 4 年 6 月 22 日
中小企業政策審議会 総会］ 
第４章 



３４－４ 

（略）世界や日本が構造変化に直面する中、日本経済全体
のパフォーマンスを向上させ、「成長と分配の好循環」を
実現する上でも、また、新たな価値観や地政学リスクに対
応するサプライチェーンを構築する上でも、中小企業・小
規模事業者が本来持つ強み（分厚い構造、イノベーション
に適した特性等）を発揮し、成長・生産性向上を目指して
いくことが重要である。（略）こうした企業が成長志向に
変革していき、一者でも多くの中小企業・小規模事業者が
成長志向になることを目指して、政策支援を展開していき
たい。 

政 策 の 

達成目標 

 
官民合わせた研究開発投資の総額を 2021 年度より 2025 年度ま
でに約 120 兆円にする。 
（政府投資が呼び水となり民間投資が促進される相乗効果や我
が国の政府負担研究費割合の水準等を勘案） 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

○一般型のインセンティブを強化 
○ オープンイノベーション型におけるスタートアップ企業の定

義の見直し及び控除率の引上げ 
○ サービス開発の要件の見直し 
○オープンイノベーション型の共同試験研究及び委託試験研究
先として、特別研究機関等に福島国際研究教育機構を追加する
とともに、成果活用促進事業者及び新事業開拓における研究開
発の成果を活用する事業者に同機構から出資を受ける者を追加 
 
（以上、適用期限の定めなし） 
○一般型の控除率の上乗措置の適用期限の延長 
○ 試験研究費の額が平均売上金額の 10%を超える場合の上乗せ

措置 
○ 中小企業者等について、試験研究費が 9.4％超増加した場合

に控除率及び控除上限を上乗せする仕組み 
 
 
（以上、令和 5 年 4 月 1 日～令和 7 年 3 月 31 日（2 年間）） 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
官民合わせた研究開発投資の総額を 2021 年度より 2025 年度ま
でに約 120 兆円にする。 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
○公共機関等における研究開発投資は増加したものの、企業に
おける投資は減少したことから、研究開発投資の総額は減少し
ている。 
 
研究主体別研究費の推移（億円） 

 2016 
年度 

2017 
年度 

2018 
年度 

2019 
年度 

2020 
年度 

前年比 
(%) 

総額 184,326 190,504 195,260 195,757 192,365 -1.7 
企業 133,183 137,989 142,316 142,121 138,608 -2.4 
非営利団
体・公共
機関 

151,102 16,097 16,160 16,435 16,997 3.4 

大学等 36,042 36,418 36,784 37,202 36,760 -1.1 
 

（出典：総務省「科学技術研究調査」） 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
○令和 5 年度適用件数見込み 
・一般型               3,698 件／事業年度 
・中小企業技術基盤強化税制      6,091 件／事業年度 
・オープンイノベーション型        692 件／事業年度 
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要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
経済波及効果の試算 
・令和 2 年度減収額 5,053 億円 
↓ 研究開発税制等による研究開発投資押し上げ効果 

・研究開発税制等の研究開発投資押上効果：5,851 億円 
・令和 2 年度～令和 12 年度までの 10 年間に及ぼす GDP 押し

上げ効果：3 兆 5,093 億円 
 
（出典：経済産業省「令和 3 年度産業技術調査事業（研究開発 
税制の今後の在り方に関する調査）」） 
 
研究論文（Kasahara et al.（2014））によれば、2003 年度の

税制改正における総額型の導入により、研究開発投資が 3.0～
3.4％増加したとされている。また、経済産業省と連携した上
で、経済産業研究所が EBPM の一環として行った研究のディスカ
ッションペーパー(池内(2022))によれば、2015 年度の税制改正
におけるオープンイノベーション型の拡充により、平均で 14.4%
の外部支出研究開発投資の増加に寄与したことが示されてい
る。 
以上のように、本税制の効果分析は一定程度行われていると

ころであるが、こうした過去の分析等を踏まえつつ、引き続
き、本税制の効果分析について検討していく。 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

 
なし 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
政府全体で様々な研究開発予算の要求が行われる予定 
 
 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

予算上の措置は、それぞれ国の政策に基づき助成等の対象者
及び研究テーマ等を設定することで、より特定された分野又は
研究開発段階における成果の獲得を目指す制度であり、民間活
力による研究開発投資を幅広く、中立的に促進する制度である
税制措置とは支援目的と対象が異なる。 

なお、諸外国においても、民間研究開発投資に対し、予算・
税制両面から積極的な支援が行われている。 

民間研究開発投資に対する政府支援の対民間研究開発比率（2019） 

  研究開発税制 補助金等 合  計 

日本 9.98% 2.05% 12.03% 

米国 11.37% 12.33% 23.70% 

英国 33.01% 8.14% 41.15% 

独国 0.00% 6.97% 6.97% 

仏国 28.39% 11.09% 39.48% 

韓国 12.23% 16.50% 28.73% 

中国 6.85% 5.65% 12.50% 

7 ヵ国平均 14.55% 8.96% 23.51% 

（出典：OECD Main Science and Technology 

Indicators） 
※独国は従来税制支援制度が無かったが、研究開発に係る税制上の優
遇措置に関する法律 Research Allowance Act（RAA）を 2019 年可決、
2020 年 1月から施行。  
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要望の措置 

の 妥 当 性 

革新的なイノベーションがどのような業種・分野・企業形態
から生まれてくるかを予測するのは困難であり、業種・分野・
企業形態を問わず、幅広く技術・知識の基盤を確立させること
が重要であることから、民間企業の研究開発投資に対しては、
中立・公平な支援措置として税制措置を講じることが妥当。 
 
研究開発税制については、平成 29 年度税制改正において、総

額型の仕組みに研究開発投資の増減に応じて支援にメリハリを
つける仕組みを導入した。さらに、令和元年度税制改正、令和 3
年度税制改正のそれぞれにおいて控除率カーブを変更し、更な
るメリハリの強化を進めてきたところ。 
しかしながら、2021 年に閣議決定された「科学技術・イノベ

ーション基本計画」において「官民合わせた研究開発投資の総
額を 2021 年度より 2025 年度までに約 120 兆円にする」ことが
目標として示されており、これを達成するためには、今まで以
上のスピードで、研究開発投資を増加させていくことが必要な
状況となっており、インセンティブをさらに強化し、民間の研
究開発投資を後押ししていく。 
 
大企業とスタートアップの委託・共同研究を促すことは、大

企業にとっては、新しい技術・アイデアを取り込むことにつな
がり、新領域への研究開発投資の機会を生み出すことにつなが
る。また、スタートアップにとっては、大企業の経営資源を活
用することで、成長のスピードを加速化することができ、その
成長過程で多額の研究開発投資を行うことができる。 
そのため、大企業のスタートアップとの委託・共同研究を支

援するオープンイノベーション型を、より使いやすい制度に見
直すことは、我が国の研究開発投資を増やすことに効果的であ
り、政府目標の達成を目指す上で妥当であると考えられる。 
 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

① 減収額実績（うち、資本金 1 億円以下の法人分） 

＜一般型＞ 
平成 30 年度 5,751 億円（57 億円） 
令和 元年度 5,192 億円（101 億円） 
令和 2 年度 4,737 億円（132 億円） 

＜中小企業技術基盤強化税制＞ 
平成 30 年度 357 億円（357 億円） 
令和 元年度 287 億円（286 億円） 
令和 2 年度 208 億円（206 億円） 

＜高水準型＞ 
平成 30 年度 23 億円（1.2 億円） 
令和 元年度 6.7 億円（0.3 億円） 
令和 2 年度   -億円（-億円） 

＜オープンイノベーション型＞ 
平成 30 年度 84 億円（3.7 億円） 
令和 元年度 88 億円（4.0 億円） 
令和 2 年度 108 億円（4.5 億円） 
 

② 適用事業者数（うち、資本金 1 億円以下の法人分） 

＜一般型＞ 
平成 30 年度 3,822 法人（1,017 法人） 
令和 元年度 3,598 法人（1,010 法人） 
令和 2 年度 3,504 法人（1,024 法人） 
 

＜中小企業技術基盤強化税制＞ 
平成 30 年度 5,690 法人（5,674 法人） 
令和 元年度 5,478 法人（5,463 法人） 
令和 2 年度 5,164 法人（5,148 法人） 

＜高水準型＞ 
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平成 30 年度 149 法人（110 法人） 
令和 元年度  96 法人（ 79 法人） 
令和 2 年度   -法人 （  -法人） 

＜オープンイノベーション型＞ 
平成 30 年度 580 法人（283 法人） 
令和 元年度 554 法人（254 法人） 
令和 2 年度 562 法人（281 法人） 

（出典：財務省「租税特別措置の適用実態調査」） 
 
※前回要望時（令和３年度税制改正要望時）における令和２年
度の総額型、中小企業技術基盤強化税制の減収見込額及び適
用見込事業者数は、別紙に記載。 

 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

① 租税特別措置法の条項 
42 条の 4 

 
②令和 2 年度適用件数（うち、資本金 1 億円以下の法人分） 
（１）一般型：3,504 法人（1,024 法人） 
（２）中小企業技術基盤強化税制：5,164 法人（5,148 法人） 
（３）オープンイノベーション型：562 法人（281 法人） 
 
③令和 2 年度適用額（うち、資本金 1 億円以下の法人分） 
（１）一般型：4,737 億円（132 億円） 
（２）中小企業技術基盤強化税制：208 億円（206 億円） 
（３）オープンイノベーション型：108 億円（4.5 億円） 
 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

○企業の研究開発費の推移（うち、資本金 1 億円未満の企業分） 
 
平成 26 年度 135,864 億円（5,141 億円） 
平成 27 年度 136,857 億円（4,404 億円） 
平成 28 年度 133,183 億円（4,357 億円） 
平成 29 年度 137,989 億円（3,955 億円） 
平成 30 年度 142,316 億円（3,809 億円） 
令和 元年度 142,121 億円（4,077 億円） 
令和 2 年度 138,608 億円（4,261 億円） 
（出典：総務省「科学技術研究調査」） 

前回要望時 

の達成目標 

 
次期「科学技術・イノベーション基本計画」改定作業において
精査中 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
 
令和 2 年度の民間企業の研究開発投資は、対 GDP 比 2.59%となっ
ている（総務省「科学技術研究調査」） 

これまでの 

要 望 経 緯 

昭和 42 年度 創設 増加した試験研究費の 25％税額控除 

昭和 43 年度 拡充 12％を越える増加分…50％税額控除 

12％以下増加分………25％税額控除 

昭和 49 年度 縮減 15％を越える増加分…50％税額控除 

15％以下増加分………25％税額控除 

昭和 51 年度 縮減 増加した試験研究費の 20％税額控除 

昭和 60 年度 拡充 基盤技術研究開発促進税制の創設 

中小企業技術基盤強化税制の創設 

昭和 63 年度 拡充 特定株式の取得価額の 20％を増加試験研究費

として特別加算 

平成 5 年度 拡充 特別試験研究費税額控除制度の創設 
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（共同試験研究促進税制の創設） 

平成 6 年度 拡充 特別試験研究費税額控除制度の拡充 

（国際共同試験研究促進税制の創設） 

平成 7 年度 拡充 特別試験研究費税額控除制度の拡充 

（大学との共同試験研究を追加） 

平成 9 年度 拡充 特別試験研究費税額控除制度の拡充 

（大学との共同試験研究を行う民間企業が自

社内で支出する試験研究費を税額控除の対象

に追加） 

平成 11 年度 拡充 比較試験研究費の額を過去 5 年間の各期の試

験研究費の額の多い方から 3 期分の平均額と

し、当期の試験研究費の額を超える場合に

は、その比較試験研究費の額を超える部分の

金額の 15％相当額を税額控除する制度へ改

組。 

特別税額控除限度額を当期の法人税額の 12％

相当額（特別試験研究の額がある場合には、

その支出額の 15％相当額を加算することと

し、当期の法人税額の 14％相当額）に変更。 

縮減 基盤技術研究開発促進税制及び事業革新円滑

化法の特定事業者に係る特例の廃止。 

平成 13 年度 拡充 特別試験研究費の範囲に研究交流促進法の試

験研究機関等に該当する特定独立行政法人と

の共同試験研究を追加。 

縮減 伝統的工芸品産業の振興に関する法律の製造

協同組合等が賦課する負担金の廃止。 

平成 15 年度 拡充 試験研究費総額の一定割合の税額控除制度

（総額型）の創設。 

平成 18 年度 拡充 試験研究費の増加額に係る税額控除制度の創

設。 

縮減 税額控除率の 2％上乗せ措置の廃止。 

平成 20 年度 拡充 試験研究費の増加額×5％を税額控除する制

度（増加型）の創設。 

売上高の 10％を超える額×一定比率を税額控

除する制度（高水準型）の創設。 

平成 21 年度 拡充 産業技術力強化法の一部改正に伴い、改正後

の同法に規定する試験研究独立行政法人と共

同して行う試験研究に係る費用及び同法人に

委託する試験研究に係る費用を加える。 

拡充 （経済対策）総額型等について①控除上限の

引上げ（20％→30％）、②税額控除限度超過

額の平成 23、24 年度への繰越控除を措置

（22 年度末まで）。 

平成 22 年度 延長 増加型・高水準型の適用期限を 2 年間延長

（23 年度末まで）。 

平成 23 年度 縮減 総額型の控除上限を 20％から 30％に引き上

げる措置について、適用期限延長せず。 

延長 （平成 23 年 6 月再つなぎ法） 

総額型の控除上限を 20％から 30％に引き上
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げる措置を延長（23 年度末まで）。 

平成 24 年度 延長 増加型・高水準型の適用期限を 2 年間延長

（25 年度末まで）。 

平成 25 年度 拡充 総額型の控除上限の引上げ（20％→30％）

（26 年度末まで） 

平成 26 年度 拡充 増加型・高水準型の適用期限を 3 年間延長

（28 年度末まで） 

増加型を、試験研究費の増加割合に応じて控

除率が高くなる仕組み（最大 30％まで）に改

組。 

平成 27 年度 拡充 総額型と特別試験研究費税額控除制度（OI

型）をあわせ、控除上限を 30％（総額型

25％、OI 型 5％）にするとともに、両制度を

適用期限の定めのない措置に改組。 

OI 型について、①控除率の引上げ（12％→

20％／30％）、②対象費用の拡大（中小企業

者等からの知財権の使用料の追加）。 

縮減 繰越控除制度の廃止。 

平成 29 年度 拡充 増加型を廃止した上で、試験研究費の増減率

に応じて総額型の控除率が変動する仕組みを

導入（控除率の一部は 30 年度末まで）。 

売上高試験研究費割合が 10％超の場合、その

割合に応じて控除上限を上乗せできる仕組み

を導入（30 年度末まで）。 

中小企業者等について、試験研究費が 5％超

増加した場合に控除率及び控除上限を上乗せ

する仕組みを導入（30 年度末まで）。 

試験研究費の定義を見直し、サービスの開発

を支援対象に追加。 

OI 型の要件を緩和。 

延長 高水準型の適用期限を 2 年間延長（30 年度末

まで）。 

令和 元年度 拡充 特別試験研究費税額控除制度の控除上限引上

げ（5％→10％）、支援対象の拡大及び一部

控除率の引上げ 

総額型の控除率を見直し、増加インセンティ

ブを強化。 

高水準型を廃止し、試験研究費割合が 10％超

の場合の控除率上乗せ措置を創設（令和 2 年

度末まで）。 

ベンチャー企業が総額型を利用する場合の控

除上限の引上げ。 

延長 控除率及び控除上限の上乗せ措置を 2 年間延

長（令和 2 年度末まで） 

令和 ３年度 拡充 一般型（総額型から改名）の控除上限を 25％

から 30％に引き上げ（2 年間） 

※2020 年 2 月 1 日より前に終了する事業年度

と比較し一定の要件を満たした場合。 

一般型の控除率を見直し増加インセンティブ
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を強化。 

自社利用ソフトウェアに区分されるソフトウ

ェアに関する試験研究費を税額控除対象に追

加。 

特別試験研究費における共同研究の相手方に

国立研究法人の外部化法人及び人文系の研究

機関を追加。 

縮減 特別試験研究費について、50 万円超の共同研

究に限定。 

延長 控除率及び控除上限の上乗せ措置を 2 年間延

長（令和 4 年度末まで） 
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 令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省鉄道局総務課企画室） 

項 目 名 
DX（デジタルトランスフォーメーション）投資促進税制の拡充及び延
長 

税 目 
所得税、法人税 
 

要

望

の

内

容 

適用期限を２年間延長する。（令和６年度末まで） 
  
より一層効果的なＤＸにつながるデジタル投資を支援するため税制認定要件等
の見直しを図る。 
 
 
[関係条文]  
・租税特別措置法第十条の五の六 
 
・租税特別措置法第四十二条の十二の七 
 
・租税特別措置法施行令第二十七条の十二の七 
 
・租税特別措置法施行規則第二十条の十の三 
 
 
 

 

 平年度の減収見込額 精査中 

(制度自体の減収額) (  － 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) 
( ▲11,000 百万

円) 



35 - ２ 
 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

我が国企業が「新たな日常」に適応していくために行う、従前とは異なる事
業領域への進出等の取組を支援し、我が国の産業競争力の強化を図る。 

 

⑵  施策の必要性 

新型コロナウイルス感染症により人の生活や経済の在り方がリアル（接触・
対面）からバーチャル（非接触・遠隔）へと転換する中、コロナ以前からあっ
た“ビジネスのデジタル化”の流れが速化することは不可避。また、海外に目
を向けると、既に DX を実施していた企業を中心に、コロナ禍においても売上
を増加させているなど、不確実性の高い時代においても生き抜ける構造に転換
してきている。日本企業においてもこうした、With/Post コロナにおける事業
環境に適応し、事業の回復、新たな需要の取り込みを図るためには、DX を推し
進めることが必須。 

しかし、企業の業態変革を伴う先進的なデジタル投資は、短期主義的観点か
ら十分になされない可能性や、企業の変革を伴わない小手先・表面だけのデジ
タル化になる可能性など、当該投資が生み出す将来収益の不確実性が高く、更
にコロナにより事業・財務が毀損し、新規投資を躊躇している状況。 

先進的な取組を行う意欲ある企業を後押するため、産業競争力強化法の支援
措置に加え、税制上のインセンティブを付与することで、企業変革を伴うデジ
タル投資のリスクを低減することが重要であり、事業適応に必要なデジタル投
資を支援するため、クラウドサービス等の利用に係る費用も対象にした税制措
置を令和 2年度税制改正で創設したところ。 

本税制の支援の結果、コロナ禍における事業環境の変化に対応するため、通
常の企業変革に比べても難易度の高い DX に取り組む企業の大胆な投資を、DX
税制を通して後押しし、好事例を創出。全体的にも、企業による IT 投資は回
復の傾向に向かい、小手先の IT 活用ではなくデジタルを活用して企業変革に
取り組む企業が徐々に増えつつある。 

一方、依然として、企業においては、「ランザビジネス（現行ビジネスの維
持・運営）」の予算が多く（2021 年度:76.4%）を占め、「バリューアップ（ビ
ジネスの新しい施策展開）」の予算に移行できていない。また、現行制度では
投資意思決定日から事業供用日（期限）が約２年程度であることから、大規模
なシステム投資実態と適用期間が合わないことが課題の 1 つとして挙げられ
る。世界との差は依然大きく、「新しい資本主義」の実現により、経済を立て
直し、新たな成長軌道に乗せていくため、引き続き DX 税制により大胆な投資
を促していくことが重要。 

加えて、「モノからコトへ」にも象徴されるように、ＤＸ、ＧＸといった大
きな変革の波の中にあって創造性を発揮するためには、人の重要性が増してお
り、人への投資が不可欠となっており、デジタル投資と併せてこれを活用した
企業変革を推進する人材の確保・育成についても企業自ら迅速かつ計画的に進
めていくことが必要。 

以上のことから、引き続き日本企業への DX 推進を促すため、本税制の期限
を令和 7 年 3 月 31 日まで延長するとともに、より一層効果的なＤＸにつなが
るデジタル投資を支援するため税制認定要件等の見直しを図る。 

今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

８ 都市・地域交通等の快適性、利便性の向上 
26 鉄道網を充実・活性化させる 

 
○経済財政運営と改革の基本方針 2022 
新しい資本主義へ～課題解決を成長のエンジンに変え、持続
可能な経済を実現～ 
（令和 4 年 6月 7日閣議決定） 
第 2章 新しい資本主義に向けた改革 
1．デジタル化や脱炭素化という大きな変革の波の中、人口減
少に伴う労働力不足にも直面する我が国において、創造性を
発揮して付加価値を生み出していく原動力は「人」である。
自律的な経済成長の実現には、民間投資を喚起して生産性を
向上することで収益・所得を大きく増やすだけでなく、「人
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への投資」を拡大することにより、次なる成長の機会を生み
出すことが不可欠である。「人への投資」は、新しい資本主
義に向けて計画的な重点投資を行う科学技術・イノベーショ
ン、スタートアップ、ＧＸ、ＤＸに共通する基盤への中核的 
な投資であるとも言える。こうした考えの下、働く人への分
配を強化する賃上げを推進するとともに、職業訓練、生涯教
育等への投資により人的資本の蓄積を加速させる。（後略） 
 
2．社会課題の解決に向けた取組 
 （３）多極化・地域活性化の推進（デジタル田園都市国家
構想） 「デジタル田園都市国家構想基本方針」に基づき、
（１）デジタルの力を活用した地方の社会課題解決、（２）
ハード・ソフトのデジタル基盤整備、（３）デジタル人材の
育成・確保、（４）誰一人取り残されないための取組、の４
つを柱として取組を進め、「デジタル田園都市国家構想」の
実現を目指す。 
 
（人的資本投資） 
 成長分野における重点投資等を通じた質の高い雇用の拡大を
図りつつ、「人への投資」を 抜本的に強化するため、2024 
年度までの３年間に、一般の方から募集したアイデアを踏ま
えた、4,000 億円規模の予算を投入する施策パッケージを講
じ、働く人が自らの意思でスキルアップし、デジタルなど成
長分野へ移動できるよう強力に支援する。（中略） 
 
○新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画（令和 4
年 6月 7 日閣議決定） 
Ⅱ．新しい資本主義を実現する上での考え方 
2．我が国企業における研究開発投資や設備投資は諸外国に大
きく遅れをとっている。我が国においても、新たな官民連携
により、イノベーションを大胆に推進し、我が国の経済・社
会システムをバージョンアップしていくことが不可欠であ
り、コストカットによる競争から付加価値の創造へ大胆に変
革していく。また、アイデアが実用化されるスピードが速
く、新たな技術が高速でアップデートされ続けるＤＸ・ＧＸ
時代には、競争力の源泉は、従来型の機械設備等のモノでは
なく、モノよりコト、有形資産より無形資産が重要になって
いる。(後略) 
 
○新しい資本主義 フォローアップ（令和 4 年 6 月 7 日閣議
決定） 
Ⅲ．経済社会の多極集中化 
１．デジタル田園都市国家構想の推進 
（３）デジタル田園都市国家構想の前提となる安心の確保 
②豊かな田園都市国家を支える交通・物流インフラの整備 
・各地のローカル鉄道について、国が中心となった新たな協
議の枠組みを通じて、鉄道事業者と沿線地域が相互に協力・
協働しながら、地域での必要性を再確認し、保守等を含む DX 
の推進や新技術の活用、輸送モード間の連携等により、地域
の理解を得つつ、持続可能性と利便性の高い地域交通ネット
ワークへ再構築していくための具体的方策を 2022 年度中に検
討し、その再構築のための環境を整備する。 
 
 4．産業のデジタル化 
（３）産業全体のデジタルトランスフォーメーション 
DX の推進原則（デジタルガバナンス・コード）に適合した企
業を認定する DX 認定制度や、優れた DX の取組を行う上場
企業を選定する DX 銘柄の取組を通じて市場の評価を通じた
DX の推進を進めるとともに、DX 認定を受けた企業が認定計
画に基づいて行うデジタル関連投資に対する税制措置である 
DX 投資促進税制を通じて、企業の DX 推進を後押しし、更な



35 - ４ 
 

る産業全体のデジタルトランスフォーメーションを促す。 

政 策 の 

達成目標 

我が国事業者によるデジタルトランスフォーメーション(DX )
の実現による高い生産性及び十分な需要を確保することによ
り、高い収益性の実現を図る。 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
令和 5年 4月 1日～令和 7年 3月 31 日（2年間） 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

我が国事業者によるデジタルトランスフォーメーション(DX )
の実現による高い生産性及び十分な需要を確保することによ
り、高い収益性の実現を図る。  
具体的には、５年間の計画期を経て措置を適用した事業者に
おいて、事業適応計画終了年度における ROA が 2014-2018 年
平均から 1.5%向上すること、同計画の終了年度における売上
高伸び率が過去５年度の業種売上高伸び率＋５％ポイントと
なること 

政策目標の

達 成 状 況 

事業適応計画認定数は 29 件（令和 4 年 8 月 9 日時点）、うち
13 の事業者から各社の適応計画の実施状況報告(令和 4 年 8
月 9 日時点)を受けており、大規模な投資計画の策定・実施を
含めて DX の取組が進められている。 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み  

 
【事業適応計画数】 
令和 3年度      20 件 
令和 4年度（見込み） 34 件 
令和 5年度（見込み） 34 件 
令和 6年度（見込み） 34 件 
※令和 4 年度の見込みについては、令和 3 年度の実績をもと
に、制度施行が同年 8 月となったことを考慮し、期間を割
り戻すことで算出することとし、令和 5、6 年度の見込みに
ついては、令和 4年度と同様としている 

要望の措置の

効果見込み(手

段としての有

効性) 

本税制は、産業競争力強化法に基づく事業適応計画と紐付い
た税制措置であり、その計画の目的として、上記達成目標に
準じたものを事業者毎に設定する制度措置が講じられる予定
であるため、この計画を実施していくことで直接的に高い生
産性及び十分な需要を確保することが期待される。 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

 
 
― 
 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
 
― 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
 
― 
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要望の措置 

の 妥 当 性 

 
新型コロナウイルス感染症は、産業構造転換を大幅に加速す
るものであり、ウィズ・ポストコロナにおいて我が国企業が
競争力を維持・強化するためには、事業環境の変化に適応
し、企業変革を行うことが不可欠。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

【適用件数】 
令和 3年度（見込み）20 件 
令和 4年度（見込み）34 件 
 
【減収額】 
令和 3年度（見込み）  79 億円 
令和 4年度（見込み） 118 億円 
 
※令和 3 年度の見込みについては、計画認定ベースの数値を
記載している 

※令和 4 年度の見込みについては、適用件数、減収額とも
に、上記の「要望の措置の適用見込み」で示した考え方の
下で記載している 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態  

調 査 結 果 

 
 
 
― 
 
 

租税特別措置

の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

コロナ禍における事業環境の変化に対応するため、通常の企
業変革に比べても難易度の高い DX に取り組む企業の大胆な投
資を、本税制を通して後押しし、好事例を創出。全体的に
も、業務プロセスの効率化等の小手先の IT 活用ではなく、デ
ジタルを活用してビジネスモデルの変革に取り組む企業が
徐々に増えつつある。 

前回要望時 

の達成目標 

 
― 

前回要望時 

からの達成度

及び目標に達

していない場

合の

理 由 

 
 
 
― 
 
 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

令和 3年度 DX 投資促進税制を創設 
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令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省自動車局貨物課） 

項 目 名 
中小企業者等が機械等を取得した場合の特別償却又は法人税額の特別
控除（中小企業投資促進税制）の延長 

税 目 

所得税 
租税特別措置法第 10 条の３ 
租税特別措置法施行令第５条の５ 
租税特別措置法施行規則第５条の８ 
法人税 
租税特別措置法第 42 条の６、第 52 条の２ 
租税特別措置法施行令第 27 条の６、第 30 条 
租税特別措置法施行規則第 20 条の３ 

要

望

の

内

容 

適用期限を２年間延長する。 

 

 平年度の減収見込額  ―  百万円 

(制度自体の減収額) (▲46,300 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (   ― 百万円) 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

国土交通省関係の中小企業者が生産性向上のための投資をしやすい環境を整
備することを通じて、質の高い物流サービスの提供や公共事業の確実な施行等
を確保し、もって国民生活の安定と我が国の経済活動の発展に資することを目
的とする。 

 

 

⑵ 施策の必要性 

人口減少・少子高齢化の進展に伴う労働力人口の減少や国際競争の激化等、
中小企業を取り巻く事業環境は厳しさを増しており、足下では生産性が低迷
し、人材確保や事業の持続的発展が懸念されているところ。 

物価高・資源高等によるコストプッシュ・インフレ下や新型コロナウイルス
感染症の影響により、中小企業の収益環境は悪化している。生産性を向上さ
せ、賃上げを行い、経済の好循環を進めるためにも、設備投資を促進する必要
があるところ、新型コロナウイルス感染症の影響で落ち込んだ設備投資がまだ
十分回復していない状況にある。 

このような状況下において、中小企業者等による積極的な設備投資・事業展
開等を促すため、特別償却等の税制上の強力な支援を行い、中小企業者等の設
備投資を通じた生産性の向上を図ることが不可欠。 
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今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 
７．中小企業及び地域経済の発展 
 
○経済財政運営と改革の基本方針 2022（令和４年６月７日） 
第２章 新しい資本主義に向けた改革 
１．新しい資本主義に向けた重点投資分野 
（１）人への投資と分配  
（賃上げ・最低賃金） 
今年は、ここ数年低下してきた賃上げ率を反転させたが、ウ

クライナ情勢も相まって物価が上昇している。こうした中、賃
上げの流れをサプライチェーン内の適切な分配を通じて中小企
業に広げ、全国各地での賃上げ機運の一層の拡大を図る。 
このため、中堅・中小企業の活力向上につながる事業再構

築・生産性向上等の支援を通じて賃上げの原資となる付加価値
の増大を図るとともに、適切な価格転嫁が行われる環境の整備
に取り組むほか、抜本的に拡充した賃上げ促進税制の活用促
進、賃上げを行った企業からの優先的な政府調達等に取り組
み、地域の中小企業も含めた賃上げを推進する。 
また、人への投資のためにも最低賃金の引上げは重要な政策

決定事項である。最低賃金の引上げの環境整備を一層進めるた
めにも事業再構築・生産性向上に取り組む中小企業へのきめ細
やかな支援や取引適正化等に取り組みつつ、景気や物価動向を
踏まえ、地域間格差にも配慮しながら、できる限り早期に最低
賃金の全国加重平均が 1000 円以上となることを目指し、引上げ
に取り組む。 
 
（３）多極化・地域活性化の推進 
 
（中堅・中小企業の活力向上） 
地域の経済やコミュニティを支える中堅・中小企業の生産性

向上等を推進し、その活力を向上させ、経済の底上げにつなげ
ていく。感染症に加え、デジタル、グリーン等の事業環境変化
への対応を後押ししつつ、切れ目のない継続的な中小企業等の
事業再構築や生産性向上の支援、円滑な事業承継や M&A の支
援、伴走支援を行う体制の整備等に取り組む。 
 

政 策 の 

達成目標 

 
国土交通関係中小企業者が生産性向上のための投資をしやす

い環境を整備することを通じて、質の高い物流サービスの提供
や公共事業の確実な施行等を確保し、もって国民生活の安定と
我が国の経済活動の発展を図る。 
具体的には、下記の指標を満たすことを目標とする。 

【トラック】 
・営業用トラックの新車登録台数 
対平成 10 年度比 100％以上又は全車種の対平成 10 年度比を
上回ること 

【内航船】 
・内航船舶の代替建造の促進 
年間代替建造隻数を 90 隻以上 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
令和５年４月１日～令和７年３月 31 日（２年間） 
 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
国土交通関係中小企業の生産性の向上等を図るため、以下の

とおり、これら中小企業の設備投資を促進する。 
 
・営業トラックの新車登録台数 
対平成 10 年度比 100％以上又は全車種の対平成 10 年度比を
上回ること 
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・内航船舶の代替建造の促進 
年間代替建造隻数を 90 隻以上 
 

政策目標の

達 成 状 況 

【トラック】 

 
・全車種の新車登録台数は平成 10 年度と比較して大きく減少 
し、近年は横ばいで推移している一方で、車両総重量 3.5ｔ超
の営業用トラックの新車登録台数は対平成 10 年度比 113.7％
となっている。 

・いずれの年度も、営業用トラックは、全車種の対平成 10 年度
比を上回っている。 

 
 
 
【内航海運】 
内航船舶の代替建造隻数 

→代替建造隻数：年平均 78 隻（直近３カ年）となっている。 
 
 
 
 
 
 

 

 （参考） 

10 年度 
29 年度 30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

営業用 

トラック 

単位：台 

 

52,850 

(100.0) 

 

72,009 

(136.3) 

68,808 

(130.0) 

68,457 

(129.9) 

66,993 

(126.8) 

60,102 

(113.7) 

全車種 

単位： 

千台 

 

4,234 

(100.0) 

 

3,359 

(79.3) 

3,368 

(79.5) 

3,206 

(75.7) 

2,975 

(70.3) 

2,685 

(63.4) 

 
平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和元 

年度 

令和２

年度 

令和３

年度 

代替 

建造 

隻数 

 

93 

 

 

90 

 

 

80 

 

 

80 

 

 

74 
 

有 

効 

性 
要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
（適用期間内における適用件数見込み） 
令和５年度 49,060 件 
令和６年度 49,060 件 
※令和２年度「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報
告書」、中小企業景況調査等より推計 

 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
現行制度は、税額控除と特別償却の選択適用を可能としてい

るが、これにより、事業者は設備投資した初年度の税負担軽減
による資金繰りの改善、償却費用の前倒しによる投下資金の早
期回収を図ることが可能となる。これらの施策は企業の資金繰
りにメリットを生じさせる効果があるため、事業者にとって投
資へのインセンティブとなる。 
加えて、本特例措置では、中小企業者等の投資を幅広く支援

するため、機械装置、測定工具・検査工具、ソフトウエア、普
通貨物自動車、内航船舶を取得する場合（内航船舶以外はファ
イナンス・リースも含む）に適用が可能とされている一方、取
得価額要件（一定金額以上の設備投資を対象）の設定や、一部
の資産について一定スペック以上のものに範囲を限定すること
により、事業の高度化等に資する設備投資に照準を当てて支援
を行うべく、制度設計がなされているものである。 
 また、本特例措置を利用して設備を導入した企業のうち、本
特例措置がなければ設備投資を先延ばしした又は設備投資が減
少したと答えた企業は半数以上であり（令和４年度中小企業庁
アンケート調査より）、景気の先行きの不透明さ等から設備投
資を躊躇する傾向にある中小企業者等の設備投資を着実に後押
ししている。 
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相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の措置 

 
中小企業者等が行う設備投資関連の他の税制としては、中小

企業経営強化税制がある。 
中小企業経営強化税制は、中小企業等経営強化法における

「経営力向上計画」の認定を受け、生産性の高い設備等を導入
した場合に、より効果の高い税制措置（即時償却又は取得価格
の 10％の税額控除（資本金 3,000 万円超１億円以下の法人は
７％））を利用できる税制となっている。 
 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
― 
 
 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
― 
 
 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 
本特例措置では、中小企業者等の投資を幅広く支援するた

め、機械装置、検査工具・測定工具、ソフトウエア、普通貨物
自動車、内航船舶を取得する場合（内航船舶以外はファイナン
ス・リースも含む）に適用を可能とする一方、取得価額要件
（一定金額以上の設備投資を対象）の設定や、一部の資産につ
いて一定スペック以上のものに範囲を限定することにより、事
業の高度化等に資する設備投資に限定して支援を行うべく、制
度設計がなされている。 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
【適用件数】 
平成 30 年度：54,634 件 
令和元年度 ：53,930 件 
令和２年度 ：49,060 件 
【減収額】 
平成 30 年度：573 億円 
令和元年度 ：550 億円 
令和２年度 ：463 億円 
 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
租税特別措置法の条項：第 42 条の 66、第 68 条の 11 
適用件数：特別償却 22,894 件 
     税額控除 26,166 件 
適用額 ：特別償却 1,999 億円 
     税額控除   163 億円 
※令和２年度の適用状況 
 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
【トラック】 
税制措置による設備投資の押し上げ（下支え）効果の具体的

な数値としては、税制措置があることによって約６割の企業の
投資判断を後押しし、また、税制措置による税の減免（キャッ
シュフローの増加）分の使途としては、約４割が新たな設備や
人材育成等への再投資に回るとのアンケート結果がある。（ト
ラック事業者の意識調査（トラック協会によるアンケート）） 
 
【内航海運】 
内航海運業は、経営基盤の脆弱な中小企業が大宗を占め、老

朽化した船舶を更新するなどの新たな投資を行う意欲を有して
いても、十分な資金を確保できないために、これに踏み切れな
い者が多い。このような状況の下、意欲ある中小企業の設備投
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資を後押しすることにより、生産性の向上及び経営の近代化・
合理化が図られている。 
 
令和３年度に中小企業庁が実施した委託調査を活用し、令和

４年５月に、細野薫氏、布袋正樹氏、宮川大介氏によって、中
小企業向け設備投資税制の因果効果についてのディスカッショ
ンペーパーが公表※されている。 
 
※公表ページ 
独立行政法人経済産業研究所ホームページ 
ノンテクニカルサマリー「中小企業向け設備投資税制の因果効
果」 
https://www.rieti.go.jp/jp/publications/nts/22e048.html 
 
 同ディスカッションペーパーでは、2014 年度に生産性向上設
備に対する租税誘因として導入された税制優遇措置（中小企業
投資促進税制の上乗せ措置、2017 年度に中小企業経営強化税制
に改組）について「制度利用中小企業の設備投資比率の変動を
中小企業に比較的資本金規模の近い大企業（資本金１億円超 10
億円以下）と比較した」ところ、「制度利用開始年度を中心に
設備投資比率が比較対象企業に比べて上昇していることが分か
る。つまり、制度を利用した中小企業を類似企業と比較した場
合には、設備投資優遇税制が設備投資を後押しした効果が確
認」されたと示している。 
 このように、経営強化税制の前身制度において一定の効果が
確認されたところであるが、本税制の効果を確認する手法とし
て、今後も、税制利用企業のデータを活用した効果検証の手法
の活用を検討する。 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
国土交通関係中小企業者が生産性向上のための投資をしやす

い環境を整備することを通じて、質の高い物流サービスの提供
や公共事業の確実な施行等を確保し、もって国民生活の安定と
我が国の経済活動の発展を図る。 
具体的には、下記の指標を満たすことを目標とする。 

【トラック】 
・営業用トラックの新車登録台数 
対平成 10 年度比 100％以上又は全車種の対平成 10 年度比を
上回ること 

【内航船】 
・内航船舶の代替建造の促進 
年間代替建造隻数を 90 隻以上 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
営業用トラック、は令和３年度末時点で、平成 10 年度比

113.7％となっており、目標を達成している。内航船舶の代替建
造隻数については、直近３ヶ年の平均が 78 隻となっており、目
標は達成できていない。その要因としては、国内貨物輸送量が
増えない中、建造のペースが上がらないことが一因と考えられ
る。 
中小企業者等の設備投資状況等は、新型コロナウイルス感染

症拡大以前は持ち直し傾向にあり、新型コロナウイルス感染症
の影響についても、感染症拡大当初の２年前と比較すると、最
近は、回復傾向が見られたが、未だ、持ち直している状況とは
言えず、また、昨今の物価高・資源高等の影響等、先行きの不
透明さがあり、中小企業者等の積極的な設備投資・事業展開等
を促すためには、引き続き支援が必要。 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
平成 10 年度 「総合経済対策」（平成 10 年４月）に伴う措置と

して創設 
平成 11 年度 １年間の延長及び対象設備等の拡充（普通貨物自

動車：車両総重量８㌧以上→3.5 ㌧以上） 
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平成 12 年度 １年間の延長（平成 13 年 5 月末までの適用期間の

延長） 
平成 13 年度 10 ヶ月の延長（平成 14 年３月末までの適用期間の

延長） 
平成 14 年度 ２年間の延長（平成 16 年３月末までの適用期間の

延長）、対象設備（機械・装置）の取得価額の引
き下げ 

平成 16 年度 ２年間の延長（平成 18 年３月末までの適用期間の
延長）、対象設備（器具・備品）の取得価額の引
き上げ 

平成 18 年度 ２年間の延長（平成 20 年３月末までの適用期間の
延長）、一定のソフトウエアの追加、器具・備品
の見直し（デジタル複合機の追加） 

平成 20 年度 ２年間の延長（平成 22 年３月末までの適用期間の
延長） 

平成 22 年度 ２年間の延長（平成 24 年３月末までの適用期間の
延長） 

平成 24 年度 ２年間の延長（平成 26 年３月末までの適用期間の
延長）、器具・備品及び工具の見直し（試験又は
測定機器、測定工具及び検査工具の追加） 

平成 26 年度 ３年間の延長（平成 29 年３月末までの適用期間の
延長、上乗せ措置部分の即時償却及び税額控除の
拡充） 

平成 29 年度 上乗せ措置部分を改組・新設の上、２年間の延長
（平成 31 年３月末までの適用期間の延長） 

令和元年度  ２年間の延長 
            （令和３年３月末までの適用期間の延長） 
令和３年度 ２年間の延長（令和５年３月末までの適用期間の

延長）、対象法人に商店街振興組合を追加、指定
事業に不動産業等を追加、対象資産から匿名組合
契約等の目的である事業の用に供するものを除
外。 
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令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省自動車局整備課） 

項 目 名 
中小企業者等が特定経営力向上設備等を取得した場合の特別償却又は
法人税額等の特別控除（中小企業経営強化税制）の見直し及び延長 

税 目 

所得税 
租税特別措置法第 10 条の５の３ 
租税特別措置法施行令第５条の６の３ 
租税特別措置法施行規則第５条の 11 

法人税 
租税特別措置法第 42 条の 12 の４、第 52 条の２ 
租税特別措置法施行令第 27 条の 12 の４、第 30 条 

 租税特別措置法施行規則第 20 条の９ 

要

望

の

内

容 

 
 
円安・資源高等によるコストプッシュ・インフレ下や新型コロナ禍の中で、

中小企業の生産性向上や DX に資する投資をメリハリの効いた形で後押しするた
めの所要の措置を講じ、適用期限を２年間延長する。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 平年度の減収見込額 （精査中） 百万円 

(制度自体の減収額) (▲76,800 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (    ― 百万円) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

 

⑴ 政策目的 

中小企業者等の成長及び発展が日本経済の活性化に果たす役割の重要性に鑑
み、中小企業者等における生産性の高い設備や IT 化等への設備投資を促進する
ことで、中小企業者等の経営力の向上を図る。 

 

⑵ 施策の必要性 

人口減少・少子高齢化の進展に伴う労働力人口の減少や国際競争の激化等、
中小企業を取り巻く事業環境は厳しさを増しており、足下では生産性が低迷
し、人材確保や事業の持続的発展が懸念されているところ。 

円安・資源高等によるコストプッシュ・インフレ下や新型コロナウイルス感
染症の影響で、中小企業の収益環境は悪化している。生産性を向上させ、賃上
げを行い、経済の好循環を進めるためにも、設備投資を促進する必要があると
ころ、新型コロナウイルス感染症の影響で落ち込んだ設備投資がまだ十分回復
していない状況にある。 

このような状況下において、中小企業者等による積極的な設備投資・事業展
開等を促すため、中小企業の生産性向上や DX に資する投資をメリハリの効いた
形で後押しするための所要の措置を講じ特別償却等の税制上の強力な支援を行
い、中小企業者等の設備投資を通じた生産性の向上を図ることが不可欠。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今
回
の
要
望
（
租
税
特
別
措
置
）
に
関
連
す
る
事
項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 
政策目標Ⅴ 安全で安心できる交通の確保、治安・生活安全の

確保 
施策目標15 道路交通の安全性を確保・向上する 

17 自動車の安全性を高める 
 
政策目標Ⅸ 市場環境の整備、産業の生産向上性、消費者利益

の保護 
施策目標 32 建設市場の整備を推進する 
 
○経済財政運営と改革の基本方針 2022（令和４年６月７日） 
第２章 新しい資本主義に向けた改革 
１．新しい資本主義に向けた重点投資分野 
（１）人への投資と分配   
（賃上げ・最低賃金） 
今年は、ここ数年低下してきた賃上げ率を反転させたが、ウ

クライナ情勢も相まって物価が上昇している。こうした中、賃
上げの流れをサプライチェーン内の適切な分配を通じて中小企
業に広げ、全国各地での賃上げ機運の一層の拡大を図る。 
このため、中堅・中小企業の活力向上につながる事業再構

築・生産性向上等の支援を通じて賃上げの原資となる付加価値
の増大を図るとともに、適切な価格転嫁が行われる環境の整備
に取り組むほか、抜本的に拡充した賃上げ促進税制の活用促



37-3 

進、賃上げを行った企業からの優先的な政府調達等に取り組
み、地域の中小企業も含めた賃上げを推進する。 
また、人への投資のためにも最低賃金の引上げは重要な政策

決定事項である。最低賃金の引上げの環境整備を一層進めるた
めにも事業再構築・生産性向上に取り組む中小企業へのきめ細
やかな支援や取引適正化等に取り組みつつ、景気や物価動向を
踏まえ、地域間格差にも配慮しながら、できる限り早期に最低
賃金の全国加重平均が 1000 円以上となることを目指し、引上げ
に取り組む。 
 
（３）多極化・地域活性化の推進 
（中堅・中小企業の活力向上） 
地域の経済やコミュニティを支える中堅・中小企業の生産性

向上等を推進し、その活力を向上させ、経済の底上げにつなげ
ていく。感染症に加え、デジタル、グリーン等の事業環境変化
への対応を後押ししつつ、切れ目のない継続的な中小企業等の
事業再構築や生産性向上の支援、円滑な事業承継や M&A の支
援、伴走支援を行う体制の整備等に取り組む。 
 

政 策 の 

達成目標 

 
中小企業者等の設備投資をリーマンショック前の 14 兆円の水準
まで回復させること。 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
令和５年４月１日～令和７年３月 31 日（２年間） 
 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
中小企業者等の設備投資をリーマンショック前の 14 兆円の水準
まで回復させること。 
 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
新型コロナウイルス感染症の影響により設備投資が令和２年

度に大きく減少。令和３年度もほぼ横ばいであり、今後も、円
安・資源高等によるコストプッシュ・インフレ下や新型コロナ
ウイルス感染症の影響で、先行きが不透明な状況。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
（適用期間内における適用件数） 
令和３年度 23,079 件 
令和４年度 23,079 件 
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※令和２年度「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報
告書」、中小企業景況調査等より推計 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
現行制度は、税額控除と即時償却の選択適用を可能としてい

るが、これにより、事業者は設備投資した初年度の税負担が軽
減されることによる資金繰りの改善、償却費用の前倒しによる
投下資金の早期回収を図ることが可能となる。また、特例を利
用するためには、中小企業等経営強化法の経営力向上計画の認
定を受ける必要があり、当該計画の認定を受けるためには、国
の指針に基づき経営力の向上を図るための設備投資を含む取組
を行うことが必要。 
本特例措置により、事業者は償却費用の前倒しや税負担の軽

減といったメリットを享受できるため、より積極的な事業展開
を行うための設備投資へのインセンティブとなる。 
加えて、中小企業者等の投資を幅広く支援するため、ほぼ全

ての業種を対象として、生産性の高い設備等（機械装置、工
具、器具備品、建物附属設備、ソフトウエア）を取得する場合
（ファイナンス・リースも含む）に適用を可能とされている一
方、取得価額要件（一定金額以上の設備投資を対象）を設定す
ることなどにより、経営力の向上に著しく効果のある設備投資
に限定して支援を行うべく、制度設計がなされているものであ
る。 
 また、本特例措置を利用して設備を導入した企業のうち、本
特例措置がなければ設備投資を先延ばしした又は設備投資が減
少したと答えた企業は半数以上であり（令和４年度中小企業庁
アンケート調査より）、景気の先行きの不透明さ等から設備投
資を躊躇する傾向にある中小企業者等の設備投資を着実に後押
ししている。 
 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

 
中小企業者等が行う設備投資関連の他の税制として、中小企

業投資促進税制がある。 
中小企業投資促進税制は、中小企業者等の幅広い設備投資を

支援するため、計画認定を必要とせず、一定の規模以上の設備
投資を対象としている。また、取得価額の 30％の特別償却又は
７％の税額控除を選択適用（税額控除は資本金 3,000 万円以下
の法人、個人事業主のみ）できることとされている。 
 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
― 
 
 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
― 
 
 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 
本特例措置では、中小企業等経営強化法の認定を受けた中小

企業者等の質の高い投資を幅広く支援するため、ほぼ全ての業
種を対象として、生産性の高い設備等（機械装置、器具備品、
工具、建物附属設備、ソフトウエア）を取得する場合（リース
も含む）に適用を可能とする一方、取得価額要件（一定金額以
上の設備投資を対象）を設定することなどにより、経営力の向
上に著しく効果のある設備投資に限定して支援を行うべく、制
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度設計がなされている。 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
【適用件数】 
平成 30 年度：26,469 件 
令和元年度 ：26,159 件 
令和２年度 ：23,079 件 
 
【減収額】 
平成 30 年度：1,063 億円 
令和元年度 ：975 億円 
令和２年度 ：768 億円 
 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
租税特別措置法の条項：第 42 条の 12 の 4、第 68 条の 15 の 5 
適用件数：（特別償却）15,742 件 
       （税額控除） 7,337 件 
適用額 ：（特別償却）4,742 億円 
       （税額控除）   96 億円 
※令和２年度の適用状況 
 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

  
アンケート結果によると、本特例措置を利用して設備を導入し
た企業のうち半数以上の企業が、本特例措置がなければ設備投
資を先延ばしした又は設備投資が減少したとしている。 
 
 令和３年度に中小企業庁が実施した委託調査を活用し、令和
４年５月に、細野薫氏、布袋正樹氏、宮川大介氏によって、中
小企業向け設備投資税制の因果効果についてのディスカッショ
ンペーパーが公表※されている。 
 
※公表ページ 
独立行政法人経済産業研究所ホームページ 
ノンテクニカルサマリー「中小企業向け設備投資税制の因果効
果」 
https://www.rieti.go.jp/jp/publications/nts/22e048.html 
 
 同ディスカッションペーパーでは、「2014 年度に生産性向上
設備に対する租税誘因として導入された税制優遇措置（中小企
業投資促進税制の上乗せ措置、2017 年度に中小企業経営強化税
制に改組）」について「制度利用中小企業の設備投資比率の変
動を中小企業に比較的資本金規模の近い大企業（資本金１億円
超 10 億円以下）と比較した」ところ、「制度利用開始年度を中
心に設備投資比率が比較対象企業に比べて上昇していることが
分かる。つまり、制度を利用した中小企業を類似企業と比較し
た場合には、設備投資優遇税制が設備投資を後押しした効果が
確認」されたと示している。 
 このように、経営強化税制の前身制度において一定の効果が
確認されたところであるが、本税制の効果を確認する手法とし
て、今後も、税制利用企業のデータを活用した効果検証の手法
の活用を検討する。 
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前回要望時 

の達成目標 

 
中小企業の設備投資をリーマンショック前の 14 兆円の水準ま
で回復させること。 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
 令和３年度における中小企業者等の設備投資は 11 兆円（四半
期で３兆円）となっている。 
設備投資は増加傾向にあったが、令和２年以降新型コロナウイ
ルス感染症の影響により、経済は大きく落ち込み、設備投資も
減少した。 
 新型コロナウイルス感染症の影響から日本経済は回復しつつ
あるものの、規模や業種により、回復の程度は異なっている。
また、円安・資源高等の影響により、中小企業の業況について
は先行きが不透明な状況もあり、設備投資の動向も不安定な状
況にある。 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
平成 26 年度 中小企業投資促進税制の上乗せ措置を創設 
      （平成 29 年３月末までの適用期間の延長） 
平成 29 年度 中小企業投資促進税制の上乗せ措置部分を改組  
       し、中小企業経営強化税制として新設 
       （適用期間は平成 31 年３月末まで） 
令和元年度  特定経営力向上設備等の範囲の明確化及び適正化 
       を行った上で延長 
       （適用期間は令和３年３月末まで） 
令和２年度  新型コロナウイルス感染症緊急経済対策 
       特定経営力向上設備等の対象にテレワーク等の 
       ために行う設備投資を追加 
令和３年度  修正 ROA 等が一定割合以上向上するための設備投

資の追加等を行った上で、延長 
       （適用期間は令和５年３月末まで） 
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令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省海事局船員政策課） 

項 目 名 
駐留軍関係離職者、国際協定の締結等に伴う漁業離職者等に対して支
給される職業転換給付金に係る非課税措置等の延長等（船員となろう
とする漁業離職者関係） 

税 目 所得税、国税徴収法 

要

望

の

内

容 

国際協定の締結等に伴う漁業離職者に関する臨時措置法（昭和 52 年法律第

94 号。以下「漁臨法」という。）第７条の規定に基づき、船員となろうとする

漁業離職者に対して職業転換給付金が支給されている。 

また、漁業経営の改善及び再建整備に関する特別措置法（昭和 51 年法律第

43 号。以下「漁特法」という。）第 12 条において、政府は、漁業を取り巻く

国際環境の変化等に対処するために実施された漁船の隻数の縮減に伴い離職を

余儀なくされた者の就職を促進するため、就職のあっせん、職業訓練の実施そ

の他の措置を講ずるように努めるものとすると規定されており、かかる措置と

して、漁特法第 13 条の規定に基づき、当該離職を余儀なくされた者のうち、船

員になろうとする者（以下「漁業経営の改善等に伴う漁業離職者」という。）

に対して職業転換給付金が支給されている。 

そして、漁臨法第７条及び漁特法第 13 条の規定に基づくこれらの者に対する

職業転換給付金の支給については、漁臨法第８条及び漁特法第 14 条で準用する

労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関

する法律（昭和 41 年法律第 132 号。以下「労推法」という。）第 21 条におい

て、当該給付金を受ける権利は差押えが禁止されており、また、漁臨法第９条

及び漁特法第 14 条で準用する労推法第 22 条において、当該給付金を標準とし

て租税その他の公課を課すことが禁止されている。 

漁臨法については、同法の有効期限は平成 35 年（令和５年）６月 30 日とさ

れているところ、今後も国際情勢の変化等に伴い、国際協定の締結等に伴う漁

業離職者が発生することが予想されることから、有効期限を延長するための法

改正及び省令改正を行う予定であり、有効期限延長後も、当該離職者に対して

支給する職業転換給付金について、引き続き非課税措置及び差押禁止措置を存

続させることとしたい。また、漁特法については、現状の漁業区分実態に即し

た支援を行う観点から、職業転換給付金の支給対象となる漁業離職者が従事す

る漁業として、漁業経営の改善及び再建整備に関する特別措置法第十三条第一

項の職業転換給付金の支給基準に関する省令（昭和 51 年運輸省令第 25 号）第

１条第６号に規定する中型いか釣り漁業の定義の拡充も行うこととしたい。 

 

 平年度の減収見込額 ▲１  百万円 

(制度自体の減収額) (  －  百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (  － 百万円) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

就職が困難な状況にある船員となろうとする者に関する国際協定の締結等に
伴う漁業離職者及び漁業経営の改善等に伴う漁業離職者に対しては、その有す
る能力に適合した職業に就くことを容易にし、及び促進するために職業転換給
付金を支給しているところであり、この目的を十分に達成するために、当該給
付金について非課税措置及び差押禁止措置を講じている。 

 

 

 

 

⑵ 施策の必要性 

職業転換給付金の支給については、就職が困難な状況にある者の最低生活を
保障するものであり、同給付金を課税・差押えの対象とした場合、支給目的が
著しく減殺されることとなる。このため、船員となろうとする者に関する国際
協定の締結等に伴う漁業離職者及び漁業経営の改善等に伴う漁業離職者に対し
て支給される職業転換給付金に係る非課税措置及び差押禁止措置は必要不可欠
である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

政策目標９：市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益
の保護 

施策目標 36：海事産業の市場環境整備・活性化及び人材の確保
等を図る 

政 策 の 

達成目標 

 
就職が困難な状況にある船員となろうとする者に関する国際

協定の締結等に伴う漁業離職者及び漁業経営の改善等に伴う漁
業離職者がその有する能力に適合した職業に就くことを容易に
し、及び促進する。 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
漁臨法について５年間（令和５年７月１日～令和 10 年６月 30
日） 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
就職が困難な状況にある船員となろうとする者に関する国際

協定の締結等に伴う漁業離職者及び漁業経営の改善等に伴う漁
業離職者がその有する能力に適合した職業に就くことを容易に
し、及び促進する。 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
平成 30 年度から令和３年度までの４年間において、国際協定

の締結等に伴う漁業離職者に対する就職促進手当の支給は
11,640 円（２人日）であり、求職活動の促進とその生活の安定
を図るための措置を講じた。 
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有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
－ 

 
 
 
 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
 
－ 

 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の措置 

 
船員となろうとする者に関する国際協定の締結等に伴う漁業

離職者及び漁業経営の改善等に伴う漁業離職者に対して支給さ
れる職業転換給付金に係る個人住民税の非課税措置・差押禁止
措置の延長等 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
 

－ 
 
 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
 

－ 
 
 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 
職業転換給付金の支給については、就職が困難な状況にある

者の最低生活を保障するものであり、同給付金を課税・差押え
の対象とした場合、支給目的が著しく減殺されることとなる。
したがって、船員となろうとする漁業離職者に対して支給する
職業転換給付金については、引き続き非課税・差押禁止とする
ことが妥当である。 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果

に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
〇国際協定の締結等に伴う漁業離職者に対する就職促進手当の

支給実績 
平成 30 年度 11,640 円（２人日） 
令和元年度  ０ 
令和２年度  ０ 
令和３年度  ０ 

○漁業経営の改善等に伴う漁業離職者に対する就職促進手当の
支給実績 

平成 30 年度 ０ 
令和元年度  ０ 
令和２年度  ０ 
令和３年度  ０ 

 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
 

－ 
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租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
 

－ 
 
 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
就職が困難な状況にある船員となろうとする者に関する国際

協定の締結等に伴う漁業離職者がその有する能力に適合した職
業に就くことを容易にし、及び促進する。 
 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
平成 30 年度から令和３年度までの４年間において、船員とな

ろうとする者に関する国際協定の締結に伴う漁業離職者に対す
る就職促進手当の支給は 11,640 円（２人日）であり、求職活動
の促進とその生活の安定を図るための措置を講じた。 
 
 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
平成 20 年 主税局に対し漁臨法改正及び省令改正について説明 
平成 25 年 延長要望 
平成 30 年 延長要望 

 


